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日本海洋工学会の概要

海洋の自然を解き明かし、その本質を損なわないように利用、開発してゆく海洋工学が

対象とする範ちゅうは極めて学際的で広範なものであります。従来、既存の工学諸分野

がそれぞれ専門分野内の海洋工学について学問や技術の進歩を図り、多大の成果を上げて

まいりました。

しかし、今後、海洋の調査研究や海洋の利用、開発をさらに実質化し拡大してゆくには、

より深く未知なる環境に踏み込み、より高く、新しい目標に挑戦してゆくことが必要であ

り、このためには広範な既存工学分野の有機的な協力、既存工学分野間にある境界領域の

発展、関係の深い先端技術を取り込むことによる海洋工学の高度化が是非とも必要となり

ます。

そこで、海洋工学と関係の深い７つの学協会が協力して、上記の目的に沿った活動をす

るために、「海洋工学連絡会」を１９８８年（昭和６３年）に設立致しました。以来、

海洋工学連絡会では、情報交換、学際的課題の発掘、共同研究をめざして、それぞれの学

協会の活動を紹介する３回の活動報告会、続いて第１回から第１９回までの海洋工学パネ

ルを開催してまいりました。

そして、平成１１年４月１日より名称を海洋工学会と変更し、学協会を会員とする連合体

学会としての体制を明確にし、今後これまで以上に海洋工学分野での情報交換、学際的課

題の発掘、共同研究の実現につとめ、さらに日本海洋学会に関係の深い学協会に参加を呼

びかけ充実した構成にしたいと考えています。皆様方の積極的なご支援をお願いします
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第２０回海洋工学パネル

パネルテーマ：海洋調査、計測、監視

１．海洋データの収集・管理とその問題点

永田豊氏（財）日本水路協会海洋情報研究センター所長

JODCは世界の国立海洋データセンターにおいて､米国のNODCに次いで活発な活動を行ってきている。

しかし、最近の海洋観測データの多様化と大量化、ユーザーの要求の高度化にJODCだけで十分に対応

することができなくなってきている。特に高度の品質管理と、要求に応じたデータ加工品の供給は現

在のJODC体制では対処できない。これが一昨年５月に日本財団の援助により日本水路協会の中にMIRC

（海洋情報研究センター）が設立された背景である。JODCNIRCの活動を紹介するとともに、約二年

間のMIRCの活動成果をもとに、海洋データの収集・管理とその問題点について論じる。

２．ドリフターによる海流追跡と流星バースト通信によるデータ伝送

道田豊氏海上保安庁水路部

海上保安庁水路部では、海流を調査する一つの手段として、表面漂流ブイ（ドリフター）を放流し

てその位置を衛星で追跡している。ARGOSシステムを利用したこの調査方法は、1980年代から実用化

され、技術的には成熟したシステムである。一方、最近水路部では、漂流ブイの位置情報の伝送に流

星バースト通信（HeteorBurstComuication：HBC）を利用するシステムの実験を行ってきた。肥Ｃ

は、ランダムに発生する流星という自然現象に依存しているため、リアルタイム伝送や大量データの

伝送は不可能である。しかし、漂流ブイのデータなどは、数分程度の遅延は容認できるし、伝送すべ

きデータ量もそれほど大きくない。また、MBCは通信料がかからないという大きな魅力もある。ここ

では、ARGOSシステムを利用した漂流ブイ観測のこれまでの成果の概要を紹介するとともに、皿Cを用

いたデータ伝送システムの現状について報告する。

討論］

国際会議報告（ＯＴＣ、ＩＳＯＰｎＯＭＡＥほか）

３．大気海洋間の熱・運動量・物質の交換過程の計測法の開発

小寺山亘氏九州大学応用力学研究所

現在海洋研究で最も重要なことは、より多くの、より正確な観測データの集積であり、そのための

観測システムの開発である。長期係留ブイシステムによる海洋物理化学的時間連続観測は世界的なト

レンドである。一方これらの離散的な観測の持つ欠点を補完するものとして、人工衛星による海表面

の監視、音響トモグラフイによる広領域の観測法などと並んで海洋観測ロボットによる海中情報の空

間連続計測の重要'性が認識されつつある。本講演では応用力学研究所で開発した曳航式海洋物理化学

観測ロボット「FlyingFish」と海洋科学技術センター、川崎重工などと共同研究中の大気海洋の物

理・化学・生物量の総合的観測ステーションについて述べる。いずれも地球温暖化の主因である炭酸

ガスの大気海洋交換過程の研究に重要な役割を果たすものとして期待されている。
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４．音響によるベーリング海スケトウダラ資源調査

高尾芳三氏水産庁水産工学研究所水産情報工学部資源情報工学研究室

スケトウダラは、魚肉は練り製品の原料となり、卵巣は「たらこ」になる水産重要種である。ベー

リング公海は、我が国をはじめ韓国、中国、ポーランド等の多くの漁船が出漁するスケトウダラの好

漁場であった。しかし１９９０年代に入って資源量の急激な減少が明らかとなり、現在は関係国間で操

業停止が合意され、資源の回復を待っている状態である。このベーリング海スケトウダラ資源の現存

量モニタリングと再生産の過程を把握することを目的として、水産庁は計量魚群探知機を使った音響

資源調査を１９８８年から継続して行っている。この調査の手法および使用機器について、その現状と

課題を紹介する。

討論２

５．生物生産・行動特性を考慮した数値モデルによる海域環境影響評価

末永慶寛氏香川大学工学部安全システム建設工学科

沿岸都市部における経済活動の発展に伴い、各種排水が海域へ流入することにより、富栄養化の進

行が促進され、赤潮、貧酸素水塊の発生等の様々な環境悪化を招いている。特に我が国では、自国沿

岸海域内での生産力の増強のため､養殖業に代表される水産資源の確保に力が注がれている。しかし、

先の赤潮等の環境問題が養殖業に及ぼす被害は深刻な問題として各地で取り上げられ、様々な解決策

が検討されているが、充分な成果は上がっていないのが現状である。本講演では、深刻な赤潮問題の

発生している閉鎖'性内湾域での現地環境調査結果を基に数値モデルを構築し、流動場の再現から赤潮

発生の源となる植物プランクトン分布を中心に、環境悪化が予想される海域を指摘した。また、別角

度からの試みとして物理環境変化が水産資源の加入量へ及ぼす影響について、開放'性の海域での流動

場変化がもたらす有用魚類卵・仔魚の産卵から着底までのメカニズムについて、生物行動特I性を数値

モデルに適用した例も示す。

６．ナウファス（全国港湾海洋波浪情報網）について

永井紀彦氏運輸省港湾技術研究所水工部海象調査研究室長

ナウフアス（全国港湾海洋波浪情報網：NOWPHAS：NationwideOceanWaveinfbrmation

networkfbrPostsandHArbourS）は、沿岸域の波高・周期・波向などの波浪情報を、観測・解

析・提供する全国沿岸の波浪情報ネットワークである。本講演は、海底設置式波浪観測機器を主体と

した波浪観測を行っているナウファスの現況を述べ､沿岸波浪観測の将来展望を紹介するものである。

最近の約５年間に、①海象計の開発、②波浪観測統計解析、③津波・長周期波観測、④波浪情報情

報提供システム開発、などのめざましい技術開発がなされ、ナウファス波浪観測情報は飛躍的な発展

を遂げた。

討論３
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会 挨拶開

日本海洋工学会運営委員会委員長前田久明

日本海洋工学会運営委員会委員長としてご挨拶申し上げます。日本造船学会の前田

でございます。本日は第２０回海洋工学パネルにご参加下さりありがとうございます。

海洋工学連絡会として発足以来早くも１２年が経過いたしました。本年４月からは名前

を海洋工学連絡会から日本海洋工学会と改めました。期を－にして海洋調査技術学会が参

加されました。日本海洋工学会は海洋工学に関係する海洋調査技術学会、資源・素材学会、

石油技術協会、土木学会、日本建築学会、日本水産工学会、日本造船学会の７学協会が会

員となる学会の連合体であります。ご存知の通り海洋に関する研究分野は極めて学際的で

あります。いずれかの学会１つで海洋の全てをカバーするとか、主流を占めるということ

はあり得ない分野であります。

ところで海洋に関する国策を見てみますと、何も海洋分野に限りませんが、それぞれの

役所の省益あって国益無しと言われる通り、国として戦略を立てることがうまくいってい

ないことは誰しも認めるところであります。唯一日本の海洋政策のまとめ役として機能

しておりました海洋開発審議会でしたが、省庁再編の波の中Iこのまれて残念ながら廃

止されることになりました。そこで省庁の壁をのり越えて海洋に関する意見交換の場

として唯一残されているのが学会のグループであると言えます。これから日本海洋工

学会のはたすべき役割は益々重要になってくるものと確信しております。これまでは

日本海洋工学会は海洋工学に関する異分野と申しますか異業種の方々との顔合せの場

として十分その役割をはたしてきたと思いますが、最近では更に意見交換の場として

機能してきていると思っております。

２１世紀をにらんでの経済発展、エネルギー・食糧の有限'性、地球規模環境保全の

トリレンマを解決する場として海洋はその重要性が認識されてきております。地球の

持続的発展のために海洋に役割を発揮して貰うためには、海洋のengineeringと海洋

のScienceのタイアップが不可欠であります。さいわいに今回、日本海洋工学会にサ

イエンスサイドから海洋調査技術学会さんがご参加下さり、さらには近々海洋音響学

会さんのご参加が予定されておりますことは喜ばしい限りであります。

今回は、海洋調査技術学会さんのご参加を記念して、海洋の調査・観測・監視をテ

ーマとして第２０回海洋工学パネルを企画させていただきました。午前中はサイエン
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スサイドからのお話、午後はエンジニアリングサイドからのお話を中心にして最適任

の講師の先生方をお招きしてご講演をお願いしました。午前中と午後それぞれにご講

演を終った時点でまとめて質疑応答の時間をもうけました。忌'偉のないご討議をいた

だけますと幸甚です。なお、ご討議の内容は録音して後日テキストとしてまとめて印

刷してご参加の皆様に郵送いたします。そこでご討議に参加される方は必ずマイクを

用いて下さるようにお願い申し上げます。

それでは本日１日夕方までごゆっくり海洋の調査・観測・監視に思いをめぐらせて

いただけますと幸いです。これをもちまして委員長のご挨拶とさせていただきます。

ご清聴ありがとうございます。

４



海洋データの収集・管理とその問題点

永田豊

(財)日本水路協会海洋'盾報研究センター

（要旨）ＪＯＤＣは世界の国立海洋データセンターの中で、米国のＮＯＤＣに次いで活発な活動を行っ

てきている。しかし、最近の海洋観測データの多様化と大量化、ユーザーの要求の高度化にＪＯＤＣ

だけで十分に対応することができなくなってきている。特に高度の品質管理と、要求に応じたデータ

加工品の供給は現在のＪＯＧＣ体制では対処できない。これが一昨年５月に日本財団の援助により日

本水路協会の中にＭIRC（海洋情報研究センター）が設立された背景である。ＪＯＤＣ・ＭＩＲＣの活

動を紹介するとともに、約二年間のＭＲＣの活動成果をもとに、海洋データの収集・管理とその問

題点について論じる。

１．はじめに

連合王国の潮汐の大家、Ｐｕｈ博士に聞いた話であるが、シャーロック・ホームズの言葉に、”Itisa

capitalmistaketotheorisebefbreonehasdata,というのがあるそうである。これは犯罪捜査に関連

した言葉であろうが､科学研究におけるデータの重要I性を述べた言葉であると取っても良いであろう。

また、ホームズの思考過程として、“Athree-pipeproblem，というのがあるそうで、パイプで－本目

のたばこを吸いながら“Wllatdoweknow7，について考え、二本目のたばこで“Whatdoweneedto

know"と検討し、三本めのたばこで“Whatshouldwedoaboutit7，を決定することになる。これも

また非常に示唆に富んだ過程であり、データ収集管理のあるべき姿を示しているといえる。すなわち

データ収集管理には、まずデータの質・量についての考察が不可欠であること、データベースの現状

把握から不足するデータを特定して、或る目標に対して新たなデータ収集計画を立て、実行しなけれ

ばならないことを示している。このような操作を行うためには、ただ機械的にデータの収集をはかる

だけでは十分ではなく、データソースヘの十分な理解と、ユーザーの要求に合目的に対処しなければ

ならないことを述べているのである。私の所属する日本水路協会海洋情報研究センターは、設立以来

わずか２年余りであるが、その経験を基にして海洋データの収集・管理とその問題点について論じる

ことにする。

２．ＪＯＤＣとＭＩＲＣ

海洋データの収集・管理の国際組織は、地球物理関連の研究分野の中では最も歴史も長く、充実

していると言える。わが国においての海洋データの収集管理は、天気予報等に関連してリアルタイム

のものは気象庁が、ヒストリカルなものは海上保安庁水路部の中に設置された日本海洋データセンタ

ー(ＪＯＤＣ：JapanOceanographicDataCenter)が、主として担当している。図１にＪＯＤＣの歴史を

簡単にまとめてあるが、１９６１年に、ユネスコ政府間海洋学委員会（ＩＯＣ：Intergovernmental

OceanographicCommission）が各国に国立海洋データセンター(ＮＯＤＣ：NationalOceanographic

○



DataCenter)を設けることを議決したのに沿って、１９６５年にわが国の海洋データセンターとして、

ＪＯＤＣが設立された。ＪＯＤＣはわが国の海洋観測データを収集管理する省庁にまたがる機関であり、

各海洋調査機関が観測したデータの二次、三次利用を促進するための総合データバンクである。また、

国際的にはＩＯＣの国際海洋データ情報交換システム(IODE:InternationalOceanographicDataand

lnfbrmationExchange）の一環をなして活動してきている。図２にIODＥシステムを示すが、ＪＯＤＣ

は、WESTPAC（西太平洋海域共同調査：IOCSub-CommissionfbrtheWesternPacificRegion)、

MARPOLMON(全世界海洋汚染関しネットワーク:MarmePollusionMonitormgNetwork)､IGOSS

（全世界海洋情報サービスシステム：IntegratedGlobalOceanServiceSystem）の、あるいはＡＤＣＰ

（AcousticDopplerCurrentProfiler）のデータ管理の責任国立海洋データセンター（ＲＮＯＤＣ：

ResponsibleNationalOceanographicDataCenter）を勤めている。図１には、その他種々の活動

が要約されているが、その最後に海洋情報研究センター（ＭIRC：MarmelnfbrmationResearch

Center）を謡っているのは、ＪＯＤＣとＭＩＲＣの密接な関係を示唆していると解釈されたい。

ＪＯＤＣは世界で有数の活動度の高いデータセンターの一つではあるが、最近の海洋関連データ増

加のもとで、高度化し多様化する一般からのニーズに木目細かく答えて行くことは、官業という制約

もあり、非常に難しくなりつつある。この状況を打破する目的で、海洋情報研究センターの構想が、

ＪＯＤＣ関係者を中心として持ち上がってきた訳であるが、幸いにして日本財団のご支援を受けて日

本水路協会の中に設立され、１９９７年度から活動を開始することになった。MRCの仕事は決して

ＪＯＤＣの役割を犯すものではなく、ＪＯＤＣの仕事を補完し、支援することを目的としている（他に

海洋の知識の一般への啓蒙・この分野での国際協力を大きな柱としているが、ここでは触れない)。

ＭIRCは研究機関として、海洋データ・情報の管理に関連した研究を行うとともに、高度の品質管

理プログラムの設計等を行うことを仕事としている。ＪＯＤＣのシステムで適用可能なプログラムが

完成次第、そのノウハウをＪＯＤＣに還元して行く。データそのものの一般的な収集と基礎的な管理

はＪＯＤＣの役割である。もちろん、研究段階で試験的に行われた品質管理の成果や、別個に収集さ

れたデータはＪＯＤＣに送る。原則としてＪＯＤＣの保有するデータの品質向上に貢献するが、ｍＲＣ

は系統的なデータ収集作業は行わない。また、多様化する一般ユーザーの要求に答えて高度のデータ

プロダクトの作成はｍＲＣが受託することになる。このような目的のために、ＪＯＤＣとⅢＲＣはそ

のデータベースを原則として共用している。このような協力関係を維持するため､ＪＯＤＣとＭＩＲＣは

頻繁な合同検討会を開いている。ＪＯＤＣとＭＩＲＣの役割分担を図化したものが図３であるが、この

図はＪＯＤＣと各種のデータユーザーのインターフェイスとしてのmRCの役割に重点をおいて描か

れていて、実際のデータ・情報の流れは、例えばＭIRCで開発された新しい品質管理技術はＪＯＤＣ

に逆流するわけで、ずっと複雑になる。その幾つかの例を、この２年間のmRCの成果の一端を紹

介するともに次に示したい。

３．現場で活用できる品質管理プログラムと誤データの発生原因

大量のデータがＪＯＤＣのようなデータ管理機関に集積された後では、誤りではないかと考えられ

るデータが見つかっても、それを観測原簿と照らし合わせて、一つづつ修正して行くことは実際上不

可能に近い。管理機関が行えるのは、疑問のあるデータに種々のフラグ（印）を付けていって、ユー

ザーの注意を喚起するとともに、統計処理等にはそのようなデータを使用しないようにするのが、せ

いぜいである。（原則として、誤データと考えられてもデータベースからは消去することばない｡）し

かし、観測に莫大な費用と労力を必要とする海洋データを最大限に利用するためには、誤データを可
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能な限り修正すべきことはもちろんである。そこで、ＭＩＲＣでは、ＪＯＤＣに流入してくるデータそ

のものの品質向上を目指して、先ず現場で活用できる品質管理プログラムの開発（鈴木ら、1999）

に力を入れるとともに、誤データがどのような段階で発生してくるカコの原因追求を、和歌山県農林水

産総合技術センター水産実験場や、岩手県水産技術センターの協力を得て実施した。

種々の品質管理プログラムは、内外のデータ管理機関においてそれぞれ開発使用されており、個々

の要素についてはＭＩＲＣが開発したものもこれらのものとほとんど変わりはない。しかし、従来の

ものは、いわば専門家用であって、データ管理に不J眉れな現場の人間が、「容易に」かつ「楽しく」

利用できるものではない。品質管理を行う上でのチェック項目としては、船速チェック、海陸チェッ

ク、深度チェック、水温・塩分等のレンジチェック、それらの鉛直勾配のレンジチエツク、密度逆転

チェック、重複データチェック等多岐にわたるが、観測位置や観測時間等のいわゆるヘッダー情報の

チェックには、船速チェックが非常に有効である。これを行うには、観測データを各クルーズ毎に分

類しておき、隣り合った測点の時間・位置の差からその間の船速を求め、異常を発見しようとするも

のである。その実例を開発したプログラムの各種のウインドウから示しておこう。図４は航跡図ウイ

ンドウであるが、この例では薄い色で定期観測測点が記載されており（オプション)、その上に報告

されている測点と航跡が示されている。図５のヘッダーリストウインドウで見られるように、各測点

で各層観測とＭＢＴ観測が行われているが、側点０３４の位置にミスタイプがあり、１３６度であるべき

ところが１３５度となっており、そこへの移動する船速が４２０ノットを超している。和歌山県水試の

場合には、船速の閾値を１５ノットに取ったが、この値を超した場合にはその部分の航跡を赤で表示

するとともに、ヘッダーリストのその前後の測点を赤で塗りつぶすようになっている。このような点

については全て、観測表ないしは観測野帳と照合して修正したが、エラーの発生状況は図６のようで

あった。すなわち、１万４千余りのデータで異常船速が３８７件（うち測点が陸上にあるものl5）見

つかったが、観測表で修正できたものがそのほとんどの３７２件であり、さらに観測野帳に戻って修

正できたものが１１件であった。その他、船速がわずかに閾値を超しているが４件あったが、これは

黒潮に乗って移動した場合等で、誤りではないと判断した。

和歌山県水試の場合、漁海況速報のような独自の事業・研究が終了してから、いわばボランティ

アー的に、水産庁への報告用データのパンチングが行われて来ていて、場合によってはアルバイター

が担当したこともあるようである。ほとんどのエラーはこの段階で生じていることが分かる。また、

ほとんどのエラーが観測表で修正できたが、これは和歌山県水試独自の解析が観測表を基にしている

ことから、自然に品質管理が行われていることが推定される。ＭＩＲＣの開発したプログラムには、

品質チェック機能の他に、ＴＳダイアグラムや、測点と各基準層の観測値を記入した白地図や断面図

を出力することができるようになっているが、これは現場での解析作業を助けるとともに、その段階

である程度の品質管理が行われることを期待しているからである。

図７に示したものが、ヘッダー情報全部と水温塩分の鉛直分布を示したウインドウであるが、デ

ータの修正はこのウインドウで行うことができる。また、図８は各測点（幾つかの測点の重ね書きも

可能）での水温・塩分・密度（ＣＯ）の鉛直分布を示すウインドウである。ここで、種々のレンジチ

エツク（現在は米国のＮＯＤＣが北太平洋域で使用している閾値（OceanClimateLaboratory、

ＮＯＤＣ、1998）を用いているが、日本近海で場所に応じたより精密な閾値を設定することを検討中）

や密度逆転チェックを行うことができ、異常な値は自動的に赤で示されるようになっている。図示し

た例では２０ｍ深での水温値にタイプミスがあった場合であるが、注意マークを参考に、野帳等に戻

って検討し、必要とあれば、図７のウインドウ上で修正することになる。
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和歌山県水試のデータベースから、密度逆転が生じた上下に隣り合ったペアーの発生頻度数を経

年的に示したのが図９である。この図では、表面の０，層と次の層の間に生じたものは、０ｍ層の測

定自身に種々問題があるので除いてある。（これは発生頻度数そのものであるから、観測数が年々増

加傾向にあることを勘案して、百分率で表示すれば、より右下がりのグラフになる｡）面白いのは、

発生頻度が１９７１年頃から非常に少なくなり、データの品質がこのころから非常に改善されたことを

うかがわさせる。岩手県水産技術センターのデータでは、複雑な海況を反映して見かけ上の密度逆転

の生起が頻繁に起こるため､同様の解析は行っていないが､重複データチエックの過程で､やはり１９７１

年頃を境に、データやその管理の面で、品質が非常に改善されたことが示される（小熊ら、1999)。

同様のことが三重県の水産試験場でも見られるが、これはこの頃に都道府県水産研究試験研究機関が

一斉に、海況専門の担当者を採用し、精度の良い塩分計を導入し時にあたっている。１９９８年末現在

では、ＪＯＤＣに集められた都道府県水産研究試験研究機関が観測したデータは非常に限られている。

それには種々の原因があるのであるが、ＪＯＤＣの初期の段階で１９７１年以前のデータの収集を始めた

際「品質に問題があり、苦労した」ということから、これら機関のデータの品質に疑問があるという

「言い伝え」が存在しており、その収集の努力が十分なされなかったのも１つの原因であったようだ。

データの収集管理というものが、機械的に行い得るものではなく、非常に人間臭いものであることを

示す一例である。最初に述べたシャーロック・ホームズの思考過程を、思い起こす必要がある由縁で

はある。

高度の品質管理を行うのには、その海域での水温や塩分等の観測値の生起分布形状を考慮しなけ

ればならないことを示しておこう。図１０は１９７１年から１９９５年までの２５年間に岩手県水産技術

センターが岩手県沖で観測した水温・塩分の全データをプロットしたものである。なお、図で、幾つ

かの深さで棒状にデータが集まっているのは、最近のＣＴＤ観測ではちょうど標準層の深さのデータ

が報告されることによる。この図で縦横の折線で示したものが米国のＮＯＤＣでレンジチエツクに用

いられれいる上下の閾値である。三陸沖の混合水域は黒潮系水、親潮系水、津軽暖流水が複雑に入り

混じっていて複雑な海況を示すが、このように海域を限定すると、データはこの閾値の範囲のかなり

内側にかたまっていて、ＮＯＤＣの北太平洋全域を対象として定められた範囲は広すぎて、明確なミ

スタイプの発見にしか役立たないことが分かる。ただし、複雑な成層構造（その鉛直スケールは他の

海域に比べて非常に小さい）をしているために、水温の鉛直勾配に関するＮＯＤＣの閾値は厳しすぎ

ることが示される。ここでは詳しく触れないが、鉛直スケールが小さいことは、標準層への内挿法に

関しても問題となり、単純に３点ないし４点近似の方法を適用すると「見かけ上の」密度逆転層を作

り出す。

より高度なレンジチェックを行うのに、しばしば使用される方法は、過去のデータから深さ毎に、

その海域での平均値（、）と標準偏差（○）を求め、ｍ±３．をそれぞれ上限・下限の閾値として採

用することである。この２５年間のデータから、標準層に観測のない場合には、適当な方法で標準層

へ値を内挿して、標準層データセットを作成し、そのデータセットから、各標準層に対して水温・塩

分の平均値と標準偏差を求めた。得られた平均値（三角印）および、±３○（丸印）の鉛直分布を図

１０に示してある。この結果を見ると、±３．は、特に水温に関して、この海域では良い閾値を与え

ないことが分かる。すなわち、下限に関しては、データ点がｍ－３ｏよりもずっと高い値に分布し

ているし、上限に関してはかなりのデータ点が、＋３ｏの外側に分布しており、これらの点の分布

は、＋３◎の内側のデータの分布と連続的に延びているように見える。水温は結氷点（約－２°Ｃ）

以下になることはなく、この三陸沖では０°Ｃをきることはまずない。これに対して高温側は、黒潮
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水ないしは津軽暖水の侵入に伴って、かなり高温になり得る。そのために水温値の分布形状は非常に

歪んだ、正規分布とは相当異なった形状を示すことになる。

このことは、◎を計算する過程にも現れる。通常は一旦、およびｄを計算した後、ｍ±３◎の範

囲の外にあるデータを削除して、改めて、、。を計算し、ｍ±３．の外のデータを削除するという操

作を繰り返す。しかし、高温側に分布が、特に著しく延びている300ｍ層では、この計算を２００回

以上繰り返しても収束しなかった。ここでは、３回計算を繰り返して、その結果を採用するような方

策を取らざるを得なかった。特に根拠があるわけではないが、この場合、－２．，ｍ＋４０を下限

と上限に採用すると、ほぼデータの分布のエンベロープに近い形を得ることができるようである。

ここから先は、通常のデータ品質管理の範囲を越えることになろうが、このような歪んだ分布を

持つデータの取り扱いには十分注意する必要がある。例えば、300ｍ付近でのｍ＋３．を超す値のデ

ータは､観測ミスやパンチミスのような原因で生じたとは考えられず、真の値であろう。Morikawaet

aL（1997)は、紀州南方で観測された異常高塩分水の解析を行っているが、真に存在することが確か

められても、気候値を求めるような計算に含めるべきかどうかは､議論の別れるところであろう。我々

は、ｍ＋３．を超すデータの持つ海洋物理学的意味を、季節変化や空間変化を含めて検討中であるが、

さしあたってデータ品質管理の立場からは、ｍ＋３○（あるいは、＋４ｏ）を超す値をもつデータ

には、「実在の可能性は高いが、統計的にはかなり異常なもの」といった、いわば弱いフラグを付け

てユーザーの参考に供する様なことを考えている。

４．おわりに

データの収集管理の仕事は、機械的に、技術的に実施し得るものと誤解され勝ちである。しかし、

以上に述べてきたように、収集管理そのものが高度の研究対象になるものであり、ｍＲＣの名称の

中に「研究」という文字が入れられている由縁である。海洋データ管理に関係する国際会議、国際シ

ンポジウムに参加してきているが、残念ながら発表のほとんどが、管理技術に関するもので、対象で

ある「海洋」が見えてこない。特にデータのユーザー、あるいはデータのオリジネイターとの相互関

係を論じるものは皆無に近かった。ここで述べた、データの分布形状に応じた品質管理の問題などは、

米国のＮＯＤＣのLevitus博士が、「気になっているのだが、まだ我々にはそこまでやる暇が見出せ

ない」と嘆いていた問題である。もちろん、データの収集管理は、幅広いユーザーの要求全てに応じ

なければならないため、一般'性を持たなければならない。しかしこの事は、目前にいる主要なデータ

ユーザーの要求に的確に応じて行くことと矛盾する訳ではない。データ管理が一見純技術的に扱えそ

うに見えるだけに、はじめに述べたシャーロック・ホームズの思考段階を座右の銘として、ＭＲＣ

の活動を行っていきたいと考えている。
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和歌山水試のＰＯＤデータのエラー発生状況

データ数（1975-1995） 1４，１６４

船還チェックで発見されたエラー数３８７

（内、海陸チェックでも発見しえるもの）（15）

（観測表で修正出来たもの）（372）

（観測野帳にまで戻って修正出来たもの）（11）

（船速が少し基単値を超すもの）（４：２組）

１６２Ｍ(Apr回1980)、１５罰6kt(ＤＢ0.1989）

時間差小、位置決めに問題(近海でレーダー使用）
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ドリフターによる海流追跡と流星バースト通信によるデータ伝送

道田豊

海上保安庁水路部

１．はじめに

海の流れの実態を理解するため、さまざまな手法を用いて調査が行われているが、海面を流れにま

かせて漂流するブイ（ドリフターまたは漂流ブイという）の位置を追跡することも、有力な手段の一

つである。漂流ブイは、観測者がその位置をコントロールできるものではないことから、測定したい

場所の海流を測定したい時に計測できるとは限らないという短所があるものの、船による観測が困難

あるいはあまり実施されない海域でも、また、観測船を派遣しなくても、漂流ブイの動きによって海

流データが得られるという大きな長所がある。

海上保安庁水路部では、1980年代から主として太平洋を対象としてドリフターを放流し、その位

置をアルゴスシステム（後述）を利用して追跡することによって海面付近の海流場とその変動を調査

してきた。ここでは、そうした調査の結果から明らかになった、太平洋、インド洋の流れの実態につ

いて紹介する。

また、アルゴスシステムは技術的に成熟したシステムとして世界的にも広く用いられているが、多

数のドリフターを運用する場合には使用コストがかさむことや、一度に伝送できるデータの量が少な

いといった問題もある。そこで、アルゴスシステムに代わるデータ伝送手法の候補として、流星バー

スト通信を応用する可能性について数年間検討を行ってきた。その取り組みについても併せて紹介す

る。

なお、本稿では便宜的に、アルゴスシステムを用いるブイを「ドリフター｣、流星バースト通信の

話題では「漂流ブイ」という用語を用いることにするが、両語の概念に差異があるということではな

い。

２．ドリフターによる海流追跡

２．１ドリフターの技術

（１）位置の追跡

最近は、洋上での位置決定といえば、何と言ってもＧＰＳである。簡便な受信装置を用意するだけで、

誰でも100ｍ程度以下の誤差範囲で自分の位置がわかる。デイファレンシャルＧＰＳのサービスが有効

な地域であれば、位置決定精度は１０ｍ以下とも言われる。しかし、海流追跡の目的で世界的に広く用

いられているドリフターは、アルゴスシステム（以下、アルゴスと略記する場合がある）によって位

置決定を行うものが主流である。アルゴスは、衛星等を用いた移動体通信やＧＰＳが普及する前の技術

であって、位置決定の精度は300～400ｍとされ、その頻度も１日に数回と少なく、さらには水温など

センサーのデータを伝送する容量も１メッセージあたり２５６ビットという制限がある。１９８０年代前

半には画期的であったシステムも、現在の感覚だと「－時代前の仕様」と言わざるを得ないと思われ
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る。それでも、ドリフターをはじめとして、各種遠隔センサーのモニター、回遊'性生物の追跡などに

利用され続けており、少なくとも我が国においてアルゴスの利用が大幅に減少しているということは

ない。これは、アルゴスシステムが利用者からみて使いやすいことが大きな理由である。すなわち、

１～２年間稼働するアルゴス用の発信機が市販され、簡単な手続きでＩＤ番号を入手した後は、ドリ

フターや回遊生物などが地球上のどこにあっても、その位置及びセンサー出力を居ながらにしてモニ

ターできるという仕組みが完成しているためである。

ドリフターに組み込まれたアルゴス向け発信機に求められるのは、定められた仕様で401.65Ｍzの

電波を発信し続けることだけである。センサーのデータを伝送する必要があれば、これも仕様に従っ

て発信電波に情報を乗せる。あとは、気象衛星ＮＯＡＡが上空を通過する際、その電波を受信して、セ

ンサーデータを取得するほか、電波のドップラーシフト量から発信機の位置が計算されるので、ユー

ザーは、この計算サービスを行う機関にアクセスして、位置情報とセンサーデータを入手することが

できる。

位置決定の頻度は１日に数回で、ドリフターの位置に依存する。ドリフターが高緯度にあるほど

NOAA衛星の視野に入る確率が高いことから、位置決定の頻度も増加する。位置決定の精度は300～400

ｍ程度とされている（友田ほか、1985)。そのため、数時間以下というような短い時間間隔で漂流速

度を計算した場合は、流速として耐え難い誤差を生じる。しかし、例えば時間間隔を１日程度以上長

く取った場合は、期待される流速の誤差が1cm/seｃ以下となるため、流速の測定精度として実用に耐

えるものとなる。言い換えれば、アルゴスシステムを利用したドリフターは、１日以上の時間スケー

ルをもつような流れの変動の観測には有効な手段であると言える。

（２）ドリフターの形状

現在広く使われている海流追跡用のドリフター（図１）には、中間ブイを介して水面下に抵抗体（ド

ローグ）が取り付けられている（MichidaandYoritaka、1995など)。中間ブイは、表面ブイが波

によってもまれることで変化するロープの張力を吸収するためのものであり、これが無いと抵抗体は

容易に切断される。抵抗体は、風圧流の効果（海面に浮いたブイに海上風が直接作用してブイが流れ

る効果）を減じ、ドリフターの動きが表面付近の海流に追随するようにするためのものである。現在

では、図１に示したような、円筒形の布で側面にいくつか穴の空いた形状（holeySock：穴あき靴下

型）が海流に対する追随'性が良いとされ、標準となっているが、この形に至るまでにさまざまな形状

の抵抗体が考案され使用された。水路部でドリフターによる観測を始めた頃は、長方形の布を短冊の

ように吊り下げて抵抗体としていた。しかし、このような抵抗体は流れに対して必ずしも直角になら

ないことから、結果としてドリフターが流下方向に対して斜めに流れる効果があることが判明したた

め、現在では使われていない。

世界海洋循環実験（WorldOceanCirculationExperiment：WOCE)は、世界中の海の循環に関して、

深層も含めてその実態を理解しようとする国際共同研究計画で、１９９０年から９７年にかけて集中的な

海洋観測が行われた。この計画の中で、表面海流像の再描画を行うことを目的として、ドリフターが

多数放流された。表層海流観測計画（SurfaceVelocityProgramme：SVP）というプロジェクトであ

る。ＳＶＰの実施に先だって、抵抗体の大きさと風圧流の関係に関する検討が行われた。その結果、真

横から見た断面積に関して、水面上の部分と水面下の部分の断面積の比（dragarearatio）が40以

上であれば、風速が20m/seｃの状況のもとでも風圧流の効果は２cm/seｃ以下に抑えられると見積もら

れ、WOCE-SVPにおいては、抵抗体はholeysock型で断面積比が４０以上となるような設計が推奨さ

れた（WOCEIPO、1991)。水路部で使用しているドリフターもこの仕様に準じており、断面積比は約
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３５となっている。推奨される４０よりも小さな値ではあるが、風速が特に大きな場面を除けば実用上

問題ないレベルにあると考えている。

２．２観測成果の例

ドリフターによる流れの観測結果を解析する場合、二つの方向がある。一つは、個々のブイの軌跡

によって可視化された海流を記述するもので、未確認の流れを確認したり、既知の海流の流速分布の

スナップショットを捉えたりすることが期待される。個々の軌跡は、さまざまな流れの要素の結果で

あるとはいえ、主として海流によってブイが流れたということは事実であるため、海流の連続性など

に関して説得力のある証拠を提示することができる。しかし、一方で個々のブイの軌跡には、時間的

に変化する吹送流の成分や偶然に左右される部分が含まれているため、ある特定のブイの軌跡が平均

的な流れの場を反映しているとは限らない。そこで、もう一つの解析の方向は、多数のブイの軌跡を

集積して時空間的な平均場を議論するものである。ここでは、1980年代末から水路部が放流したド

リフターの軌跡から、観測・解析の結果をいくつか紹介する。

（１）インドネシア通過流の季節変化

アジアモンスーンの変動とインド洋の海洋変動に関する理解を深める目的で、1989年から１０年間、

科学技術庁の主導のもとに関係機関が参加して、「アジアモンスーン機構に関する研究」という研究

プロジェクトが実施された。水路部もこれに参加して、インド洋の表層海流の実態とその変動を明ら

かにするため、毎年インド洋にドリフターを放流してその軌跡を追跡した。インド洋は日本のタンカ

ーなども多数航行しており、海流変動の実態は我が国の海運にとっても重要な情報であるにもかかわ

らず、周囲に海洋先進国が少ないこともあって、他の海域と比較して理解が進んでいない。海上保安

庁の業務上も興味深いテーマであった。とはいえ、直接インド洋に観測船を派遣することはなかなか

困難である。そこで、インド洋で調査航海を行う大学（東京大学、鹿児島大学）や水産庁などの協力

を得て、そうした調査船などにドリフターの放流を依頼した。

MichidaandYoritaka(1996)は、蓄積されたドリフターの軌跡からインド洋熱帯域の海流循環を記

述した。中でも年２回モンスーンの交代期に出現する赤道ジェット（Wyrtki、1973）については、

ドリフターの軌跡によって明瞭に可視化された。赤道ジェットは、赤道上を東向きに流れる強い流れ

として知られ、従来の見積もりでは２ノット程度の流速とされていたところ、ドリフターは最大４ノ

ットもの速さで流れた。平均的な描像（Molinarieta1.,1990)よりも相当速い流れが存在するこ

とを示した点で重要な成果と言える。

MichidaandYoritaka(1996)のもう一つの重要な成果として、インドネシア通過流が季節によって

反転することをドリフターの動きによって確認したことがあげられる。深層を含めた世界の海水の循

環は、大西洋の高緯度海域で冬季の冷却で重くなって沈み込んだ水が深層水の起源で、その水が南極

海の深層を通ってインド洋、太平洋に広がっていると考えられている。太平洋の深層に達した海水は

極めてゆっくりとした速度で上昇し、平均的な表層循環の結果として太平洋からインドネシア多島海

を通ってインド洋に流れ、最終的には大西洋に戻っていくとされている（杉ノ原、１９９１など)。太

平洋からインド洋に向かう流れを「インドネシア通過流」と呼んで、世界の海洋循環、とりわけ気候

変動における役割という視点で注目を集めている流れである。

ジャワ島南方のほぼ同じ海域に時期を変えて放流したドリフターのその後の軌跡を図２に示す。

1991年５月、北半球では夏に向かう時期に放流したドリフターは、巨視的にみて西向きに流れ、イ

ンド洋熱帯域の時計回りの循環に吸収された（図２ａ)。一方、１９９３年１２月の北半球の冬の時期に放
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流したものは、先のものとは逆に東向きに動き、その多くはジャワ海などインドネシア多島海の方向

に流れた（図２ｂ)。これは、平均的なインドネシア通過流の向きとは逆になっており、インドネシ

ア通過流の季節による反転を示した貴重な観測事実である。インドネシア通過流は、この海域を吹<

風の変動の影響を受けて、季節によって反転する可能性があることは、すでにMasmotoand

Ymagata(1993)の数値モデルの結果として示されていた。ドリフターの軌跡は、この数値モデルの結

果を裏付けるものである。ドリフターの抵抗体の中心は海面下１５ｍにあるため、ブイの動きはごく表

面の海流を反映することになる。北半球の夏の時期にインドネシア通過流の表面付近の流れが反転し

て、インド洋側から太平洋に向かって流れるとしても、深さ方向に積分した体積（質量）輸送は依然

として太平洋側からインド洋側に流れているという説が有力である。仮にそうであっても、太平洋と

インド洋をはさんだ熱や塩分の輸送、収支などには大きな影響を及ぼしていると考えられる。

（２）亜熱帯反流

亜熱帯反流は、台湾東方の北緯２０～２５度に弱い東向きの流れとして存在し、北太平洋亜熱帯循環

の副循環の一つと考えられている。これまでに、蓄積された船のドリフトデータ（UdaandHasuma、

1969）や水温塩分のデータ（HasumaandYoshida、1978)から亜熱帯反流の存在を示した研究、亜

熱帯反流の成因に関する理論的な研究（例えば、Dewer、1992；Kubokawa、１９９５など）が行われ

てきており、その存在については広く認められている。ただ、流れが弱いため直接的な観測では捉え

ることが困難で、直接的な流速測定による研究は十分行われていなかった。

道田（1997）は、蓄積されたドリフターの軌跡から平均的な表面海流分布を描き、その中に亜熱帯

反流の構造が見られるかどうか検討した。１９８７年から１９９４年の間に放流されたブイ９４個のデータ

を用いて、日本近海（北緯10～50度、東経120～160度）の緯度経度１度格子の平均流速を求めた。

格子平均流速のうち東西成分の分布を描いたものが図３である。本ＩＩ|南岸から本ﾘ'ﾄ|東方沖にかけて、

黒潮の流れを反映して東向き成分を持つ領域が広がっている。その南は、西向き成分を持つ海域とな

っており、黒潮再循環や黒潮反流の流れを捉えたものと思われる。そのさらに南には、北緯２４～２５

度の緯度帯の東経132度よりも東の部分に、東向き成分を持つ海域が広がっているほか、さらに南に

も、東向き成分を持つ海域が東西に点在していることがわかる。これにより、ドリフターの軌跡から

得られた平均流速場にも、亜熱帯反流に対応する構造が見られることが示された。

（３）対馬暖流

もう一つ興味深いドリフターの観測例を図４に示す。これは１９９１年３月に東シナ海の陸棚域で放

流されたドリフターが、同年６月中旬に対馬海峡を通過して日本海に入り、本州沿岸に沿って流れた

ものである。対馬海峡から津軽海峡に到達するまで約１か月であった。津軽海峡を東にぬけて太平洋

に流れたブイは、下北半島の東沖でループを描いた後、三陸沿岸を南下した。日本海を漂流中は、ほ

とんどが200ｍよりも浅い海域を岸に沿うように流れた。対馬東水道から津軽海峡まで、対馬暖流の

第一分枝（沿岸分枝）に乗ったものと考えられる（石井・道田、1996)。たった１個のブイの軌跡で

はあるが、対馬暖流の第一分枝を一連のつながった流れとして可視化したという点で注目に値する成

果である。

３．流星バースト通信によるデータ伝送

３．１流星バースト通信

流星バースト通信（NeteorBurstComuication：NBC）は、宇宙空間の微少な塵が地球の大気圏

に突入する際地上約100km付近で発生する電離気体（流星バースト）を電波の反射体として利用する
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通信技術である。発生した電離気体の継続時間はたかだか数秒ではあるが、通常の電離層では反射さ
れないⅢ帯の電波に対して効果的な反射体となることが知られている。肥Ｃによれば、最大2000kｍ

以内の２地点間で見通し外通信が可能である。流星バーストの発生はランダムで継続時間も短いこと

から、完全なリアルタイム通信は不可能で、音声や画像といった情報量の大きなものの伝送も困難で

ある。しかし、流星バーストを発生させるような塵は１日に１兆個もあると見積もられており、２地

点を決めたとき１０秒から数分に１度はⅧＣによる通信路が形成される。情報量がさほど大きくなく

て多少の伝送の遅延を容認できるようなデータ通信には利用が可能である。また、詳細は文献(福田、

1997）に譲るが、通信手段としてコストが低く、傍受や妨害が困難であるなど多くの長所がある。現

に米国農務省では、ロッキー山中に展開した約６００点の積雪量監視ステーションの観測データを、ⅧＣ

によって収集するシステムを運用するなど、諸外国では実用化されている例もいくつかある。我が国

では、静岡大学工学部のグループがⅧＣに関する研究を精力的に行っている。

３．２流星バースト通信を利用する漂流ブイの開発

前節で述べた漂流ブイのデータは、完全なリアルタイム'性は要求されず数分程度の遅れは容認され

る。情報量もそれほど大きくないため、ｍｃの利用に適した条件を満たしている。そこで、科学技術

振興調整費による研究プロジェクト（1994～９８年）に参加し、位置及び水温等の観測データを肥Ｃ

によって伝送する漂流ブイの開発を行った。

漂流ブイの位置はブイの本体に搭載したＧＰＳ受信機によって計測し、サーミスタチェーンによって

測定した複数層の水温データと合わせて､ⅧＣによって陸上の基地局に伝送するシステムを考えた(図

５)。米国などで実用化されている肥Ｃのシステムはいずれも陸上におけるデータ伝送であるため、

基地局、リモート局いずれにも５～７素子の八木アンテナが用いられている。しかし、海上を漂流す

るブイに数ｍの大きさを持つ八木アンテナを装備することは現実的ではない。もっとも、洋上で姿勢

をさまざまに変える漂流ブイの上で八木アンテナの指向を制御することはまず不可能である。そのた

め、小型で簡便な無指向性アンテナを採用し、所要の'性能を確保できるかどうか検討を行うこととし

た。

陸上の実験基地局は千葉県成東町に設置した。陸上局からは、最大300Ｗの出力で48,1ｚ帯のプロ

ーブ電波を実験中は常時発射し、洋上のリモート局（漂流ブイ）との間に肥Ｃの通信路が形成された

瞬間にリモート局の発信機が稼働する。リモート局は、ⅧＣの通信が行われている間だけ電波を発射

し、その間約100Ｗの出力が必要である。かなり大きな出力ではあるが、継続時間がごく短時間であ

るため、電源の負荷は小さく、漂流ブイ本体に収納されたバッテリーからの供給で十分である。

漂流ブイの第１号機の形状を図６ａに示す。試作機ということもあり、前節で述べたアルゴスシス

テムを用いる漂流ブイに比べてかなり大型となっている。本体上部にはＧＰＳ及び肥Ｃ用のアンテナが

あり、内部にはＧＰＳ受信機、肥Ｃ通信機、水温データ処理部とバッテリーが収納され、本体下部から

は水温計測用のサーミスタチェーンが吊り下げられている。第１号機による実験結果を踏まえて第２

号機（図６b）が製作され、アルゴスブイよりは大型ではあるが、第１号機に比べると格段に小型、

軽量となった。

３．３流星バースト通信によるデータ伝送実験

完成した漂流ブイを用いて、１９９６年１月からデータ伝送実験を開始した。その結果、成東の基地

局と、基地局から約10001ｍ離れた日本南方の海上のリモート局（漂流ブイ）との間でデータ伝送が
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可能であることを確認した。１９９６年１月１１日～１４日にかけての実験について、肥Ｃによるデータ伝

送回数の時間変化を図７に示す。真夜中から早朝にかけてはよく肥Ｃによる通信が行われた一方、午

後から夕方にかけてはほとんど通信路が形成されなかったことがわかる（道田、1996)。このような

ⅧＣの通信路の発生確率の日変化は、従来の研究でよく知られており、我々の実験もこの事実を確認

する結果となった。ちなみに、この日変化の原因は、地球上の明け方は、地球の公転軌道上で進行方

向の前面にあたるため、反対側（夕方）よりも多く塵を浴びることになるからである。

漂流ブイの第１号機と第２号機を用いてデータ伝送実験を繰り返して行い、性能評価を行った。漂

流ブイでは使用できるアンテナに制限があることなどから、陸上システムで達成されているような性

能は得られず、肥Ｃにとって良い条件のもとでも、通信距離は最大で約1000kｍにとどまり、通信頻

度についても平均して１日に数回程度であった。しかしながら、実験の過程で、一つのリモート局か

ら別のリモート局を経由して基地局にデータ伝送を行うことに成功するなど、技術的な可能性に関し

ては大きな成果が得られた。

４．おわりに

ここまで、アルゴスシステムを利用する漂流ブイという成熟した技術を用いた海流観測の成果と、

漂流ブイのデータ伝送に流星バースト通信を応用しようという挑戦的な試みについて紹介してきた。

ＷＯＣＥの実施によって、一部の海域を除いて世界中の海にドリフターが放流され、海流像が描かれ

た。北太平洋の亜寒帯循環や南極海は、ドリフターデータの蓄積が不足している海域として残されて

おり、1997年から実施されているＳAGE(SubarcticGyreExperiment)や､我が国の南極地域観測(JARE）

においてドリフターの放流が継続されている。これらを除くと、個々のブイの軌跡を記述することで

研究成果をあげるのは困難になってきている。また、１９９０年代に実施された、ドリフターの放流を

含む国内の研究プロジェクトが次々に終了しており、ドリフターの放流数が減少している。しかし、

海洋学においてドリフターの役目が終了したわけではない。船舶による観測が行われない海域でも簡

便に海流データを取得できるという大きな長所を生かして、海流のモニターに活躍することが期待さ

れる。

流星バースト通信については、プロジェクトの開始当初に比べ、携帯電話などの移動体通信が飛躍

的に普及したため、アルゴスやその他の移動体通信の代替システムとしての意義は小さくなっている

と思われる。しかしながら、流星という自然現象はシステムダウンすることはないため、通信機・ア

ンテナとバッテリーを用意すれば、他の通信手段が使用不可能な状況でもデータ伝送が可能であるこ

とから、例えば災害や障害が発生した時のデータ伝送といった、バックアップシステムとしての可能

性は十分あると考えられる。何らかの形で流星バースト通信に関する研究が継続されることを期待す

る。
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■午前の部討論

●司会（寺本）「海洋調査、計測、監視」という今日の主なプログラムの関連のこ

とで、あるいは先ほどのお２人のご講演そのものに関することを含めまして討論を行

いたいと思います。その前に講師の先生方で、どうしてもこれを追加しておかないと

いけないということがございますか。

●永田先程話ましたのは､今まで検討してきた項目での問題点についてですが､ＭIRC

の扱う項目について追加しておきます。原則的にはＪＯＤＣが扱っている全ての種類の

データと言うことになります（OHP-l)。潮汐・潮流とか、海底地形などは海上保安庁

水路部に多くの専門家がおりますので後回しにして、水産関連あるいは沿岸域の海況

資料から検討を始めた訳ですが、順次、潮汐・潮流の問題もやります。また膨大なデ

ータが巡視船等によって得られつつあるＡＤＣＰのデータをいかにＱＣＷから有効利用す

るかの方策、マルチビームによる水深測定資料のＱｃソフト開発などの仕事も始めて

います。また、従来は扱っていなかった衛星資料についても、水路部の海洋調査課で

とったものをＪＯＤＣが引き取って保管することになったので、ＨIRCでも若干扱うこと

になります。ＭIRCも創設２年になり、種々の製品（データプロダクト）も生み出し

ております。情報が必要ならカタログも用意していますので間に合わせていただけれ

ばと思います。また、水深図としてどんなものがあるかといった情報、このような角

度から見た鳥I敢図が欲しいといった注文にも応じます。ＭＩＢＣは民間企業ですので、

常にユーザーを意識した仕事をしますのでよろしくお願いします。

●司会どうもありがとうございました。それでは先ほど申しあげましたように、海

洋観測のデータの問題と海流の測り方の一つの手法としてのドリフター、さらにそれ

を伝送するのに衛星バースト通信というお話がございました。それらをひっくるめて

討論してはいかがかと思います。会場の方からどなたでも結構ですが、ご質問、ご意

見等がございましたらいただきたいと思います。所属とお名前をぜひいただきたいと

思いますのでよろしくお願いいたします。どうぞどなたでも結構です。何かございま

せんでしょうか。

●前田（東京大学）永田先生にお聞きしたいのですが、データでインフォメーショ

ンを受ける場合の供給のメンテナスとか有料制のお話は大変興味深くお聞きしました。

そのなかでクォリティーコントロールという意味では、データそのものをクォリティ

ーコントロールするというキャリブレーションということがもう一つ重要ではないか

と思うのです。例えばＮＯＡＡとかクラールとかインテルメールとかああいう機関です

と、機関自体がデータそのものをキャリブレーションできる装置が必要ですが、日本
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ですと例えばJAHSTECさんがそういうものをおやりになっているし、アトランティッ

クさんもやっておられるし、そういう基のデータの統一とかも非常に重要ではないか

と思うのですが、そのあたりではどのような条件があるのか挙げていただきたいと思

います。

●永田われわれの方で、キヤリブレーションまでやるのは無理ですが、データにキ

ヤリプレーシヨン情報を付加した形のメタデータ（属'性データ）作っていきたいと考

えています。ＪＯＤＣのデータには、機器情報、ＣＴＤで取られたか各層観測か、ＢＴかＸＢＴ

かと行ったものは付加されていますが、残念ながらＣＴＤの型やメーカー名までは付加

されていません。何時キヤリブレーションをどのような方法でやつたかの情報も必要

でしょう。生物・化学データでは測器・観測方法・保存方法など詳しい情報が必要な

のですが収集は非常に困難です。どのようなメタデータが必要かというアンケートを

最初の年にやったのですが、ユーザーの立場からの要求は、観測者側から大変ではあ

るがこの程度までなら報告できるというものに比べて、桁違いに過大なものになって

しまいます。また、メタデータの具体的なユーザーのイメージも明確にすることが出

来ませんでした。結局、開き直りまして、メタデータの最大のユーザーはわれわれ自

身であると考え、このデータはどの程度に品質管理済なのかをメタデータに含めるこ

とから作業を始めようとしています。キャリブレーションについても、メーカー名や

測器の型番号､キャリブレーションの履歴等の詳細情報も入れる予定です｡これを一々

入力することは事実上不可能ですので、ツリー構造のテーブルを用意しておいて、例

えば気象庁のどの船の何時の観測なら、どういうセンサーが使われているかを、自動

的に検索してメタデータに加える方式をとります。しかし、フォーマットや検索方法

等になお検討の余地があります。また、化学データについては、分析法だけでなく分

析者の名前が重要であるといった話もあり、単純ではありません。この場合、クルー

ズ別のメタデータよりもプロジェクト別のメタデータの方が有効ではないかと考えて

います。同様のことは、生物データにも言えるのですが、一つ手を出しているのに東

北区水産研究所の小達さんがまとめられた亜寒帯の動物プランクトンのデータベース

があります。一般で使えるようにということでＪＯＤＣに送られてきていますが、われ

われのところで再チェックしますと、ヘッダー部分にも若干のミス残っていました。

水産庁が主導したプロジェクトですと、ある程度使用されたネットが限定されていま

すので、これをもとにメタデータの１つのプロトタイプを作り上げてみようと思って

います。ただし、ネットの情報としても、何型のネットと言っても、ネットの口径や

メッシュサイズはもちろんとして、斜め曳きをしたのか鉛直曳きしたのか、曳航した

深度範囲は、フロウメーターの有無とその値といった情報が必要ですし、大型のクラ

ゲのようなものを取り除いたかどうか、湿重量か乾燥重量か、組成の検討はされてい

るかどうか、どのような分析コードを用いたか、サンプルの保存にフォルマリンが使
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用されたかどうか、その量は、保存期間は、そうして分析の方法等々、メタデータと

して保存されるべき情報等多岐にわたります。また、必ずしも全部が報告されていま

せんから、それをどのようにして記載するか、問題は非常に複雑です。

日本海と黄海を含む海域を対象に海洋の汚染の監視を日露中韓で共同してやろう

というNOWPAPというＵＮＥＰの計画があり、その情報収集部分の計画策定にコンサルタ

ントとして参加しましたが、あらかじめ詳細に観測方法を規定したもの以外は、デー

タと品質を含めたメタデータの収集を１つのセンターに集中して保存することは非実

際的だということになりました。原則としてデータは原観測機関にメタデータを付け

て保存し、どこにどのような情報があるかのインベントリー情報（これも一種のメタ

データ）をセンターに集めるという計画を提案しています。

質問の趣旨とずれたと思いますが、キャリブレーション情報の提供をうるさく言う

と、データそのものが集まらなくなります。JODC/MIRCにおいては、種々の問題があ

ろうとも、また公開に関してどのような条件（極端には、永久に公開するなという条

件）がついていても、できる限りのデータを集めようというのが基本姿勢です。

●司会ありがとうございました。

●道田少し補足をいたします。キャリブレーシヨンの話ですが、伝統的な水温計と

かそういうものについては気象庁が業務としてやっておられまして、今でもやってお

られると思いますが、昔の転倒温度計というのがありますけれどそれは非常にシビア

な検定を業務としてやっておられます。測器の検定という仕事が気象庁さんの仕事と

してありますので、最近のＣＴＤもそうかなということですが、なかなかできる状態に

ないことが多くて、最近どうしているかというと、JAMSTECさんの話が出ましたが、

JANSTECさんはＣＴＤのキャリブレーションについては非常によくやっておられるほう

でして、とくにＷＯＣＥという世界海洋循環実験といって、世界的に同じクォリティー

で非常にいい精度のデータをとろうというプロジェクトがありましたが、それに関連

する航海の場合には、航海の前のプレクルーズとボストクルーズでセンサーをアメリ

カのメーカーに送ってキャリブレーション情報をとって、必ずしもそれがＪＯＤＣに来

ているとは限りませんが、少なくともＷＯＣＥのデータベースのメタデータには入ると

いうことに一応なっています。

ですから水路部の場合も全部が全部ではないのですが、とくに気をつかわなければ

いけない航海についてはボストクルーズあるいはブレクルーズのキャリブレーション

をやってもらっているということです。

●小寺山（九州大学）最初は永田先生に少しお話を伺いたいのですが、研究者向け

にデータベースをきちっと確立していくということは非常に重要な問題だと思います
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が、私の経験でいくと例えばアメリカのアトランティックのデータなどは、われわれ

はほとんど何の資格もなしにホームベージを開いてみますと結構詳しいデータが非常

にビジュアルな形で提供されています。例えば赤道海域の流れとか風速とかそういう

ものは結構一般の人も興味があって、あるいは工学的にも興味のあるデータが多いの

ですが、日本のそういうデータベースのあり方というのはわりと玄人向けに集中して

いて、もっと学生とかまだ研究者になっていない人たち、あるいは他の分野の人たち

でも容易にアプローチできるような形で、それはもちろん全部公開というわけにはい

かないのでしょうけれど、そういう形でのサービスがあってもいいのではないかと思

います。そのへんはどのようにお考えでしょうか。

●永田海洋情報研究センターの本来の業務はそういう所にあるとは思います｡ただ、

われわれは民間ですので､ある程度の収益を上げることを考慮せざるを得ない訳です。

専門家向けということは必ずしも考えていませんで、一般のユーザーの要求に応じた

プロダクトを考えております。データの精度・品質を上げでいくのはベースとして必

要なことです。先程話しました品質管理のプログラムですが、これも専門家でなくと

も、アルバイトの学生でも容易に楽しく使えるというのをモットーとしています。海

洋速報のようなリアルタイム的な業務は本来水路部自身がやるもので、われわれは

JODCに集まったデレイド・モードのデータを扱います。ただ、高精度のものを求め

るというのと、一般のユーザーが使いやすいものを作るというのは、相反するところ

があります。例えば衛星観測の資料から直接得られるのは輝度温度ですから、表面水

温分布を正確に求められるのは専門的な問題です。また、雲のある所の資料はないの

で、衛星写真から分布を求めると空白領域が相当でます。

東海大学の岡田先生が開発した方法ですが、１５日間位の問に得られた全ての写真

から、各メッシュについて、最高の水温（輝度温度）を選び出して作図すると、雲の

ある所は低温になっていますから、かなりうまく面情報が得られます。もちろん、完

全に雲部分を除くことができませんので、等温線を引きのにはさらにスムージングや

内挿のような操作を必要としますが、そのままでもかなりの海況情報が得られます。

われわれとしては、専門的に見て絶対精度は悪くても海況情報の１つとして、これを

海洋速報として、これを海洋速報と並べて提供するようなことを考えています。ウエ

ブサイトでリアルタイムに情報を流すというのは、収益を度外視しても、現在のスタ

ッフでは実行不可能です。まあ、サンプル的な映像プロダクトをウエブサイトで紹介

し、要求に応じて必要な映像を切り出して提供するということになると思います。

現在、－番利用の多いのは潮干狩り情報と言ったものですが、最近ではだんだん沖

合いの方まで、情報提供が求められるようになってきています。その点でお話したよ

うな県水試関連のデータベースの充実を図っているわけです。沿岸域が主体ですが、

季節変化を論じ得るだけの観測密度があります。ユーザーが県水試にデータをもらい
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に行ったら、「JODCに行っているから、そちらで貰ったら」と言われたという話があ
ります。しかし、お話しましたようにデータベース化が遅れていますので、すぐに要
望に答えられません。客商売というのは、つらいものです。なお、海洋情報研究セン

ターでもウエブサイトを設けていますので、覗いてみて頂ければ幸いです。

●小寺山どうもありがとうございました。マイクを握っているのでついでに道田さ

んにもお話を伺いたいのです。今、表面のドリフターの話をされましたが、私のよう

なテクノロジーの人間からすると、例えば今アラスとか自分の水深、進路を制御して

動いていくというのもありますが、そういうものと表面のドリフターというのは役割

も違うのかもしれませんけれど、道田さんが表面ドリフターに非常に熱心な理由は、

単に今までやっておられるということ以上に何か理由があるのでしょうか。

●道田自分の興味というよりは、水路部の責務は表面の流れがいちばん大事なので

す。結局いちばん表面付近の流れはどうなっているか、とくに表面のミクストレイヤ

ーの中の流れがどうなっているかというのが業務上の使命なものですから、どうして

も中層フロート的な話よりは表層のブイのほうに高いプライオリティ－をおかざるを

えないということです。したがって、ＡＤＣＰも含めていかに表面付近の流れをきっち

り捉えるかという観点から続けているということです。

●小寺山どうもありがとうございます。

●高橋（IHI）まず永田先生にお伺いしたいのは、今の小寺山先生とはまったく別

の逆の方向の観点の話でございますが、データそのものが非常にイクイップメントと

いうことで、研究するに値して面白いお話で大変興味のあるところですが、逆にいっ

てそのデータがとくに日本近海の温度の水深方向の分布の状態とか、あるいは塩分濃

度の分布という話になりますと、それから海底地形を見合わせてみますと、潜水艦が

ああいった注水管をどういうふうにして管理するかという意味のデータにこぞってな

ってしまうのではないかと思うのです。データの守秘義務とか、あるいは出してはい

けない範囲の問題ということが頭に入っていらっしゃるのかどうか、その点をまず第

一にお伺いしたいと思います。

もう一点は道田さんにお伺いしたいのですが、これはあるシステムを使ったドリフ

ターの話で直径３６センチというそのようなものの中の電源として被膜剤か何かのお

話をなさいましたが、実際にどんな電池が入っていて、先ほどのご発表ですとだいた

い２年間ぐらいは切れないという感じですが、果たしてどんなものをお使いになって

いるのか。

もう一つ、永田先生に付け加えてお伺いしたいのですが、どうもデータを整えてい
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〈各国の態度にずいぶん多向'|生が見られます。例えばアメリカは一生懸命にやってい

るけれども、オーストラリアはちょっと熱心さに欠けるデータであるとか、国際的な

いろいろなデータをつくろうという動きはあっても、その熱心さの度合いがずいぶん

違うというのは、果たしてどのようなところに原因があると思いますか。お答えいた

だければと思います。よろしくお願いいたします。

●永田最後の問題ですが、地球物理関係の中では、データの国際的な交換プロジェ

ツクトについては海洋が最も整備されていると思います（IOCのIODＥプロジェクト

等)。データを全て有償にしようという動きがヨーロッパで持ち上がっているという

話を聞いたことがありますが、国際組織的な問題は原則としてないと思います。ただ、

データ提供それ自体にかなりの組織・人員・費用がかかりますので、各国の国内体制

に問題があるようです。また、自国で十分な品質管理をしてから出すと考えて、時間

的にどんどん遅れるということもあります。先に延べましたように、NOWPAP計画に

関係して中露韓を回りましたが、もう１つの問題はセクショナリズムで、日本にもあ

りますがこれらの国の実状は相当なもので、改善すべきは国際問題よりも国内問題だ

と思います。

IODＥの中のサブプログラムにGODAR(GlobalOceanDataArchaeologyandRescue

Project)というものがあり、ＩＯＣを中心に国際的に努力が払われております。そのよ

うな流れの１つとして、今年の１０月にマレーシアでＩＯＤＥの会議が開かれます。こ

れにはＪＯＤＣが主導的な役割を果たすことになっていますが、海洋情報研究センター

も参加して、一般的な講演会・シンポジウムの部分を担当することになります。国際

的なデータ交換には、隠す・隠さないといったことより、開発途上国のそれぞれの状

態が、データ提供ができるようになるまでグレードアップすることが重要だと思いま

す。海洋情報研究センターの１つの柱に国際協力を上げていますが、その背景はこの

ようなことです。

最初のご質問の守秘義務といった問題はＪＯＤＣのポリシーにしたがっているので、

これは道田さんの方からお答えねがいます。

●道田まず最初の守秘義務という観点ですが、水温と塩分のデータについてはリア

ルタイムというもの以外はわりとオープンという感じです。最近は何日間以内にある

程度のクォリティーチェックをした水温と塩分のデータを世界的に流しましょうとい

うプロジェクトが走っていまして、その会議の場にアメリカのネイバルリサーチの

方々も来ているのですが、全然問題視していないのです。彼らは全部出しているのか

どうか知りませんが、少なくとも自分たちが出すことによって他のものもリアルタイ

ムで入る、準リアルタイムに入るということのほうにメリットを感じている。これは

私の想像ですが、そういう気がいたします。少なくとも水温と塩分については基本的
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にオープンの時代になっていると思います。

ただ、水深についてはかなり微妙な問題を含んでいまして、それは国防上というこ

ともあるかもしれませんが、むしろＥＥＺの話です。大陸棚の境界確定という話になる

と水深とか地質ということが効いてきますので、それについては各国とも出しあって

図を大きく書きましょうというプロジェクトはあるのですが、つばぜりあいがないこ

とはないのです。

二つ目の私に対するご質問でドリフターのバッテリーの話ですが、細かい仕様は忘

れましたが何の変哲もない単三バッテリーを何個かつないだものでして、リチウムで

すらないのです。普通のアルカリマンガンのものを１０個ぐらいつないだものを並列

になっているような程度のもので、だいたい寿命は１年ないし２年です。そういう意

味では何でもないバッテリーです。

●高橋どうもありがとうございました。

●司会他にどなたかありませんか。

●永田アメリカの海軍の話が出ましたが、海上自衛隊の場合も水温と塩分のような

ものについては、殆どがＪＯＤＣに提供されております。船名を伏せるというような微

妙な問題はありますが、海上自衛隊の相当の方と話しましたがこの体制は続けられる

ことになっており、協力態勢をとっていきます。

種々の開発工事に関連したデータでは、どこで観測したということがすでに政治的

な問題を起こし得るということで、非公開の要請がくることが少なくないし、予算の

出所によっては、一々予算もとの許可を必要とする場合などがあります。できる限り

公開にするというのがJODC/HIRCの立場です。

●永井（運輸省港湾技術研究所）今日はどうもありがとうございました。ＭIRCと

いうＪＯＤＣだけではやりきれないことをやっておられるということを、非常に興味深

く聞かせていただきました。そのなかで具体的なデータのことですが、潮位観測デー

タの毎時観測データを９５地点で計画しておられるということで、それは現実に可能

だということでしたが、この９５地点の内容というのは建設省の国土地理院で海岸昇

降検地センターというものをやっておられまして、海上保安庁水路部、気象庁、港湾

技術研究所、東京大学といったところの潮位観測をデータベースで結構集めておられ

て、そういうものとだいたいデータの内容は同じになっていると考えてよろしいでし

ょうか。

●永田これはＪＯＤＣの関係ですので、道田先生から答えていただきたいのですが。
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●道田海岸昇降検知センターとのデータ交換もちゃんとやっていまして、私どもの

JODCで集めておりますのは、基本的には水路部と気象庁、それから一部他も関係し

ておられますが、それでだいたい１００地点、それで毎時潮位を少し遅れていただきま

す。さらに日平均か何かを海岸昇降検知センターに提出しているのではないかという

気がしますが、はっきりしません。今いい加減なことを答えて違っていると困ります

のであとで確認いたしますが、そういうところだと思います。

●永井どうもありがとうございました。

●道田先ほどの小寺山先生のデータ公開に関するご質問に関して補足をさせていた

だきたいのですが、先ほどアトラスブイのデータが非常にきれいな形で出されている

という、例のＰMELのものです。われわれもいつも見ていて、すごいなと思っている

のです。やりたいのはやまやまなのです。先ほど永田先生もおっしゃいましたが、メ

ンテナンスの手間というのが相当ありますので、そこに関してわれわれのなかで、行

政サービスというのはどこまでなのかというのがいつも議論になります。個人的には

やりたくても、維持するためにはマンパワーがかかるわけです。そうすると、かとい

って少ない人員でやっているものですから緊急時の対応をせざるをえないので、そち

らがまず大事だと。かつＰMELがやっているようなサービスはどこまでやったらいい

のかということがいつも議論になります。

水路部のホームページを見ていただきますと、一部に、力の余裕があるというと語

弊がありますが、パワーのある地方の管区では潮汐データに限ってデータの形で出せ

るような対応をとったりしておりますので、そのへんの行政サービスに対して注ぐべ

きマンパワーはどこまでなのか、そのへんで公開の範囲が決まっているというふうご

理解いただければと思います。

●原田（日本大学）まったく素人でわからないのですが、今、日本の国の観測技術

は世界でどのぐらいのレベルにあるのでしょうか。あるいは地球上の海洋環境はどこ

の国が主にどのように調べられて、私どもの日本の国の調査はどのへんのレベルにあ

るのかお教えいただければと思います。

●永田難しいご質問だと思いますが、おおまかに言って日本のレベルは世界の先進

的なレベルに達していると考えていいと思います。ＷＯＣＥの標準観測点での水温・塩

分の測定精度は0.002°Ｃ・qOO2psuが要求されていました。計画段階で、出来るか

どうか随分検討しましたが、とにかくＷＯＣＥ観測に間に合うように技術開発をいたし

ました。ただし、全ての観測値の精度をここまで上げるのは不可能です。

データの品質を上げるという点でも、データの公開は非常に重要です。ソ連のデー
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夕が、グラスノスチが始まる前の段階で非常に悪かったことがあります。業務命令的
に観測を義務付け、そのままデータが公開されないで批判を受けることがなければ、
精度ががた落ちになるのは当然だった訳です。悪しき官僚的体質が海洋データにさえ
現れたのでは、ソ連の崩壊も当然だったのかと思っています。

●司会他にどなたかございませんか｡予定の時刻が近づいてまいりましたけれども、

何かございませんか。

●星野（海洋システム）今の水産庁関係のいろいろな開発プロジェクトのお手伝い

をさせていただいております。先ほどのもっとも一般的なデータである水温、塩分は

かなりオープンになっているということでしたが、それについて教えていただきたい

のです。いちばん漁業界がほしいデータは、まず表面の水温は潮目という形で一般に

使われておりますけれども、さらにその次に漁業界では何がほしいかといいますと、

水温でも躍層の下の潮目です。これが表面とはまったく格好ががらりと変わっており

ますし、あるいはマグロ漁業とかイカ釣り漁業でもっとも効果的に魚の獲れる地点に

港から直行するためには中層水温が、中層といいましても各層ということではなくて

各海域の水温、躍層の下です。これがわかりますと５０メートルでも１００メートルで

も２００メートルでもだいたいパターンは一緒ですから、各層水温の水温マップとい

いますと膨大になりますが、要するに表面と躍層の下の水温マップがないといけない

のです。そういうものが漁業の合理化のためには今すぐでも必要なのですが、そうい

うデータを提供する体制は海軍系に多いと思うのですが、今どういう状況になってい

るのでしょうか。教えていただきたいと思います。

●道田表面の水温につきましては、水産関係ですと、漁業情報サービスセンターが

精力的にやっておられますし、私ども海上保安庁水路部でも、月に二回、「海洋速報」

という形で、日本近海の表面海流、表面水温、そして１００ｍ層、２００ｍ層の水温

分布図を提供しております。従いまして、各層の水温図というようなプロダクツは、

現在でも一応あると、言えると思います。ただ、これらがご質問のような目的にかな

うものかどうか、いささか疑問でもあります。と申しますのは、実際の観測値の数は、

表面水温を除けば、観測データだけから潮目の位置なども含むような詳細な水温分布

図を例えば毎日描くことができるほど十分にはない、ということです。かといって、

下層の水温分布図を毎日描くことができるような観測網を作ることも難しいと思われ

ます。ではどうするか。解答が無いわけではなくて、最近、大学や関係の研究機関で

盛んに研究開発が進められている技術に、「データアシミレーション」というものが

あります。専門外の方には耳,慣れない言葉だと思いますが、これは、力学の法則に基

づく数値モデルに、実際の観測データを融合させることによって、その時点で最も確
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からしい水温なり海流なりの分布を描くというものです。この技術が近い将来実用化

されれば、－実は実用化のめどはかなりあると見られますが－ご質問のような、下層

の水温分布図が毎日手に入る、ということも近い将来には可能になると思われます。
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■国際会議報告

●司会（松田）国際会議報告は４人の方にご報告をお願いします。２０分間で１人５分
づつですので少し短いのですがよろしくお願いします。

●前田（東京大学大学院工学系研究科）
ＯＭＡＥ９９とオーシヤノロジ－.インターナショナル・パシフイツクリム９９の２件ご報

告致します。ＯＭＡＥ９９は７／１１～７／１６、カナダのセントジヨンズ、アメリカ大陸

の一番東端だそうです。非常に片田舎だと思って出かけて行きましたら、大変にのんびり
したいい所でした。会議は３００数十名の参加者でしたが、タイタニツクが沈んだ近くの

ところで氷山が流れていて、このような場所でホエールウオッチング等、会議の中にツア

ーが入って大変楽しい会議でした。１０セッション位パラレルで動くものですので、私は

全部出たわけではなく、私の出た所で印象深かったものをご報告致します。カナダのセン

トジョーンズは、昔鱈漁で有名だったそうです。今は鱈が捕れませんで一時期非常にアク

ティピティーが下がった場所なだそうですが、この近くにハイバーニアとセイブルとか石

油やガス田が出てこれはちょうど北海のアバデイーンみたいな感じで非常に活気を呈し、

それが現状です。ハイバーニアとセーブルと石油やガスの話が非常に印象深かったです。

それ以外に日本からもＪＡＭＳTECの大庭会長がプレナリーセッションで話されましたが、

そのとき外国の方が非常に印象深く受け取られて、その中でも大深度掘削船はちょうど石

油のディープウォー夕に関連するもので非常に興味深く聞かれました。

それから石油公団グループのＬＮＧのＦＳＯの話が新しい日本からの発信で非常に興味を

持たれました。もう－点おもしろかったのはヨーロッパのＭＡＳＴ３でＥＵのグループのプ

ロジェクトで通常、船舶のエックスバンドのレーダーを使って波高計測をリアルタイムで

やっているのを発表されているのが非常に興味ありました。それが実用的な感じで解析は

合成開口レーダーのノイズとシグナルを非常にうまく処理してやっているのが印象に残り

ました。

それからオーシヤノロジ－.インターナショナル・パシフィックリムはもともとがイギ

リスのブライトンで開かれている会議で、それを２年に１回アジア地区に持ってこようと

言うことで、シンガポールで開かれた。今年の４月に開かれ、ここは海洋計測、海洋環境

方面の論文の発表が非常に興味をひきました。東南アジアのグループは非常に積極的に参

加された印象でした。それ以外にも展示もあり、９００名位いの参加者がありました。両

方とも会議は来年度のＯＭＡＥが２０００年、来年の２月ですぐですがニューオルリンズで

開かれ２月１４日から１７日です。日本にとっては学校からは非常に出にくい時期ですが、

もし可能の方がありましたらアブストラクト締め切りが８月１日ですが半月、又は－ヶ月

遅れ位でも大丈夫と思いますが、最終的レビュー論文、ファイナルマニフィクトの締め切

りがそれぞれ９月１５日、１１月１日ですが論文が間に合う方は是非ご投稿いただきたい

と思います。

オーシヤノロジ一・インターナショナルの方はブライトンで来年の３月に開かれ、デッ

トラインはしばらく間がありますがSeptember8と書いてありますのでもしご興味のある
方は関係の所でも良いですし、私の所へでもお申し込み頂けたらと思います。
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●北村（(社）日本海洋開発産業協会）

‘D00TC報告

1999年５月３日（月）～６日（木）

於アメリカ・テキサスリ||ヒューストン・アストロホール

（社）日本海洋開発産業協会くJOIA＞北村哲郎

99.727（火）於海洋工学連絡会

○TRANSＯＣＥＡＮＯＦＦＳＨＯＲＥＩＮＣＤＵＡＬＤＲＩＬＬＩＮＧＡＣⅥⅥLTY65兜ＵＰ

１DERRICK(櫓）２元掘削ｹｰｼﾝｸﾞ準備／ＤｽﾄﾘﾝｸﾞｽＢＯＰ

“DISCOVEREENTERPRIS，，大水深１０，０００ftスペイン

ASTＡＮＯ造船所

１０万ﾄﾝｸﾗｽ254ｍ×38mDPSVariableD/Ｌ20,000t200名

＊日本深海地球掘削船く掘削深度10,000m、水深4,000ｍ＞

も採用検討か。

○SＨＥＬＬＤＥＥＰＷＡＩＥＲ 1989-Bullwinkle412mGOMWOrldLargestfixedsteelplatfOrm
l994-AUGER872mlstGOMTLP

-Thhoe452mGOM1stDeepWaterSubseaDevelopment(SD）

1955-Ｒｏｃｋｙ５４４ｍＧＯＭＳＤ
１９９６－ＭＡＲＳ８９６ｍＧＯＭＴＬＰ

ＰＯＰＥＹＥ６１０ｍＧＯＭＳＤ２０ＴｂｃｈｎｏｌｏｇｉcalFirsts
l997-Foinaven500mWeｓｔｏｆＳｈｅｔｌａｎｄＵＫＳＤ

－ＲＡＭＰＡＷＥＬＬ９８０ｍＧＯＭＴＬＰ

－Ｍｅｎsａ（ｶﾞｽ田）L615mGOWTYeBeck68ﾏｲﾙ(108Km）
-TToika823mGOMSD

l998-Scmehalloin400mWestofShetlandUKSＤ

１９９９－ＵＲＳＡ１,Z20mGOWWOrldRecordDeepWaterTLP

-Laminaria/Corallina400m豪州ﾁｰﾑ海ＦＰＳＯ

２００１－ＢＲＵＴＵＳ９００ＭＧＯＭＴＬＰ

２００３－Ｂｏｎｇａｌ,000ｍＮＩＧＥＲＩＡＤｅｅｐＷａｔｅｒＦＰＳＯ

○ ABBFirstSubseaProductionSystem“ＳＵＢSIS'’

第一次処理将来本格海底生産Processor-Gravity

ROVConnectｏｒ“MECON，，WetMeetableHighVbltage（HV）SubscaConnectorWater

lnjection

ABS-PETROBRASSyntheticTaut-Mooring

MODECFMC社とＪＶのMODECINTERMnONALを設立ＦＰＳＯの世界戦略発進

元々SOFEＣ（ﾀｰﾚｯﾄ）社と強い協力関係

潜在的に日本の技術が評価されている。‐JAPEXJDCJAMSTECが有名

PETROBRAS数年前より鉱区解放新社長新体制

韓国ｱﾝｺﾞﾗGIRASSOL油田大型FPSＯ

中国人多数参加熱心に取材・西ｱﾌﾘｶ、南ｱﾌﾘｶDELEGATION記者会見

展示面積376,639SOF(980T℃-370,1660F)・入場者くﾚｼﾞｽﾄﾚｰｼﾖﾝ＞44,749(98OTC
49,641)、展示面積

○
○

○
○
○
○
○
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`99OＭＣ（第４回ｵﾌｼﾖｱ・ﾒﾃﾞｲﾀﾚﾆアン・ｺﾝﾌｱﾚﾝｽ）報告
1999年３月２４日（水）～２６日（金）

於イタリアエミリア・ﾛﾏｰﾆｱ州RAVENNA

ﾊﾞﾗｯﾂﾞｵ・テ゛レ・ｱﾙﾃｲﾃﾞﾛ・スボルト・“ﾏｳﾛ・デ・ｱﾝﾄﾞﾚ'，

（社）日本海洋開発産業協会くJOIA＞北村哲郎

○主催RAVENNA市商工会議所

共催ｲﾀﾘｱ鉱物資源協会・RAVENNAｵﾌｼｮｱ・ｺﾝﾄﾗｸﾀｰｽﾞ・ｱｿｰｼｪｰｼｮﾝ

後援Ｅ＆Ｐフォーラム

協賛ELENUOVOPIGNONBROSETⅡMARINＯＳＰＡ，

SAIPEM(ENI),SNAMPROGETn(ENI）
○ＯＭＣ99会長ｱﾝﾄﾆｵ・ｱﾝｼﾞｪﾙｯﾁ

名誉委員長ｲﾀﾘｱ政府首相、閣僚、リビア・エネ相、ｴｼﾞﾌﾟﾄ石油相、ﾁｭﾆｼﾞｱ

産業相、ｱﾙｼﾞｪﾘｱ相、ﾙｰﾏﾆｱ産業相、ＥＵ委員会、ＯＰＥＣ事務局

長、ｲﾀﾘｱ産業会議議長、ENI会長(ＧＭＡＳＭＩＤ）
○実績入場：4,000人・１０公式訪問団体・４５ケ国展示：200社

面積：3,000sqm(30,000sq、
○日本出展無し。

○NEI(EnteNatinanaleIdrocarburi）とAGIPＳＲＡ
数年前ENIとＡＧＩＰ上流部門は合併

日産100万ﾊﾞﾚﾙの国際ﾒｼﾞｬｰ

ＡＧＩＰ１９２６年５月ｲﾀﾘｱ政府設立

ENI１９５３年２月ＡＧＩＰを母体に全額政府出資国営持株式会社設
立

数年前両者合併ＡＧＩＰは上流部門で原油天然ガスの探鉱・生産
1991年６月ENIｸﾞﾙｰﾌﾟ民営化（政府財政赤字削減・保有株式
の売却、持ち株比率51.5％EＵ施策により政府の補助金削減）
主要原油生産地域一ｱﾌﾘｶが2臼（ﾘﾋﾞｱ、ﾅｲｼﾞｪﾘｱｴｼﾞﾌﾟﾄ、ｱﾝｺﾞﾗ、
ｺﾝｺﾞ等）

1997年売上高343億ドル

SAIPEMﾄﾞﾘﾘﾝｸﾞ・ｺﾝﾄﾗｸﾀｰ

SNAMガス・化学

TECＮＯＭAREＲ＆Ｄｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ
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●小寺山（九州大学応用力学研究所）
ＩＳＯＰＥ－９９について

IntemationalSocietyofOffShoreandPolarEngineering（ISOPE）は毎年６月ごろに世界各
地を回って開催されています。日本でも第４回が１９９４年に大阪で開かれました。今年
は５月２３日から２８日までフランスのブレストで開かれました。ブレストはフランスの大

西洋岸に面した軍港の町ですが､最近は御多間にもれず寂れ気味で会議をIfiemerBrestCity、
NavalAcademyが総がかりでバックアップしていたのが印象的でした。参加者は５０カ国以
上、６００人以上で講演論文は４４７編におよび主催者によれば海洋工学分野では世界最大級

とのことです。日本からは９８編の論文の発表と１００人以上の人々が参加しました。フラ

ンスを除いて一番多数の参加者でした。

最初のオープニングセッションで日本の浮体式海上空港「メガフロート」に関する研究
プロジェクトが研究組合の井上清氏によって報告され、多くの関心を集めてフランスの新

聞に大きく報道されました。またアメリカ海軍の浮体式海上基地「ＭＯＢ」研究プロジェ
クトも同時に詳細な説明がなされたので一層盛り上がったようでした。

講演論文は流体力学に関するものｌ５セッション（１セッション６件程度)、パイプラ

イン・ライザー（係留を含む）に関するもの１５セッション、海洋構造物（超大型浮体式

海洋構造物を含む）に関するもの１３セッション、海底地盤に関するもの１０セッション、

信頼'性工学に関するもの８セッション、材料工学に関するもの６セッション、極地工学に

関するもの６セッション、海洋環境に関するものＳセッション、海中ビークルに関するも

の４セッション、海岸工学に関するもの４セッション、船舶および音響に関するもの４セ

ッション、リモートセンシングに関するもの３セッション、柱状体構造物に関するもの３

セッションで合計９６セッションに昇った。

傾向として石油掘削海域が大深度になるにつれて再び係留やライザー管の研究が盛んに

なってきている。また流体力学の研究論文は相変わらず圧倒的に多く、流体力学セッショ

ン以外にも分散所属しているのが現状である。この他徐々に信頼'性工学など新しいものが

現れてきている。

,恒例のバンケットは場所の関係で立食となり、年寄り組には味気なかったが、BRESTDN

NIGHTと銘打ったFrenchNavalAcademy主催のＤｉｍｅｒＰａｒｔｙはすばらしい環境で参加者は
フランス料理（？）とフランスワインを心行くまで楽しんだ。来年は５月２８日から１週
間シアトルで開かれる予定である。
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●増田（昌）（東京大学大学院工学系研究科）
国際会議報告｢ThirdIntemationalConferenceonGasHydrates」

July18-22,1999,SaltLakeCity,Utah,ＵＳＡ

参加者:約２４０名(うち日本人約５０名）

ResourceCharacterization

GlobalClimateChange

TTansportationandOffShoreHydrateEngineering
Production

PropertiesofHydrates

●
●
●
●
●

一勺■■ユ《や”／』（．△Ｕ）’勾一扣一●一」「，）

HomePage:http:"www､engfnd・org/pastconD9a餌､html
次回２００２年５－７月に日本で開催

ResourceCharacterization

・物理探査､地質

・BlakeRidge,NankaiTirough，

NigerianContinentalSlope,NorthCascadiaDeepSea
・Siberia,NorthSlope
・MackenzieDelta

（ScientificResultsfromJAPEX/JNOC/GSCMallik2L-38GasHydrateResearchWell，
MackenzieDelta,Northwesmerritories,Canada,GeologicalSurveyofCanada,Bulletin

●

■ロロロロユ

544）

2． GlobalClimateChange
二酸化炭素の海洋隔離､海底下帯水層への貯留●

・Deepwaterinjection(Biologicalproblem）

・RobertPLWarzinski(DOE）

・PrOjectBill:DOEHomcPage

3． TTansportationandOffShoreHydrateEngineering
・DeepwaterProductionandOperatio、

・Newlnhibitors(Lowdose,KineticInhibitor,Anti-agglomerant,Thermodynanmc
hhibitor）

・RemovalofHydratePluginPipeline

・Hydrate-WaterSlurries(NUSnNorway）

4． Production

・HydrateTbchnologyfbrCapturingGas

NGHProduction(HydrateSlurryProcess)atFPSO
ShuttleThnker＋ReceivingTbrminal
HydrateoptionｃａｎｂｅｓｅｌｅｃｔｅｄｉｂｒＴＲ＞２２０ｋｍ

・JAPEX/JＮＯＣ/GSCMallik2L-38GasHydrateResearchWelLMackenzieDelta

・GasproductioniromSediments(Laboratorystudyandmodeling）

5． PropertiesofHydrates
・PhaseBehaviorStudies

・MolecularDynanncs

・CrystalGrowth
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6．GeneralPapers

DOEMethaneHydrateResearchandDevelopmentPro厚ａｍ(10-yearPro印a､）

Howmuch?(ReservoirCharacterization）
Howtoproduceit?(Production）

Howtoassessimpact?(GlobalClimate）
Howtoensuresafety?(Safety＆SeaHoorStability）
Aprill9,１９９９:theSenatepassedS330,ｔｈｅＧａｓＨｙｄｒａｔｅｓＡｃｔｏｆｌ９９９
Houseauthorizationispending(Shortlycoming）
FY2000appropriationsfOrDOEHydrateＲ＆Ｄarepending

MethaneHydatefOrFuelStorageibrAllElectricShip

■
■
●
■

WaterPurificationUsingCO2Hydrate

GasStorageinSaltCavemasHydrates

HydrateTYansportationUsingSurfactant
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大気海洋間の熱・運動量・物質の交換過程の計測法の開発

小寺山亘

九州大学応用力学研究所

高津尚之

川崎重工業

曰下部正志

海洋科学技術センター

１．はじめに

地球環境問題が深刻さを増すなかで大気海洋中の物理・化学・生物現象の解明のために理学研究者

のみならず工学技術者の貢献が期待されている。現在大気海洋現象の研究で最も重要なことは、より

多くの、より正確な観測データの集積であり、そのための高精度、高効率な観測システムの開発であ

る。陸上のデータに比べて海上のデータが少なく、これを補うために長期係留ブイシステムによる大

気海洋物理化学的時間連続観測は世界的なトレンドである。一方これらの離散的な観測の持つ欠点を

補完するものとして、人工衛星による海表面の監視、音響トモグラフィによる広領域の観測法などと

並んで海洋観測ロボットによる海中情報の空間連続計測の重要1性が認識されつつある。

本稿では応用力学研究所、海洋科学技術センター、川崎重工などが共同研究中の大気海洋の物理・

化学・生物量の総合的洋上観測ステーションと応用力学研究所で開発した曳航式海洋物理化学観測ロ

ボット「FlyingFish」について紹介する。いずれも地球温暖化の主因である炭酸ガスの大気海洋交

換過程の研究に重要な役割を果たすものとして期待されている。

２．地球温暖化モニタリングブイシステムⅡ

従来から海洋観測においてはブイシステムが良く使われてきた。すなわち海中の流速．塩分．水温

などの計測のための海中ブイシステム、海洋混合層内の水温・塩分分布などを主な計測目的とする海

面ブイシステム、海上気象・波高などの計測のためのウエーブ・ライダーブイやスバーブイなどが良

く知られている。これらはいずれも時系列データをそれぞれの目的に応じて収集するものであるが、

物理量を計測目的としており、搭載する計測器はいずれも幸い小型・低電力であってブイシステムも

特殊な場合を除いて小型である。

しかしながら地球温暖化の研究のためには大気海洋中の炭酸ガス、メタンガスなどの主な原因化学

物質は勿論のこと、風速・日射などの気象情報、波高・海流流速・水温・塩分などの物理量、動植物

プランクトンなどの生物量も合わせて計測しなければならない。このためには従来は海洋観測船によ

る定点観測が行われてきたが、乗組員の労働環境問題や経費の点で廃止される傾向にある。またこれ

を復活する方向で検討するにしても高緯度海域での冬季の観測は不可能であり、世界的に見てもこれ

らを長期間にわたって海上で計測している例はなく、地球温暖化に対する海洋の役割を解明するのに

障害となっている。

そこで海洋科学技術センター・川崎重工業（株）・九州大学応用力学研究所は共同して、5000,級

の大水深・高緯度海域で長期無保守で稼動する自律的なブイシステム「地球温暖化モニタリング洋上

プラットホーム」を開発中である。
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２．１地球温暖化モニタリング洋上プラットホームの概要

プラットホームの主要目；係留概念図を図ｌに示す。図に示すように中間ブイ方式をとっている。

これは初期に改造などの必要が出た場合に係留ラインを引き上げる必要が生じないようにするためで

ある。プラットホームの排水量は約５００トン、中間ブイは２００トン程度である。

プラットホームには長さ300ｍの採水用のホースがついており、各層の海水を定期的に採水し、冷

凍保存する予定である。

後に述べるように計測にかなりの電力が必要であるが、高緯度域であるので太陽電池は効率が悪い

が、波浪は通年期待できるので波浪発電装置とバックアップ用にディーゼルエンジンを搭載する。波

浪発電装置は夏季を除けば６KW程度の電力を供給できる。概略の配置図を図２，３に示す。

設置予定海域；設置予定海域を図４に示す。北部太平洋、北緯４４度東経１５５度、水深約5000ｍ

の海域である。この海域は日本の海洋研究において共通の観測点としているもので、観測船が付近を

航行する際には必ずここで物質循環の観測を行うことになっている。

観測項目；気象に関する項目を表１，海象に関する項目を表２，大気海水間のガス交換量の見積

もりのための物質に関するものを表３、海洋の炭酸系の計測項目を表４，栄養塩関連を表５にそれぞ

れ示す。この他動植物プランクトンなどの生物量も蛍光光度計による現地観測と冷凍保存後した海水

の研究室での後処理によって計測する。図５に各層から汲み上げた海水の分析システム、図６に大気

と表層海水の分析システムを示す。

２．２プラットホームの動力学的検討

設置海域が北部太平洋であり、海象条件が悪いのでプラットホームの安全Ｉ性については十分な検討

が必要である。海象に関する設計条件は最大波高２４ｍ、風速４０ｍ/sec、表面流速１．５ノットで極め

て厳しい。そこで安全'性を検討するために水槽実験を行った。設置海域の水深は5000ｍ程度である

のに、実験水槽の深さは数メートル程度であり、縮尺比は１/１０００にもなる。研究対象のブイのスケ

ールは数十メートル以下であるから模型のスケールは数センチメートル以下となり、動揺の計測は実

験技術上不可能に近い。そこで最低でも数十センチメートルの模型を使用することになり、従来の縮

尺比を一定にした水槽実験法と異なった考え方が必要となる。本研究ではライン・スプリング・ウエ

イトを組み合わせることにより、実機の係留ラインの特'性を出来るだけ忠実に再現し、ブイの運動と

係留ライン張力を水槽実験で再現できるようにし、この結果と数値シミュレーションを比較して計算

法の改善を図ることを試みた。図７に模型実験概念図を示す。図８にプラットホーム、中間ブイの不

規則波中での実験結果、図９に計算結果を示す。実験と計算は良く一致しており、計算法の精度が確

認できた。今後は採水パイプの挙動や計測精度への動揺の影響などの詳細について検討を続ける予定

である。
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図２一般配置図図１洋上プラットホーム係留概念図

蕊
図４設置予定海域

波浪発電装置配置図図３
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図６大気および表層海水成分分析システム
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図５海水成分分析システム図
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図８プラットホーム・中間ブイの運動と張力の実験結果
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図９プラットホーム・中間ブイの運動と張力の計算結果

表１－１気象観測項目 表１－２気象観測項目

|if」 4４

o§Ｐ

０

０５

5５６０６５７０７５８０８５９０９５１００
０ ofＰ

０

０．０５

5５６０６５７０７５８０８５９０９ｓ１００

oｊＰ

０

０５

5５６０露７０７５８０8５９０９５１００
oｊＰ

０

０５

5５６０６５フ⑥7５００8５９０９ｓ 10,
-1

界

０

０

・５５６０６５７０７５ＢＯＢ５９０９５１００ 律

０

0

篭６０６５７０７５８０８５9０９５ 1００

２０JＰ

０

200

ＳｊＰ

０

5５６０６５７０７５８０8５９０9５１００

５５６０霞７０７５８０８５９０９５１００

-50
５０５５６０“７０冠８０8５９０９５１００

20JＰ

０

2CＤ

5５６０６５７０７５８０鱈９０９５ １００

－１

5J？

０

5０

5５６０６５７，７５８０８５9０９５１００

oｊＰ

０

０５

5５６０６５７０７５、8５９０９５１００

、鴎卯鴎、５７０７鴎、墨

、５９、５８印５７０７鮨函５５

証
ｉ

ｏ
ｏ
〈
巳
呂
》
◇

罪

０

５

５５６０６５７０７５８０８５ｇｏ９５１００

h`ﾊﾊﾍﾄ,-Ji/11》３，２:ＸＬｉ(｣W(=WWw1M小診jwwWV1 ~vvj-Viﾙv、jWLﾊjWiWW{W、当JWj《WＶｌＬＷ
ｉｉｉｉ』。６８凸

!Ｈ山車0,8唾Ｔｂ。1３３－

ＷＷ,Ｗ、1Jこ」UViJPqLﾉＷＮルミヘig/VＷＷＷＶｖＷＷ１

！Ｈ即年OｍＯｍ乃泣】“－

ｅ

● 白 色

■■０ＤＤＡＤｄＯ

項目 測定原理 測定刷り度・範囲 備考

全天日

01■

全天日射且を吸

収率が同じで、

船客■の異なる

２枚の受然板で

受け、温度差を

ﾜｰﾓﾊﾞｲﾙでUb出

測定波長域：300-2800,■

応答速度：２．５秒

総合１W度：1.52以内

･水平動揺+/-5度以内

に維持（・ジンバル機

欄）

・力゛ラスドーム面の汚れを

定期的水洗浄（１回

／日）

直追分

光日９１

■

６波長別に日射

且を測定、Ｓ１ﾌォ

ﾄｸ・イオート′により

検出．分光方式

は干渉ﾌｨﾙﾀｰ

測定波長城8300-1100,■

の６波長Wf別

時定散：２ｓｅｃ

総合、1度：２％

・太陽光自動追尾機M１

・入射窓の汚れを定期

的水洗浄（１回／日）

示垈放

射丘

ﾌﾞﾗｽﾁｦｸﾄ'-Aを

用いて全放射丘

inI定､ﾘｰﾓﾊﾞｲﾙで

温度差を検出

測定波長域：0.3～３０回■

応答速度：１０秒

総合精度：５％以内

・水平１，揺十ﾉｰ5度以内

に維持(ｼ`ﾝハル楓構）

・ト．－ﾑ面の汚れの定期

的水洗浄（１回／日）

紫外線

丘

ＵＶﾌｨﾙﾀｰを用

いて．シリコンフォトタ

ｲｵｰﾄﾞで検出

◆

涌定波長城8315～400,■

応答速度８１秒

総合梢度：７％以内

・水平動揺+/-5度以内

に維持(ｼﾞﾝ１１.ル楓閃）

・ト'‐ﾑ面の汚れを洗j9b

気圧 円筒掘動式気圧

肝

測定範囲：850～1050hPa

出力：0-1Ｖ

W1度：＋/-0.5hPa以内

項目 測定原理 洵定､1度・範囲 ｉｉ者

気圏 白金線抵抗変化

から温度検出、

強制通gL方式

検出部：白金抵抗体

測定範囲：-20～60℃

粕度：＋/-0.1°Ｃ

･ブイ構造形容のno正

･センｸﾞｰ部の汚れの水洗

i9b

湿度 帥電容丘変化か

ら湿度の検出、

強制通風方式

検出部：高分子展感湿ｴレ

ﾒント

測定範囲：０～100％RⅡ

粕度：＋/-2％（但し、９０

％以上では+/－５％）

・ｾﾝｻｰ部の汚れの水洗

汁

平均風

向・風

速

ﾌﾞﾛﾍﾞﾗ／ﾍﾞｰﾝ型

風向･風速計

測定範囲

(風速）：0.4～５０■/ｓ

（風向）：０～540度

粕度（風速）

5■/s以下：＋/-0.3■/ｓ

5■/s以上：＋/－５％以内

W1度（風向）：＋/-5度

・面８m強度：８０■/ｓ

雨丘 転倒マス型雨丘

計（温水式）

分解能：０．５■■ ･被ifI対策、高所設置

･低温、若水対策

海表面

温度

広帯域赤外線強

度を無電素子に

より検出

測定波長：８～１３A`■

滴定範囲8-20～８０．Ｃ

滴定縮度：＋/-1.Ｃ

応谷時間８１秒

．受光部の汚れの水洗

沖
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表２海象観測項目表１－３気象観測項目

表４海水溶存炭酸関連項目

項目８M定範囲要求梢度分解能拭科辻測定頻度測定法／その他

表３大気海洋間ガス交換計測項目
熔存二酸化炭素200450ppm＜lppmv＜ｌｐｐｍｖ５Ｕｍｉｎ

の活丘(分圧）

連続平衡法

測定器:NDIR､ＦＴＩＲ

（本文参照）

駒ﾖﾉ日敏公滴定

数回ﾉ日滴定法

一点滴定法

数回旧ｐＨメーター

色素法

（本文参照）

１回/日IrrCO`ＷCＯ

項目 方法要求精度分解能測定範囲／その他

大気関係

二酸化炭素分圧

メタン

一酸化炭素

オゾン

亜酸化窒素

フロン

硫化ジメチノレ

溶存目自棄分圧

ラドン

エアロゾル

全炭酸丑

アルカリ度

1.8-24,Ｍ＜１１｣Ｍ＜111Ｍ約100ｍ1

2.2-2.4＜11｣Bq/１９＜lHeq/kｇ約l00ml

meqﾉk9

7.5-8.2⑳､003＜0.001約100ｍI

連続

連綻

連続

連続

＞２４回／日

＞24回／日

＞２４回／日

連続

連続

＞４回／日

ＮＤＩＲ、ＦＴＩＲ

同上

同上

同上

ＥＣＤ－ＧＣ

同上

ＳＣＤ－ＧＣ

？

電離箱？

ﾌｨﾙﾀｰｻﾝﾌﾟﾙ

＜0.Ｏ５ｐｐｍｖ

５ppbｖ

＜５ppbｖ

＜数ｐｐｂ

＜5PPM

＜l0pptv

＜５pPW

O､01％程度

250450ppmｖ

1.52.5pｐｍｖ

Ｏ－Ｏ５ｐｐｍｖ

Ｏ１ｐｐｍｖ

Ｏ－Ｏ５ｐｐｍｖ

＜500ｐｐｔｖ

Ｏ５ｐｐｂｖ

要測定法開発

ｐＨ

溶存有機物40801｣Ｍ１１｣ＭＩＩ｣Ｍ約１１

注：NDIＲ；非分散型赤外分析計、FITＲ；フーリエ変換赤外分光光度計、HTCＯ；

高狙接触酸化法、ＷＣＯ；湿式化学酸化法鉄、ＭＳＡ等の測定

海水関係

二酸化炭素分圧

メタン

ー酸化炭素

亜酸化窒素

フロン

IiH化ジメチル

溶存酸素

ＮＤＩＲ、ＦＴＩＲ

同上

同上

ＥＣＤ－ＧＣ

同上

ＳＣＤ－ＧＣ

蛍光法

連続

連続

連続

＞２４回／日

＞２４回／日

>２４回／日

連続

＜lppmv

OlnM

250-450ppmｖ

＜２０，Ｍ

＜１，Ｍ

＜ｑＯｌｐＭ

＜0.5,Ｍ

0.1％

０－５０，Ｍ

ぐＰＭ

＜2０ｎＭ

Ｏ７ｍｍ

要測定法､ﾛ発

o20dpmmOOl

要測定法開発

パック保水など

表５栄養塩と溶存酸素関連項目

ラドン くldpmmOOl連続

炭素・酸素同位体質姓分析計く0.01ｍｍ数回／日

注gNDIR；非分散型赤外分析計、ＦＴＩＲ；フーリエ変換赤外分光光度計、

ＳＣＤ三ｃｃ；化学発光硫黄検川器付きｶﾞｽｸﾛﾏﾄﾀﾞﾗﾌ、

ＥＣＤ－ＧＣ；電子捕獲検仕|器付きｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗフ

4５

項目 測定原理 測定ﾄﾞﾛ度・範囲 備考

流速

流向

電磁式

３次元流速溜定

１W定範囲：１～300c■/ｓ

W1度：１c■/ｓ

測定繰返し８２回／秒

.ｽﾃｰｼｮﾝ動揺の誤差の

補正が必要

水温 白金抵抗測温体 溜定範囲：-10～+40.Ｃ

精度：０．２．Ｃ

・感度の経年変化

波浪 加速度計測、積

分iii頁

測定範囲：波高0-20■

周期0-20sec

縮度:波高0.5■周期1sec

白波

気泡

マイクロ波散乱

計

・ﾏｲｸﾛ波散乱強度と海

面状歴の関係の解析

項目 測定原理 測定精度・範囲 備考

風変動

(乱流）

音波の発信部と

受信部間の伝搬

時間の変化から

測定

超音波伝撤時間逆数差演

算方式．

渦定範囲：０～６０■/ｓ

分解縮：0.005■/ｓ

測定繰返し：２０回／秒

・ｽﾃｰｼｮﾝ動揺の誤差の

補正が必要

・多量のデータの処理

が必要

気温変

動

音速の温度変化

から測定

超音波伝撤時間逆数和漬

耳方式．

1,1定範囲8-10～+40°Ｃ

分解能：0.025°Ｃ

測定繰返し：２０回／秒

・多量のデータの処理

が必要

分析項目 濃度範囲 要求精度 試料量 測定頻度 現状の測定技術
滞存酸紫

(DO）

50-350

四Cl/k９

0.1％ 毎時 酸素蝕極ｏｒ滴定ｏｒ酸紫ガ

ス計

硝酸態窒素

(NOl-N）

0-20

四Cl/k９

０．０５

山Cl/k９

数回1 毎時 フロー分析一吸光度検出ｏｒ

蛍光検'1１

アンモニア態

窒素

(Ⅲ1,-N）

０－１０

U■Cl/k９

0.02

山Cl/k９

1９，１ 毎時 フロー分析一吸光度検出ｏｒ

蛍光検出

リン酸態リン

(POi-P）

0-3.5

四Cl/k９

0．０５

四Cl/k９

1M(■I 毎時 フロー分析一吸光度検出

溶存ケイ酸態

ケイ素

(SjOI-Si）

0-150

四Cl/k９

0．０５

岬０１/k９

数m１ 毎時 フロー分析一吸光度検出oｒ

愈量検出

溶存態カルシ

ウム

(Ca）

～10

皿Cl/k９

0.05％ 数10,1 毎日 EGTA錆滴定

溶存態鉄

(Fe）

0.05-2.5

nmol/k９

５％ ３０回I 毎時 フロー分析一化学発光検出



３．海洋混合層計測用ロボットFlyingFish2）

地球球温暖化の主要な原因物質である炭酸ガス等の大気中濃度や気候変動の長期予測を行うために

は、物質・熱・運動量の巨大な貯蔵庫である海洋、特に大気海洋相互干渉の主な場である海洋混合層

での変動量を適確に把握する事が不可欠である。これが高速曳航式海洋物理・化学観測ロボット

FlyingFish開発の動機である。これによって海洋中の流速・水温・塩分・溶存炭酸・溶存酸素・濁

度・クロロフィル・ＰＨを同時に、実時間で、かつ空間連続的に計測する事が可能となる。

これらのいずれの計測項目も鉛直方向のプロフィルが海洋学上重要であり、そのために正確な深度

制御が要求される。また流速の鉛直分布を計測するための超音波流速計は計測可能なビーム範囲が

400ｍもあり、動揺によるビーム先端の振れを小さくするために姿勢安定'性が重要である。主要な計

測器である溶存炭酸分析計は自由表面を有する標準液・反応液の容器を内部に設置している為に、動

揺が大きい場合は計測が不可能となる。これらの理由のためにFlyingFishは高精度の深度、縦揺れ、

横揺れ制御を主翼、水平尾翼をつかって行う。

３．１FlyingFishの概要

FlyingFishの計測概念は図１０に示すように、最大１０ノットで移動しながら、水面から200ｍの

深度までを自由に昇降し、海洋混合層内の面的な計測を行う。

計測項目としては既に述べたように、特に海洋混合層内の流速・水温さらに海水中に含まれる炭酸

濃度・塩分・溶存酸素・ＰＨ・濁度・クロロフィル等を混合層内の各深度ごとに測定する。とりわけ

地球温暖暖化現象にとって重要な因子であるとされている大気中の炭酸ガス濃度と密接に関係してい

る海水中の炭酸濃度を実時間で計測できることを大きな特徴としている。

FlyingFishの主要目を表６に示す。FlyingFishは曳航体・曳航ケーブル・船上管制装置の各サ

ブシステムから構成される。曳航体には図１１に示すように主翼・水平尾翼があり、その翼角を制御

することにより、任意深度を保持しさらに、横傾斜角及び縦傾斜角を常に０にするように制御する事

ができる。各センサーで計測された量は、曳航ケーブルを介してテレメータで伝送し、船上管制装置

にGPS(GlobalPositioningSystem)で計測した測定位置とともに実時間で表示・記録される。

３．２曳航体の運動と曳航張力

図１２に旋回時のFlyingFishの軌跡、母船の軌跡を示す。実験と計算は良く一致しており、開発

した運動シミュレーションプログラムの精度が良好であることが分かる。また図１３に曳航索張力、

FlyingFishの深度、前進速度の計算結果と実験結果の比較を示す。旋回時は現象がもっとも複雑で

あるが、計算と実験は良く一致している。

３．３観測結果

現在までにFlyingFishによって得られたデータは膨大であるので、その一部を紹介する。図１４

の側線Ｂ上を平成６年度に北海道西岸からロシア南岸に向けての測線上を曳航速度９ノット･深度30ｍ

を保ちながら航走した。図１５は計測した水温・塩分・溶存酸素・ＰＨ・濁度・溶存炭酸とこれらの計

測値から平衡式を使って求めた炭酸ガス濃度ｐCO2の時系列である。測線の長さは約300kｍもあり、

海中ブイシステムの回収をはさんで２０時間程度の連続観測になった。このように多くの場合に長時

間の連続観測になるのでシステムには高信頼'性を要求される。

図に見られるように、中央部のＤ点を過ぎてＤＥ間で水温が５度程度急に低下している。同時に塩

－４６－



分の低下と溶存酸素・濁度の増加が見られる。明らかにロシア沿岸には中央部から日本沿岸にかけて

のものとは別の低温の水塊が存在していることがわかる。この北方からの水塊が対馬暖流の直接影響

域を除いて日本海全域に行き渡ることで日本海を特徴付けている。クロロフィルはこれらと異なる傾

向を示しているがクロロフィルは植物Ｉ性プランクトンの光合成の活性度を示すものであるので、昼夜

の時間変化によるものが大きい。したがってクロロフィルの変動を単純に空間変動と見ることはでき

ない。これらから中央部からロシア沿岸域に存在する水塊と中央部から北海道西岸の間にある水塊は

短期的に見た場合にはその起源を異にすると言える。また北海道寄りの水塊の水温・塩分が比較的高

く、対馬暖流の影響があるども考えられるが、この点については北海道沿岸にもう少し近づいて観測

する必要がある。ロシア観測船が日本領海内で観測することが容易でないことが残念である。この間

の溶存炭酸の計測値についてはＤ点を過ぎる地点での変化は他の物質と同様に変化を示しているいる

ようにも見えるが、その後Ｅ点に近づくに連れて、再度上昇する。これはクロロフィルと時間遅れを

持ちながらもある程度の相関があるように見える。したがって溶存炭酸については空間的な変化とク

ロロフィルと連動して日周期の時間的な変化を併せ持つと思えるが､この点について結論付けるには、

さらにデータの蓄積を必要とする。また最下段の炭酸ガス濃度は平衡式の上からは当然溶存炭酸・水

温・塩分・ＰＨと相関を持つが、結果を見ると、中でも水温と極めて強い相関を持っている。平衡式

の上からはＰＨの影響が最も強い。ＰＨの測定精度が他のものに比べて、十分でないので炭酸ガス濃度

の測定精度を懸念していたが、実際にはＰＨの変動範囲は小さいので、比較的バランスのとれた、測

定精度になっている。また炭酸ガス濃度については特に鉛直方向変化が大きく、また重要とされてい

るので、今後はFlyingFishの'性能を生かして、鉛直方向の分布も計測したい。

超音波ドツプラー式流速計による流速分布のデータを図１６に示す。このデータは平成７年度に得

られたデータであるが６年度もほぼ同様の計測結果を得ている。平成７年度は船速を

DGPS(DifferentialGlobalPositioningSystem)で求めたのでデータの質が良いのでこちらを示す。

このデータをみると日本沿岸からＣ点付近までは北東流、ＣからＤまでは弱い北西流、Ｅ点をすぎる

とほとんど流れがない。またＤＥ間の一部200ｍ以深に強い北東流が孤立して存在する。物質と流場の

調査を総合してみるには物質の鉛直プロファイルを得ていないので少し無理があるが現在までのデー

タから言えることは、日本沿岸から中央部付近までは、対馬暖流の影響があると思われる暖かい水塊

が存在し、ロシア沿岸に近づくにつれて、北方からの低温の水塊の存在が顕著となる。これを流場の

観測で裏付けるには長期の測流によって平均値を求める必要がある。

炭酸ガス濃度ｐCO2については本システムのように全炭酸を計測し、水温・塩分・ＰＨの計測値と平

衡式から求める間接法は気液平衡法（直接法）による測定と比べて信頼性の面で劣るとされてきた。

そこで図１７に韓国チームの直接法の結果と比較する。韓国チームは母船の採水孔から船上に海水を

汲み上げて､気液平衡を行った後に気体中の炭酸ガス濃度をガスクロマトグラフイによって計測した。

したがって十分信頼'性があると考えられるが、測定は水面下５ｍの採水孔の位置に限られている。図

中には同時に大気中の炭酸ガス濃度も示されている。FlyingFishが５ｍの深度をたまたま横切った

場合のデータに限られているために、比較出来るデータは多くないが、この図からわかるように、

FlyingFishによる海水中の炭酸ガス濃度の計測は良い精度であることがわかる。
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４．結言

海洋中の物理･化学・生物量を同時に精度良<計測することが地球環境問題の解明には重要である。

また計測の形態も時間連続計測と空間連続計測が共に補完しあうことが今後の研究には大切である。

本論文では時間連続計測を目的として大型ブイシステム、空間連続計測のために深度・縦揺れ・横揺

れの制御が可能な翼制御型曳航体「FlyingFish」を紹介した。

これまでは日本における海洋研究に工学からのサポートが十分でなかったが、今後は一層の貢献が

強く求められている。

参考文献

１）Kusakabe，Ｍ，ｅｔａｌ．（1999):ConceptualDesignofanAutonomousＢｉogeochemicalMonitoring

Platform，ProQoftheninthlSOPE、

２）小寺山亘他（1996）：海洋環境総合観測ロボット「FlyingFish」の開発研究、日本造船学会論

文集第179号
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音響によるベーリング海スケトウダラ資源調査

高尾芳三

水産庁水産工学研究所水産情報工学部

１．はじめに

スケトウダラは、魚肉は練り製品の原料となり、卵巣は「たらこ」になる水産重要種である。アリ

ューシヤン海盆中央部にあるく－リング公海は、我が国をはじめ韓国、中国、ポーランド等の多くの

漁船が出漁するスケトウダラの好漁場であった。しかし’990年代に入って資源量の急激な減少が明

らかとなった。そのため１９９３年から関係国間で操業停止が合意され、資源の回復を待っている状態

である。このベーリング海スケトウダラ資源の現存量モニタリングと再生産の過程を把握することを

目的として、水産庁は計量魚群探知機を使った音響資源調査を１９８８年から継続して行っている。本

稿ではこの調査の手法および使用機器について紹介する。

図１にベーリング海におけるスケトウダラの分布と回滋経路の概念を示した。大陸棚域には仔稚魚

から成魚までが生息しているが、アリューシャン海盆域では４才未満の若魚および仔稚魚はほとんど

見られず、サイズの揃った成魚のみが漁獲される。したがって海盆域のスケトウダラは、４才を過ぎ

る頃から周辺の大陸棚海域から加入してくるものと考えられる。また、アリューシャン列島のボゴス

ロフ島周辺がこれら海盆群の重要な産卵場とされる。

この調査はベーリング海全域にわたる広範囲な調査であり、季節、海域により、分布深度、魚種組

成等の違いが著しいという特徴がある。資源状態の良かった１９８８年の夏季調査では、海盆域のほぼ

全域において、昼間は深度150～200ｍ付近に、層状にスケトウダラ成魚のみが分布していた。この

ように単一魚種でサイズも比較的揃った中層魚群は、音響調査に最も適した対象である。一方、米国

東部陸棚上では中層にクラゲ等が、また海底付近にはカレイ等の底魚が生息しており、スケトウダラ

のみの現存量推定を行うため、エコーの選別処理が必須である。また冬季には、産卵親魚の濃密な魚

群が深度600ｍ以深にまで出現するため、高い信号対雑音比を持つ計量魚探システムと低雑音の調査

船を使用して調査を行う必要がある。

２．水産音響調査の手法

２．１各種の推定法

水産音響調査の主力機器である計量魚群探知機は、超音波パルスを発射し、魚からのエコー信号を

適切に処理して、魚群密度や魚の反射強度に比例した信号を得る測定器である。受波されたエコー信

号は、拡散および吸収減衰を補正するために、ＴＶＧ（TimeVariedGain)処理がほどこされる。図２は

異なる深度に存在する同種、同サイズの魚のエコーが、単体エコー用のＴＶG処理によって同じレベル

に補正される様子を示している。このＴＶG処理後のエコー信号に対して次節以降に述べるような各種

の推定法に基づく処理を行い、種々の情報を得る。

計量魚群探知機による生物測定方法は、その対象により大きく３種に分類できる。すなわち１匹、
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１匹の魚（単体魚）を対象とし、その反射強度（targetstrength、以下ＴＳと略す）等を推定したり、

個体数をカウントする個体推定、個々の魚群を対象とし、群内密度や群の大きさ等を推定する個群推

定、個体、魚群の両方を対象とし、平均体積散乱強度から平均密度を推定する広域推定（エコー積分

法）である。それぞれの概念図を図３に示す。以下ではこの調査で用いられるエコー積分法およびＴＳ

の直接椎定法について述べる。他の推定方法については古澤！)、宮野鼻’)などの解説を参照された

い。

２．２エコー積分法

エコー積分法は、エコー信号を広い区間で平均すると、エコーの平均パワーが魚の平均分布密度に

比例することを利用する手法である。この手法は、単体魚のエコー、魚群のエコーを一緒に扱え、信

号処理も比較的簡単であるという大きな利点をもつため、音響資源調査で最も広く使われる。深度方

向及び走航方向に定めたある積分区間で、単体魚のエコー、魚群のエコーに関わらず、すべてのエコ

ーのパワーを平均し、平均の体積後方散乱強度（volmebackscatteringstrength、以下ＳＶと略す）

または平均の面積後方散乱強度（areabackscatteringstrength、以下ＳＡと略す）を得る。平均ＳＶ

（＆'）と魚の１立方メートルあたりの平均分布密度（、）間には式（１）に示すような関係が成立す

る。

ＳＦ〃(o魔）（１）

ここでくびり，>は魚の平均散乱断面積であり、以下のように、散乱断面積のデシベル値がTSである。

パー'0109｡(□``）（２）
平均皿（＆）の場合は、〃を１平方メートルあたりの平均分布密度、Ｐを深度として

Ｌ－ＪＳルノV(O`,）（３）
となる。

エコー積分法を適用する際の注意点として、平均区間（平均回数）を大きくとらないと式(1)が成

立せず、平均ＳＶの推定誤差が大きくなること。異なる魚種、サイズの魚が混在すると、スケールフ

ァクターである平均ＴＳの推定誤差が大きくなること。平均処理する事で、詳細な情報が失われると

ともに、海底エコーや、プランクトン等の不要散乱体のエコーが混入すると、大きな誤差を生じるこ

となどがある。これらを回避するためにオンラインではエコーの特徴を失わぬよう、小さな積分区間

を設定してデータ収録を行う。この時点では式(1)は成立していない。この小区間データに対し、不

要散乱体の寄与する区間のデータの除去、魚種別、サイズ別のデータ選別等の後処理を行った後、広

範囲で再度エコー積分処理を行って、精確な平均散乱強度を得る3)。

２．３ＴＳの直接推定法

式(1)、(2)に示したように、エコー積分法によって魚の分布密度を推定するには、スケールファク

タとして平均ＴＳが必要である。また、魚のＴＳは魚体長の２乗に比例することが知られており、その

魚種の単位長あたりのＴＳが既知であれば、ＴＳ測定結果から魚体長を推定することができるなど、現

場でのＴＳ測定は重要な情報を得ることができる。

自然状態の魚のＴＳを直接に測定するためには、魚群探知機で観察されるエコーから単体魚のエコ
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一だけを抽出する必要がある。単体魚エコーの抽出にはパルス幅比較４)等のアルゴリズムが使われ
るが、その抽出精度がＴＳ測定の１つの鍵となる。抽出されたエコー信号に対し、以下に述べるよう
な補正処理を行ってＴＳを推定する。

図４に、魚の自然状態でのＴＳ推定方法であるデユアルピーム法（以下、ＤＢ法と略す)、スプリッ
トビーム法（ＳＢ法）の原理を示す。ＤＢ法は、指向性主軸と感度をそろえた、広・狭２つの音響ビー
ムを使用する。両者のエコー信号のレベル差から魚の方向の指向Ｉ性を知ることができ、その補正を行
って精確なＴＳを得る。ＳＢ法は魚のエコーレベル測定用の音響ビームと、方位測定用の音響ビーム対
を使用する。音響ビーム対に到達するエコーの位相差（時間差）を測定し、この位相差から魚の方向

を推定し、指向性の補正を行う。２組の音響ビーム対を用いることで、魚の存在位置が特定できるの

が大きな特長である。またエコー信号への雑音の重畳に対し、ＤＢ法よりも頑健であるという特長も

持つ。

３．使用する測器システムとその較正

３．１計量魚群探知機

調査の中心機器である計量魚群探知機は、水産工学研究所とメーカーが共同して開発した総合計量

魚探システム；）（VersatileEchoSoudingSystem、以下、ⅦSS）、または総合計量魚探システム

Ⅱ(ⅦSSII）を使用している。

ＶESSはＤＢ方式を採用し、システムの移設を容易にするためＧＰＳ等の計器を含めてコンテナラボに

収納しており、送受波器は曳航式のものを使用する。曳航式送受波器には、調査船の走航雑音の影響

や、揺れや気泡による誤差を低減させる利点もある。曳航体には深度センサ、姿勢センサ、水温セン

サを装備している。1987年に開発を開始し、1988年から1994年夏期調査まで使用した。

VESSIIは水産庁調査船開洋丸に搭載するために開発したシステムである。ＳＢおよびＤＢ両方式の使

える送受波器ｉ）を採用し、曳航式送受波器に加えて昇降式の船底送受波器も備えており、状況に応

じて、より精度良<ＴＳの自然状態推定が行える。また感度の自動調整や調査目的にあわせた各種測

定モード、ブリッジからの遠隔操作機能等を取り入れ、操作'性の向上を図っている。１９９２年から１９９９

年冬期調査まで使用し、このたび大幅なシステムの更新を行った。

両者とも周波数は、魚類対象の世界標準周波数となった３８kHzを使用している。エコーレベルのカ

ラー絶対値表示や、ＤＢまたはSB処理によって推定されたＴＳのマトリックス表示4)が行える。また、

最小で周期３０秒または０．１海里、深度１ｍ毎の平均ＳＶが測定できるエコー積分器を備える。この

積分器はデユアルビームエコー積分7)が行えるため、調査船に対する魚の逃避、船の動揺や雑音の影

響をモニタする事ができる。

３．２標準球による較正

計量魚群探知機の較正は、較正用標準球を送受波器の下に吊るし、そのエコーレベルを測定して行

う８)。標準球の材質にはタングステンカーバイド等の金属が使用され、各魚探周波数に対して推奨さ

れるサイズの球がある。それらは水温、塩分等の変化に対してＴＳ値の変化が小さいように選ばれて

おり、ＴＳ値は理論的、実験的に精確に求められているI)。

図５にこの較正法を示す。水深30ｍ以上の静穏な海域で、船首、船尾両方からアンカーを打って船

を静止させる。通常は図のように両舷から、テグスを用いて３点で較正球を吊り、送受波器の真下で、

20ｍ程度以上離れたところに定位するように調整する。較正球エコーのレベルと送信時からの時間、
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パルス幅等を測定し、送受信系を較正する。また較正球エコーを含む深度層でエコー積分を行い、理
論値と比較することで、計量魚探システム全体の較正ができる’0）。我々は、本調査に先立つテスト
航海および調査中に数回、標準球による較正を行っている。

３．３雑音測定

音響資源調査における雑音は、周波数について整理すると２種類ある。魚の可聴域付近の低周波雑
音は、魚を調査船から逃避させ、推定値の過小評価をもたらす。より高い周波数である魚探周波雑音

は魚のエコーに重なり、音響推定値に正の誤差をもたらしたり、有効な測定レンジを短くしたりする。

このように、雑音は大きな障害であって低ければ低い程良い。通常、魚探周波雑音については自船の

走航雑音が卓越している。計量魚群探知機を始めとする、各種音響測器のベースとして、静粛な調査

船の必要性はますます高まっており、最近の水産庁調査船は、低雑音化に高い比重をおいて設計・建

造されているllIl2)。１９９５年にＩCES（InternationalCongressofExplorationoftheSea)から、

漁業調査船の水中放射雑音に関する研究レビュー１３)が出版された。その中で、調査船に対する魚の

反応行動と、音響機器の信号雑音比を基とした、調査船の推奨雑音レベルが示されている。これは水

産庁調査船「開洋丸」建造時の雑音仕様レベルとほぼ等しい。なお、魚類の聴覚に関する研究成果は

文献１４にまとめられている。

海況、水深などの影響により、調査中に雑音レベルはかなり変動することがある。調査中は適宜、

短時間の雑音測定'5)を行い、雑音のＳＶ値と調査対象魚のＳＶ値を比較・監視し、雑音の高いときは、

調査船速を下げるなどしている。

３．４船間較正

音響資源調査では、計量魚群探知機と調査船をあわせて１つの測器と考える必要がある。同一の計

量魚群探知機を搭載し、標準球による較正で正しくシステム係数が求められていても、調査船の船形

や送受波器の装備方法等に起因する走航減衰の差や、調査船のサイズや雑音レベル、魚種に依存する

と考えられる魚の逃避行動による差により、音響推定結果に差が生じる可能'性がある。船間較正１１）

は、複数の調査船が同時に同一の魚群を測定し、音響推定値を比較して、計量魚群探知機やデータの

信頼'性を確かめる較正法である。複数の調査船が完全に同一魚群の同一断面上を航走することと、そ

の確認は難しい。よって、なるべく多くの測定を行い、平均的な傾向について検討する。昼夜差など

による魚群の集散を利用して、高低、幅広く音響推定値が比較できればなお良い。船間較正前に計量

魚群探知機を較正しておくこと、トロール等によるサンプリングにより対象確認を行うことは必須で

ある。この較正は、調査船間のスケジュール調整、その時期にある程度確実に魚群の出現する海域の

知識など、相互の十分な打ち合わせが正否の鍵となる。我々は日程を調整して、米国調査船との船間

較正を行っている。

４．調査の内容

４．１調査・解析の流れ

調査・解析の流れ図を図６に示す。この手順は米国アラスカ漁業科学センターの調査手法１７)を若

干改変したものである。調査の中心は、エコー積分方式による音響サンプリングと、中層トロールに

よる生物サンプリングである。図中の破線矢印は補助的に用いられる情報であることを示す。

調査海域には、多くの場合、魚の分布がランダムであるという仮定を置いて、平行で等間隔な調査
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線を設定する。1988年夏季調査の調査線と解析海域18)を図７に示す。中央の海域２においてはスケ

トウダラが多く出現したため、一旦海域の端まで調査した後、調査線密度が倍になるように、調査線

を追加して推定精度の向上を図った゜

設定した調査線上を６～11ktで航走しながら、計量魚探システムを常時作動させて音響データを収

集する。また、中層トロール、稚魚ネット、プランクトンネット等による生物データの収集、CTD、、Ｔ

等による海洋データの収集も行う。中層トロールは魚探反応の強いところ、エコーグラム（魚探画像）

と魚種との対応が不明なところで随時行う。エコー信号と魚種の対応を確認する目的があるため、音

響データを収集後に調査線を引き返して、ねらったエコーに対してサンプリングを行う。陸棚上など

多種多様のエコーが観察される際には、同じ場所で曳網深度等を変えて複数回の曳網を行い、エコー

と魚種の対応を確実にし、この情報によってエコーの選別処理を行う。

４．２平均ＳＡの推定

現場で得られた小区間の平均ＳＶから、対象魚の存在するデータだけを抽出し、広い範囲で再度平

均して、雑音や不要散乱体の寄与を除去する。その結果として得られた平均ＳＶに積分層厚をかけて、

平均ＳＡを算出し、各調査線毎にその平均値を求める。これらの平均値に調査線長で重みをつけて平

均し、調査海域の平均ＳＡとする。また、この海域の平均ＳＡと、調査線毎の平均ＳＡのばらつきから、

信頼区間の推定を行うⅢ)。海域の平均ＳＡを８Aとし、信頼区間と合わせて示すと

＆±1Ｗ万EI7(瓦） (4)

となる。ここで、平均ＳＡの分散var(８A）は、調査線数を広調査線ｉの平均ＳＡとデータ数をそれ

ぞれ、８A八ｍjとして、

肋璽(SAj-SA)卜
Ⅷい)‐吉 (5)

(三川,)「
で求められる。

４．３平均ＴＳの推定

平均ＴＳは、魚の分布密度を推定する際のスケールファクタとなるため、現存量の推定精度に直接

影響する。現状では、自然状態下のＴＳ直接推定結果は、魚群の密度等により精度が変化する２０)。ま

た、冬季の産卵群は濃密な群を深所に形成するため、ＴＳの直接測定を常時は行えない。そのため次

の手順で平均ＴＳを推定している。

中層トロール結果から得られた体長分布を、各トロール付近での平均ＳＡで重みをつけて平均し、

調査海域の体長分布を推定する。これは中層トロールの漁獲効率の変動の影響を受けないようにする

ためである。この体長分布と以下の(6)式の平均ＴＳＩＵ１ｗ［｡B]と尾又体長Ｌ[cm]との関係式を用い

て、海域の平均ＴＳを推定する。

Tnwc＝耐｡"＋201ogL (6)

式中の体長規準化ＴＳＴＦｃｍとしては、FooteandTraynorl0)、MiyanohanaetaL21)により報告され
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るスケトウダラに対する値、-66.0ｄＢを使用している。

現場でのＴＳ測定結果は補助的に使用している。すなわち、中層トロール前後でＴＳ推定に好条件で

あったとき２０)のＴＳ測定値と、そのトロールで得られた体長組成から体長規準化ＴＳを計算し、その

値と-66.0ｄＢとを比較して妥当性を確認する。

４．４現存量の推定

以上の様にして推定した平均ＳＡを平均ＴＳで割り、面積当りの平均尾数密度を得る。この値に調査

海域面積を乗じて現存尾数が推定される。サンプルから推定された海域の体長分布と体長一体重関係

から平均体重を推定し、この尾数に掛ければ資源重量が得られる。図８には１９８８年夏期調査によっ

て得られた現存量推定結果を示す。海域毎に推定された現存量を、体長別(a)、年齢別(b)に振り分け

ている。年齢分布は、中層トロールによるサンプル魚の耳石を査定して得られたもので、年齢別現存

量に見られるピークは1978年級群によるものである。

５．おわりに

この１０年間で計量魚群探知機の性能は大きく向上し、深度600ｍを越える深所に生息するスケトウ

ダラ産卵親魚群を定量的に測定できるようになった。計量魚群探知機は、さらに高性能（より高い信

号対雑音比など）かつユーザーフレンドリーな（自動較正機能、魚種推定機能など）方向で開発が進

められていくであろう。

調査船調査の弱点である、海面、海底近辺のデッドゾーンの存在や、荒天下の気泡の巻き込み、船

体の揺れにより生ずる誤差については、計量魚群探知機を搭載した水中探査機の開発、援用によって

解消できよう｡現在我々は、小型化、高|性能化した計量魚群探知機と高感度ステレオビデオカメラを

搭載した、水中探査機搭載用の測定システムを開発しており２３)、音響測器、光学測器それぞれの特

長を生かして、魚の体長推定や魚種判別などを可能にすることを目指している。

共同研究者である遠洋水産研究所、北洋底魚研究室（現、北海道区水産研究所、底魚生態研究室）

の皆様には図１をご提供いただきました。ここに記して感謝の意を表します。
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■午後の部－１討論

●司会（松田）最初に小寺山先生にご指摘されましたように私の言い方がまずかっ

たような気がするのですが、小寺山先生のお話は海洋の環境情報の測定システムと言

い換えればいいでしょうか。生物も含めてということです。それに対して高尾先生の

ほうは、そのなかでの生物資源、魚類資源の調査システムということになるのではな

いかと思います。そういうことでは観点がかなり違っているのではないかと思います

が、共通点も当然あると思います。そういう違ったものに対してのお話を続けて聞か

せていただきまして非常に興味深かったと思います。まず、それぞれの先生方へのご

質問がございましたらよろしくお願いいたします。

●鈴木（大阪大学）小寺山先生とそれから午前の部のところとも少し関わりがある

かと思いますが、小寺山先生がいわれた定点で長時間ずっと時間的変化をとりながら

測るという調査法と、今の生物などですと卵が孵化して流れていって稚魚のうちは流

れに乗ってずっと動くわけですから、そういうものを測ろうとするとブイのような、

流れと一体になって動いていきながらどのように環境が変化するかというものを測る

ほうがいいような気がするのです。私は流体力学をやっていますので定点で測るとい

うやり方に'慣れているのですが、海洋の場合にはそういうものと、それからブイのよ

うなものをたくさん入れて流れに乗ってある塊まりがずっと流れていく間にどのよう

に変わっていくのかということを調べるのとどちらがいいのか、それぞれ使いみちが

あるのか、ちょっと教えていただければと思います。

●小寺山まずブイで定点で測るというのは、それぞれミッションがありまして、当

然ブイで定点で、例えば1点で泊流の流量とか、物質とかそういうものを長時間調べ

るためには、当然一つの点に置く必要があるわけです。そういうものだと私どもの研

究所でも黒潮などの観測では、午前の部でも出ましたけれども黒潮がいろいろ変動し

ますので、変動したときに1点で測っていないと、変動というのはなかなかつかみに

くいと思います。ですから1点で測るということはもちろん必要です。同時に非常に

変動もし、空間的にも複雑な流れになってきますので、ある１点だけを測っても、例

えば黒潮の断面はどうかということは絶対にわからない。それをたくさんブイを入れ

て測るという方法ももちろんあると思いますが、例えば船の後ろの流れを調べるとい

う場合は、黒潮の流れと比べればスケールも小さいですし、ある意味ではわりとわか

った部分ですから、だいたい勘があっても、それでも先生方が調べられる場合には例

えば船の断面をとって、２センチぐらいの密度でたくさん測られます。そういうこと

が実際の海洋でできるかというと不可能です。それこそブイを４０基も５０基も黒潮の

断面に入れても、変化の密度からいうとやっと船の後ろの流れを調べるのと同じぐら
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いの密度です。４０点、５０点とブイを入れることは非常に難しい。

ですから普通にやるのは数点の、せいぜい５本ぐらいの係留ブイシステムと、あと

は横断して測るような、従来法でいうとＣＴＤを使って空間的な変化を調べるというも

のです。われわれのところでは曳航体を引っ張って、その間の空間的な変化を調べる

ということをしています。われわれの経験でいうと、その二つのシステムをどういう

場合でも組み合わせてやる必要がある。それが大事な条件ではないかと思います。

●鈴木私は言葉の使い方を間違えたようですが、漂流ブイをブイといってしまいま

したので、定点計測の係留ブイとはちょっと違うのです。

●小寺山鈴木先生のいわれるのはいわゆる流線観測ですね。物を流してそれを調べ

ますけれども、それが漂流ブイなのです。ですから物を流しても、あれの欠点は流れ

ているものが行かないということが当然出てくるわけで、データに疎密が出るわけで

す。道田さんもいわれましたが、自分の測りたいところが必ずしも測れるわけではな

いのです。ただ、逆に大まかな流れはどのように流れているかというものに使うには

非常にいい手法です。ですからある点できちっと１点を決めて測るという従来の方法

と、漂流ブイも相互補完的な意味あいで使われていると思います。

●鈴木どうもありがとうございました。

●浅川（KDD海底ケーブルシステム）２点ほどあるのですが、私も前から自律型ロ

ボットの研究をしておりまして、今日のお２人のお話のなかで自律型ロボットのお話

も出てきまして大変興味深く聞いていました。それに関しまして、自律型ロボットと

いうのはご存じのようにいくつかタイプがあります。例えば船から降ろして調査の対

象を観測するとか、あるいは東大の浦教授がやっている大型のもので長距離を走り回

ってきてデータを集めたり、あるいは最近はステーション型とか滞在型ともいいます

か、ある基地に滞在していてその基地の周りをぐるぐる回って長期的にそこのところ

を観察しようとか、それぞれ一長一短があると思うのですが、小寺山先生、高尾先生

のほうの関連のお話ですと、どういったような使い方が係留ブイにとっていちばん適

しているのか。そのへんをよければ教えていただきたい。

もう一つは、超音波でスケトウダラの調査をするのは私にとっては非常に面白かっ

たのですが､魚はスケトウダラだけではなくていろいろな種類があると思うのですが、

他の魚に対してはこういう調査はされていないのかどうか、そこを教えていただきた

いと思います。

●小寺山私がちょっと紹介したロングレンジのロボットは、長い距離を非常にゆっ
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くり走ってその間のデータをとるもので、音響トモグラフィによる水温・流れの測定

を較正するデータをとるのです。一般の計測法では日本海で、とくに冬のデータはな

いのです。冬の日本海はご存じのようにものすごく荒れますが、そこで船を停めてＣＴＤ

を下ろしたり、海水を採取をしたりというのは、私どもの研究所でも若くて元気な人

が、そこは自分だけがやれるのだからといってやっているのですが、私達も意を決し

て行っているわけです。それでデータがとれなかったということもあって大変なので

す。

そういうときに自律型の海中ロボットは表面に関係なく、荒れているのに関係なく

観測ができるので、要するに人間が行けない条件のところで使えるから、そういうの

に－ついい面があります。浦先生たちがいわれているのは、例えば海底火山の爆発す

るようなところの周りのデータをとったり、もう一つは氷の下のデータをとるという

のは有人の潜水艇では非常に危険で、なかなかボランティアもいない。要するに人間

がアプローチするのが非常に難しいところ、これは一つの使い方だと思います。他に

もいろいろあるとは思いますが。

●高尾今日の話のなかで出てきた実験でわれわれが考えているものは、話のなかで

もいいましたけれども調査船からは見えないようなところを補完的に測る。もう一つ

は調査船が広い海域について調査をしまして、そのなかでスポット的に重要なポイン

トだったところを集中的に測ってくるという手法も考えています。個人的にはできれ

ば調査潜水艇のようなものがあって、水中ですべてやってしまうというやり方もいい

のではないかと思います。

魚種についてですが、日本近海ですとサンマとか最近はイカの調査についてもかな

りうまく測れるのではないかという報告がされています。国際的には魚種ではいろい

ろありますが、ニシンとかへイクといいましてスケトウダラの親戚のような魚がいま

すが、そういうものに使われています。

音響的に測りやすいのは、スケトウダラのようにきっちりした鰐（うきぶくろ）を

もって、なおかつ単一の魚種の群れをつくるものは非常に遠くからも測れますし、そ

の値も信頼性のあるものになります。逆にイワシとかそういう表層のものは、大型の

船が行くと群れが割れてしまうとかで測る入れ物の制約が出てきたりします。それか

ら鰐はもっているのですが、イワシは開鰐魚といいまして食道と鰐がつながっていま

して、ぼこつとガスを吐き出したりします。そうすると１匹あたりの反射強度がガク

ッと下がるのです。そういうことも考えられるので、生理的に音響測定で難しい面が

あるということです。イカに関しましてはもっと反射強度が弱いので、さらに静かな

船を使って注意深く測ってやる必要があるのではないかと思います。

●高橋（IHI）小寺山先生に－つお伺いしたいのですが、先ほど北西太平洋のデー
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夕がないということで、見せていただいた例で大型ブイによる計測について、あるい

はその目的を教えていただきたい。それから高尾先生のお話では、魚の可聴域がもう

少し下のほうから、例えば0.1kHzあたりからということをおっしゃっていましたが、

それも魚の種類によるということですか。それとも先ほど魚探の周波数で３８キロヘ

ルツとおっしゃいましたが、それで魚が逃げる逃げないということがありましたね。

それは魚によって違うのかどうか。今おっしゃられたいろいろな魚群を試験調査する

ときに３８キロヘルツで他の調査とは関連づけられたものはあるのでしょうか。

２点目はスケトウダラの年齢別現存量が１９７８年ぐらいから減っているのです。1978

年ぐらいで急変化しています。なぜあのところだけ高いピークを示しているのか。も

しわかっているのでしたら教えていただきたいと思います。よろしくお願いします。

●小寺山私のほうから簡単に。ああいうものを開発するぼうとしては、最終的には

あれを全太平洋に適用させていきたいと考えています。今、海洋科学技術センターで

やっておられる曳航式ロボットと組み合わせて考えると良いと思います。最初はどこ

かに－つしか予算がつかないので、ついたとしてもわずかですから最初の一つの設置

予定海域は、ちょっとお話しませんでしたけれど、海洋科学のほうで標準海域になっ

ていまして、あのあたりでサンプルをとる場合はできるだけあそこに行ってその地点

で観測しないといけなっています。そこで長い間のデータを分析して分布の変化とか

総量の変化をみる。そういう意味あいのものです。

●高尾最初に魚の可聴域の話ですけれども、魚が音を感じるのに－つは側線で圧力

で感じます。それから耳石という耳のような役目のもので感じます。今回、魚の可聴

域を大まかに示しましたけれどもあれはかなりちゃんと音の聞ける、感度のいい魚か

ら鈍い魚まで全部含めてああいうラインをひきまして、実はスケトウダラはかなり鈍

いほうに入っています。高い２キロヘルツとかそちらのほうが聞こえるのは金魚のよ

うな淡水魚にそういう聴覚のスペシャリストがおりまして、そのへんが高いほうが聞

ける魚種です。ですからスケトウダラに関してはかなり海表面から遠いわけですし、

これに対する逃避現象というのは調査船をしている限りではあまり考えなくていいと

いうことです。

それから実際に生理的に聴こえているのと、聴こえているから何かリアクションが

あるのかどうかは別問題になってきます。そういう研究は少ないわけですが、例えば

ブイに魚探機を取り付けてまず群れを測定する。そのあとを調査船がバーツと走る。

そのときにこの魚群がどのような変化を見せるか、そういうことを観察して調査船が

どのへんまで影響を与えるか、またはほとんど影響を与えていないかということを実

験しているグループがあります。

３８キロヘルツをなぜ選んだかという話ですが、いろいろなファクターがあります。
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一つには高周波になりますと当然減衰が大きくなりまして届かなくなる。ですからあ

る程度低めの周波数で大パワーでやらないと長い距離が測定できません。逆に周波数

を低くしますと、送受波器の大きさとかそういう物理的な面の制約等がありまして、

３８キロヘルツあたりが昔からよく使われておりまして実際にも国際スタンダードに

なっています。ただ、これは魚のサイズとか生物のサイズによりまして、もっと小型

の生物で高い周波数になるとターゲットストレングスが高い、ということがありまし

てオキアミの調査では１２０キロヘルツが国際標準として使われております。これで１

番目の質問はよろしいでしょうか。

それから２番目につきましては、1978年生まれのものがなぜ多かったかというこ

とについては、たぶん生物学の人はいろいろ見解をおもちだと思いますが、私はちょ

っとわかりません。それ以降も例えば０歳魚レベルでみれば結構な量がいるという年

級もあったのですが、最終的に漁獲対象となる４歳魚以上として７８年度に匹敵する

ような年級は今のところ現れていないということです。

●高橋前のお話と高尾先生のお話に関してちょっと人づてに聞いたお話ですが、青

函トンネルの工事をしているときに下北半島の先端の大間崎で、昔からあそこは本マ

グロの漁場だったのです。ところが青函トンネルでガチャガチャと音を立てている間

はちっとも獲れなくなって、あれが終わってからも獲れなくて、そろそろ最近また獲

れるようになったという話を聞いたのです。魚と水中の音との間の関係というのはど

なたか考えて研究されている方がいらっしゃるのでしょうか。何かそのへんでご存じ

のことがありましたら教えていただけたらと思います。

●高尾私どもの水工研の前身である水産庁漁船研究室時代からそういう魚と音の研

究をやっているグループがありまして、また水産系の大学でも、聴覚の研究をされて

おられます。昨年か一昨年に魚類の聴覚に関してまとめた本が出ていますので、そち

らをご覧になるといろいろわかると思います。（要旨内に参考文献として示しまし

た）

●司会他にございませんか。

●福井（日本鋼管）高尾先生にお聞きしたいのですが、今回のベーリング公海の調

査で、現在、資源がなくなってきているということで操業停止されているとのことで

すが、国際的な法規による操業停止などの取決め、それから日本がこの調査にあたっ

ている経緯、ならびに日本が今度調査をして少し増えているという報告をした場合に

は各国はどういう受け取り方をするか。それからロシア、アメリカあたりはどういう

方針をとっていますか。
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●司会国際的な問題をちょっと説明していただきたいのですが。

●高尾わかる範囲でお話させてもらいます。一つは産卵場として示した海域がござ

いますが、そこへ産卵にきた親魚の量が１００万トンを越えれば漁業を再開するという

取決めが関係国でなされております。そのために毎年、産卵時期にアメリカないし日

本の調査船が行きましてそこで音響資源調査をやっております。そういう取決めのも

とに１００万トンを越えれば漁業再開ということになります。

ベーリング海の調査のアクティビティーですが、漁業関係国の関係者会議があるの

ですが、日本、アメリカ、ロシア、ポーランド、中国、韓国が集まりまして、国際的

には今は調査をせずに魚を獲ることは立場がないといいますか、どの国もなにかしら

の、程度の多少はあれ試験操業なり調査なりそういうことをベーリング海で継続して

行っています。今年の夏場は韓国が海盆域調査をやっています。今はアメリカ船が米

国陸棚海域で調査を行っています。

●福井日本は対外的なリーダーシップをとっているのですか。そうでもないのです

か。

●高尾それはベーリング海のスケトウダラという意味あいでですか。ベーリング海

の調査には日本も十分貢献しています。

●小梨（アレックス電子）小寺山先生にぜひお伺いしたいことがあります。曳航式

のロボットも北太平洋の大型ブイも非常に私には興味大なのですが、やはり非常に大

型というのが一つの問題点ではないかと思っています。それで今日のご講演をお聞き

していて、一つの原因はやはりＰCO2の測定システムがやはりかなり大きなパーツを

占めているというような印象を受けたわけです。やはりＰCO2を測定する場合、計器

均衡の手法が非常に難しい点だと思うのです。先生の先ほどのご講演でシャワー法を

お使いだということで、最近の世界的な一つの動向で、やはり計器均衡はシャワー法

がいちばんよろしいのでしょうか。それとも何か新しいニュースでもありましたら、

その観測手法をご紹介いただきたいということ。やはりＰCO2に関していろいろブイ

にしろ、ああいう曳航体にしろ、そういうものを付けて、いわゆるＣＯ２のミッシング

というか海洋の循環をみる場合に、従来の評価よりも海洋の役割が非常に大きいとさ

れているという話もお聞きするのですが、実際のところ先生のご観測の結果からそう

いうことが読み取れるようなデータをもしおつかみでしたらご紹介いただけないかと

思います。

●小寺山どうもありがとうございます。今のご質問の趣旨は非常によくわかるので
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すが、結局私の立場としましては計測法の開発でして、今ご質問されたようなことは

やはりそれをどんどん使っていくなかでどちらがいいとか悪いとかいうことが出てく

るわけです。従来は少なくとも海洋科学の人はシャワーリング法がいちばん信頼でき

ると考えられているようです。もう一つの曳航法で方程式を使ってやるのは、曳航体

のほうは進んでいるわけですが、溶存炭酸を測っていく場合はいいと思いますが、と

ころがＰＨ計、水温計、塩分計と組み合わせて計測すると、ＰＨの安定度ですとかその

へんが問題になってきます。そういう形で間接法というのは全部の計測器の精度がな

かなか揃わないという問題があって、やはり海洋科学の人たちは今のところシャワー

リング法を信用しています。

とはいうもののいろいろな状況があるわけで、たしかに間接法によらざるをえない

というのはどうしても出てくると思うのです。そうしたときには、やはりデータの積

み重ねではないかと思います。私はＰＨ計の安定度が悪いのでぼうぼうのメーカーに

問い合わせていろいろ検討したのですが、そのときに返ってきた答えはたいがい、ま

ず買って測ってきてください、それからご相談にのりますという話が非常に多かった

のです。やはりこれから実績を、そういう用途で今までＰＨ計を開発したわけではな

いので、もし間接法という一つの枠組みのなかでＰＨ計を使うなら、また別の新たな

問題ではないかと思います。それを実績を積み重ねるなかで一緒に改善しましょうと

いう状況だと思います。

今の技術は、そのように－つひとつの要素技術を全部並行して開発していくという

のは、ご覧になったように非常にたくさんのセンサーが必要で難しいのです。そうす

ると最初はどうしても大型になってしまう。ですからああいうものをともかく立ちあ

げて、そのなかでまたそれぞれの要素技術にもう一度戻って小型化していく、高'性能

化していくという作業が行われるのではないかと思います。ですから道田さんのおや

りになっているように１号機は大きいので、２号機は少し小さくして、３号機になれ

ばもっと小さくなるのだろうと思います。そういうことをしないと難しいかと思いま

す。

●司会時間がきましたのでこれでお２人の先生への質問は打ち切らせていただきま

す。ただ、次のセッションのあとで最後に懇親会がありますので、その席でまたご質

問、ご意見がいただけるかと思います。どうもありがとうございました。
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生物生産・行動特'性を考慮した数値モデルによる

海域環境影響評価に関する研究

末永慶寛

香川大学工学部安全システム建設工学科

１．はじめに

我が国沿岸域では運輸、水産、レクリエーション等、多目的かつ高度利用の要請が日々高まりを見

せている。特に水産においては、自国沿岸海域での水産資源の確保の手段として閉鎖'性内湾域での養

殖業が盛んになってきた。しかし養殖業の急速な普及は、投餌行為および陸域からの流入負荷による

海域の富栄養化に伴う赤潮等の環境問題も引き起こしてきた。赤潮は植物プランクトンの急速な増殖

により海色が変化することと定義されているが、赤潮を構成する生物種により'性質が異なる。赤潮は

魚類の大量へい死や貝類の毒化の原因ともなり、養殖業においては死活問題を招き、瀬戸内海を代表

として、非常に深刻な事態を引き起こしている。沿岸域における様々な人為的行為とそこで展開され

ている生態系とのバランスを維持することは、今日極めて重要な課題となっている。

沿岸域開発に対する環境影響評価手法の一つとして、閉鎖'性の内湾を対象とした波、流れ等の海域

の物理過程と生物過程を物質の動態解析により環境影響を予測するという沿岸生態系モデルに関する

研究がある。沿岸生態系の仕組みは複雑であり、これを定量的に評価するには、実海域での観測デー

タの蓄積や様々な実験結果を用いて生態系を構成する現存量の変化とそれらの増減に関わる環境要因

との相互作用を数値モデルに適用する必要がある。これにより沿岸開発における環境影響評価が、よ

り定量的かつ厳正に行われるものと考える。そこで、海域の環境条件の変化に応じた富栄養化域ある

いは赤潮発生域等をより定量的に推定でき、周辺住民への予報を通知できる環境影響評価システムが

必要となってくる。

赤潮発生のメカニズムについては明確になっていない点は多いが、赤潮生物に関する環境条件との

生理学的特徴については多くの研究成果')が蓄積されてきている。

本研究では、夏季における赤潮による被害が甚大な香川県志度湾を対象として、沿岸生態系を考慮

した数値シミュレーションモデルを用いて、流況の再現から植物プランクトン分布に焦点を当て、環

境悪化が予想される海域（赤潮発生海域）を指摘した。

また、別角度からの試みとして開放'性の海域での検討も行った。ここでは、マガレイの主産卵場・

成育場となっている佐渡海峡周辺の陸棚海域を対象として、物理環境変化が水産資源の加入量へ及ぼ

す影響の解明のため、流動場変化がもたらす有用魚卵・仔魚の産卵場から着底場までの輸送のメカニ

ズムについて、生物行動特'性を考慮したオイラー・ラグランジュ法による粒子追跡モデルを組込んだ

数値計算手法の有効'性も指摘した。さらには、現地観測および数値シミュレーションによる検討結果

から、各種沿岸開発、人為的行為に伴う海域の環境変化を予測かつ予報的な役割を果たすことを目的

とした海域環境監視・管理システムの提案も行った。
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２．数値シミュレーションモデル

これまで収集してきた海域環境に関する観測データを基に、閉鎖性の内湾である志度湾（図１参照）

を図２に示した計算領域に分割（水平方向格子間隔250m、鉛直方向５層）し、流況および植物プラ

ンクトン量の環境変化を計算した。また、開放'性の海域での検討としては、図７に示した佐渡海峡周

辺海域を水平方向に格子幅2.5kｍの正方メッシュに分割し、また、鉛直方向には吹送流を適切に表

現し、生物行動特'性による影響をより詳しく検討するため、水深５０ｍまでは１０ｍ間隔、それ以深は海

底までの計６層とした。

２．１流体の基礎方程式

流体の基礎方程式としては、静水圧近似を仮定したマルチレベルモデル２Ｍ)を採用した。本モデル

で用いる運動方程式、連続式、自由表面の式、水温と塩素量の拡散方程式および状態方程式は以下の

通りである。ただし状態方程式はKnudsenの式に依った。

等冊(Ⅲ)+竺;'二△+川“

一壱"+ＭｗＤ+孟('器》Ⅲ

川+且晉筈ＬＯ……………………(2)

カーI:p血…－－……－…Ⅲ

等+Ⅶ卿雌-0………………Ⅲ

子十ＭT)+i;'三Ｚ
－ＭＭＪ)+全(川筈)……－(5)

等十瓜化c')+旦響
一Ｍ､臘川)+全伸等） ………（６）

,o＝P(Ｔ,Ｃ/）…………………………………（７）

:水平二次元流速ベクトル、ｗ：鉛直流速、Ｔ：水温、Ｃｌ：塩素イオン濃度、 Ｈ：平ここで、ｕ：水平二次兀流〕題ベクトル、ｗ：釦疸流速、ｒ：水温、し」：呪索イ刀／隈反、ロ：干

均水面から海底までの深さ、ｐ：流体の密度、王：コリオリパラメータ、〃ｈ・〃ｖ：水平・鉛直渦

粘'性係数、Ｋ〃・K7I,：水温に関する水平乱流拡散係数、Ｋ肋・ＫＣ,,：塩素量に関する水平乱流拡散係

数、ｇ：重力加速度、〃：平均水面を基準とした自由水面位置（鉛直上方を正)、▽ヵ：水平微分演

算子、ｋ：鉛直単位ベクトル（上方を正）である。これらの基礎方程式をスタガードメッシュ系の

有限差分法により近似した。その際、非定常項には前進差分、移流項には２次精度風上差分、拡散項

には中心差分を採し、植物プランクトン現存量および溶存酸素量は拡散方程式に生物化学反応項を加
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えて計算を行った。

２．２粒子輸送の基礎方程式

等=い－…………－………………(8)
Ｘ(())＝Ｘｉ１………………..…………･………（９）

Ｘ('１+')*＝Ｘ(")＋Ｆ(ｎ１Ｘｊｔ…･…･…………･…(10）

ｘ("＋,)＊＝ｘ(")＋Ｆ(")Ｆ("+')＊ Ｘｊ／…………(１１）
２

Ｆ(")＝Ｗ)＋((Ｖ(")･「)Ｖ("))ｊｔ……………(12）

ここで、Ｘは粒子の３次元位置ベクトル、Ｖは粒子位置での流速ベクトル、▽は微分演算子、△

ｔは時間ステップ、上付き添字は時間レベルを表す。また上付き添字の＊はその時間レベルでの仮の

値を示す。計算に必要な粒子位置での流速シアーについては粒子を囲む流速成分から距離に反比例さ

せた重みを付けて内挿した。

２．３生態系モデルの基礎方程式

今回計算に使用した生態系モデルは、現地観測よりリンが制限因子となっている可能性が強いこと

から、リンの循環に着目ｲ)'５)した以下の４つのコンパートメントにより構成させた。

植物プランクトンコンパートメント

ａＰ／ａｔ＝－▽.（ＵＰ)＋▽（Ｋ▽Ｐノ＋ｊＶＵＴ－ＥＣＰ－ａ・ＰＤＴ－ＧＲＡＰ (13）

動物プランクトンコンパートメント

ａＺ／ａｔ＝－▽.（ＵＺノ＋▽（Ｋ▽Ｚノ＋ＧＲＡＰ＋ＧＨＡＤ－ＸＸ－ＹＹ－ぴ・ＺＤＴ（14）

栄養塩コンパートメント

aJV／ａｔ＝－▽.（UjVノ＋▽（Ｋ▽１VノーｌＶＵＴ＋ＹＹ＋ＤＥＣ＋９ (15）

デトライタスコンパートメント

クＤ／ａｔ＝－▽．（ＵＤノ＋▽（Ｋ▽Ｄノ＋ＥＣＰ＋α・ＰＤＴ＋ＸＸ－ＧＲＡＤ－ＤＥＣ（16）

ここで、Ｐは植物プランクトン態リン(LLg-atmP/l)、Ｚは動物プランクトン態リン似g-atmP/l)、

１Vは栄養塩(PO4-P)(′(Lg-atmP/l)、Ｄはデトライタス態リン(′し(g-atmP/l)、Ｕは流速ベクトル、Ｋは

乱流拡散係数、αは植物プランクトンの枯死定数、づは動物プランクトンの死亡定数、ｔは時間で

ある。ｊＶＵＴは植物プランクトンによる栄養塩摂取に関する項で、水温と栄養塩濃度の関数として与
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えている。ＥＣＰは細胞外分泌に関する項、ＧＲＡＰ、ＧＨＡＤは動物プランクトンによる摂餌に関

する項、ＤＥＣは分解に関する項、ＸＸ、ＹＹは消化に関する項、ｑは外部負荷、ＰＤＴは植物プラ

ンクトンの死亡に関する項、ＺＤＴは動物プランクトンの死亡に関する項で、これらは食物連鎖にお

ける高次の捕食の効果も含まれている。

２．４境界条件

志度湾における数値モデルの境界条件としては、自由表面には進入する潮汐波の波動を与え、流速

成分は自由流出、自由流入とした。さらに開境界でＭ２分潮による水位制御を行い、志度湾の湾口両

端部でそれぞれ振幅0.563m、遅角324.5゜（鎌野)、振幅0.456m、遅角331.9゜（大串）を与えた。

また、陸域からの負荷としては鴨部川からの流入負荷３．９×10｜mO/dayを与えた。当該海域における

物質の拡散を決定付ける水平拡散係数は、佐々木らの複数の固定点における連続観測結果Ｉ)により

l05CmVS、鉛直拡散係数については100cm2/Ｓを用いた。

佐渡海峡においては、過去の観測結果から潮流成分は微弱であることが明らかになっているため、

佐渡島南部に北東流を定常流として与えることとした。流速は、過去のＡＤＣＰデータを参考に水深50ｍ

以浅では0.28m/s、それ以深では0.14m/ｓを与えた。粒子の輸送の計算においては、陸地境界につい

てはフリースリップ条件および全反射とした。

３．閉鎖性内湾域の流況計算結果

図３，４に示した閉鎖I性の内湾である志度湾の流況に関する計算結果から、既存の調査資料Ｍ'9）

と比較しても志度湾の流動場の特徴的な現象であるＭ２分潮の半周期で転流が正確に発生しているこ

とが判る。また、長浜、玉浦の２つの支湾湾奥で流れの停滞海域が見られた。これは現地観測におい

ても潮目がはっきりと現れていること、複数の観測点における潮流楕円の計算結果と観測結果との比

較より、流速および長軸の方向ともに良い一致を示していることから物質の拡散状況を計算する上で

重要となる流動場が精度良<再現されていることを確認した。

１３４．１０'

庵iimllill==，
鎌野！

、、
｜
／
』４ iHil;zii:二三雪

鱗
3.9×lO4myday
lZ7ql鴇部川

～

グ

～ばつ

川

夙帆ⅢｒＹ塑
夙

６－百可fin 晋日

図１対象海域（志度湾） 図２計算領域
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図３流況計算結果（東流最強時） 図４流況計算結果（西流最強時）

４．植物プランクトン量の分布

１９９８年夏季の志度湾におけるクロロフイルーａの観測結果および植物プランクトン濃度の計算結果
とを比較すると、傾向的には同様の分布を示した。このことから、鴨部川河口から沖合に約1.51mま
でと玉浦湾沿岸の水深５ｍまでの海域は植物プランクトン量が高濃度域となっており、赤潮発生の可
能性が高く養殖には不適あるいは養殖筏の移動を容易にしておく等の対策が必要な海域と考えられる。
以上のことから、陸域からの負荷に伴う流況および物質の拡散状況について、植物プランクトンを

指標として現状の再現および将来の状況がある程度推定され、数値シミュレーションモデルによる環
境影響評価の妥当性が検証され、有効性の高い手法となるものと考える。

○○

図５クロロフィルーa分布観測結果(,(しg/l）図６植物プランクトン量計算結果(,(Lg-atmP/l）
（１９９８年８月）
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５．開放'性海域における検討

佐渡海峡周辺海域では、マガレイの主産卵・成育場の一つとなっており、産卵盛期は３月である。

産卵された卵・仔魚は陸棚から沖合に流失すること無く、着底前に沿岸浅海域（水深100ｍ以浅）に
到達することが、資源加入を規定する必要条件と言われている’0)。ここでは、浮遊性卵．仔魚の輸
送に関する数値シミュレーションによる計算結果を基に、マガレイの産卵戦略は、産卵期に卓越する
西風による流動場の変化に如何に適応するかということが重要であることを解明した。生物行動特,性
を考慮した計算ケースは表１に示すとおりである。

表１計算ケース
グー￣

Case-A:能動的な鉛直移動は行わず、流れに対し

て全く受動的である場合．
'

500《へ､､.／
〃０－

Ｐ
DP

’０

０グ

００

１〃

ｊ'

＝■■￣

‐夕

HL灘
Case-B:卵がよく採取される水深帯30ｍを維持す

る場合．

11)■三l製iiiiiii篝
Case-C:仔魚がよく採取される水深帯１０ｍを維持

する場合．

〃房

’０

０J

０〃 Ｎ
Ⅱ
〃
し
Ｉ

Ｎ
Ⅱ
〃
し
Ｉ

Case-D:産卵後はじめの５日間は卵のステージと

し、水深30ｍに留まり、その後仔魚のス

テージに入り１日に１ｍずつ上昇し、水

深10ｍに１２日間留まり、その後逆に１日

に５ｍずつ下降し、３０ｍまで達して、そ

の後６日後に着底する場合．

ＤＢ缶

、１

Ｊ０

Ｊ『

、１

Ｊ０

Ｊ『 ０１０ｋｍ
￣

０１０ｋｍ
￣

図７対象海域（佐渡海峡周辺海域）

※図中の矢印は流入流速を示す．

６．西風条件下における滞留率の変化

佐渡海峡周辺海域の流況の計算結果を図８に、卵・仔魚を想定した粒子追跡結果を図９～１２に示

した。計算結果より、流動場としては、流れに関する調査データが乏しいが、中田らが行った漂流ハ

ガキによる結果と比較して、計算結果と観測結果が良い一致を示していることから、計算の妥当性が

確認された。卵・仔魚の沿岸海域への滞留率については、産卵盛期に卓越する西風４m/ｓの条件下で

の計算結果から、鉛直的に中立状態を仮定した場合と産卵水深（30ｍ深）を維持させた場合共に産卵

後約２週間で卵・仔魚は領域外に流失した。一方、水深１０ｍを維持させた場合は、産卵場からほと

んど移動せず、３０ｍと１０ｍの水深帯を浮上・下降させた行動特性を与えた場合のみ着底場（成育場）

へ輸送されることが判った。図１３に西風の強さを変動させた場合の滞留率の変化を示した。これに

よると、西風が５m/ｓ以上になると急激に滞留率が低下することが判る。また、産卵場の下流側の陸

棚域には、陸棚の縁に沿った沖合の流れの後流域が発達していることが判る。マガレイは、産卵盛期

に卓越する西風によって生じる流れ（上層で岸向き、下層で沖向き）と卵・仔魚の成長に伴う分布水

深変化をうまく整合させることによって、この渦流域への取り込みと滞留を促進させていることが考

えられる。

－７４－

Yamazaki
画像
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図１１粒子追跡計算結果(Case-C）図８流況計算結果（水深0-10m）
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図1２粒子追跡計算結果(Case-D）図９粒子追跡計算結果(Case-A）
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図１３西風条件下における風速と滞留率の関係

図１０粒子追跡計算結果(Case-B）

7５



７．環境管理システムの提案

これまでの沿岸域における各種開発や汚染物質の流入時、赤潮発生時の環境影響評価および対応策

は、必ずしも充分であったとは言い難い。そこで海上局における現地観測データの継続的なモニタリ

ング結果を陸上局（例えば漁協）を必要とせずリアルタイムで直接監視局へ転送し、そこで数値シミ

ュレーションによる汚染物質、赤潮等の拡散状況を推定した結果を予測とはならないまでも予報的に

通知できるだけでも被害は大幅に軽減できるものと考えた。今回提案する海域環境管理システムの概

念図を図１４に示す。海上局としては、海上浮体施設（養殖筏等）に各種センサーユニット（生物付

着防止装置を装備）を設置し、一定時間間隔で長期間の計測を行い、テレメータにより直接監視局(大

学、研究期間）へ転送する。電源部は電池交換作業を不要とする太陽電池とする。監視局は、制御部

（データの年報処理的なプログラムも装備)、通信モデムおよび電話回線からなる。海上局から転送

されたデータを環境条件として、監視局で数値シミュレーションモデルに適用することにより、物質

の拡散（赤潮パッチの移動）状況等の推定精度を向上させ、周辺住民や漁協等へ通知する。この予報

に基づき、漁民は養殖筏を移動するなど赤潮発生予想海域への各種対策を施し、水産資源を保護する

ことになる。最近では、データ転送に通信衛星を利用したシステムが使用されているが、経費的な問

題が残っている。今回提案したシステムにおいては通信費、保守・点検費においても経費削減が実現

でき、従来の観測システムに比べ有利な点が多いと考える。

０軒菫協/E7j6g言

蕊：
弓・望

届.ｉ冨缶

し

⑩

赤潮発生予測海域監視/局

ム
データ取得

環境条件の設定

Ｌ－し数値シミュレーション

図１４海域環境監視・管理システム概念図
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８．まとめ

沿岸域における様々な開発に伴い、生物生息環境をも含めた事前の環境影響評価の要請は高まる一

方である。今回は、数値シミュレーションモデルを利用した海域環境管理システムの一例を示した。

しかし、計算の中で適用する生物特有の各種収支係数の取り扱いは、生態系を詳しく記述しようとす

ればより複雑な問題が生じてくる。これには生物学的研究と工学的研究の融合が不可欠となり、各々

が現地観測によって得られたデータを吟味し、より精度の高いシミュレーションモデルの構築が望ま

れる。今回提案したシステムは従来の管理システムに比べ通信精度および経費的な面で有利と考えら

れ、リアルタイムなモニタリング結果を数値シミュレーションに適用し、環境影響評価の定量的検討

を行うことを目指している。これにより、各種環境問題を抱える地域へ問題発生前の予報的な役割を

果たす貢献度の高い環境管理システムとなり得ると考えるので、実機実験による有効性の検証を行う

予定である。
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ナウフアス（全国港湾海洋波浪情報網）について

永井紀彦

運輸省港湾技術研究所水工部海象調査研究室長

１．はじめに

ナウファス（全国港湾海洋波浪情報網：NOWPHAS：NationwideOceanWaveinformtion

networkforPostsandHArbourS）は、沿岸域の開発・利用・防災事業を行う際、その計画・設

計・施工の各段階で必要となる波高・周期・波向などの波浪情報を、観測・解析・提供する全国沿岸

の波浪情報ネットワークである。本稿は、超音波を応用した波浪観測を行っているナウフアスの現況

と最新の成果を述べたものであるⅢ。

２．沿岸波浪観測情報の活用と技術開発の必要性

波浪は海洋における複雑な現象であるため、潮位や風などに比べて観測が困難である。このため、

波浪観測情報は、以下のように汎用的に活用される重要な情報であるが、十分に満足のできる情報が

得られなかったのが実情であった。

（１）海洋・沿岸開発計画策定

港内の静穏度を確保するための防波堤等の外郭施設の配置計画策定などにあたっては、どのような

方向からどのような波高・周期の波がどんな頻度で来襲するかが、計画策定の基本的な与条件となる

重要な情報となる。

（２）海洋・沿岸の施設（構造物）の設計

波浪は、海洋・沿岸構造物に作用する最も支配的かつ特徴的な外力であるため、設計対象外力（設

計波）の波高・周期・波向の観測データに裏づけられた合理的な算定（長期極値波浪統計）が重要で

ある。

（３）施工

海上工事では、休止率の合理的算定が施工計画・積算に反映される。このため、信頼性の高い波浪

の出現統計が求められる。

（４）海上工事の安全管理

波浪実況情報は、工事安全管理情報の基本である。一般に、海上作業（係留荷役やケーソン設置）

は２－３日間の連続工程となり、作業中断が困難なので、波浪実況値に加えて、短期間の波浪予測情

報も重要な役割を果たす。

（５）災害対策その他の調査研究

海洋．沿岸構造物の被災の原因究明にあたっては、波浪・高潮・津波などの外力条件の正確な把握

が重要である。このため、波形記録の確実な取得が、災害の原因究明に直接役立つ。復旧計画策定に

も地域防災計画策定にも、過去の災害記録が活かされる。
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３．ナウファスの開発・改良

（１）ナウファス

図－１は、１９９９年末時点（予定）におけるナウフアス波浪観測地点の分布を示したものである。

日本海側および太平洋側それぞれについて、北海道から沖縄に至る我国の沿岸全体に観測地点が分布

している状況がわかる。全国53観測地点（うち６地点は1999年から観測開始）で観測されるデータ

は、運輸省港湾技術研究所で集中的に解析が行われ、１９７０年以降、毎年欠かすことなく刊行されて

いる波浪観測年報や、概ね５年毎に刊行されている長期波浪観測統計報にとりまとめられ、数多くの

関係機関に幅広く活用されている3)，'Ｍ)'1） ｡

’
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図－１ナウファス（全国港湾海洋波浪情報網）ネットワーク（1999年末予定）

（２）ナウファスの発展の経緯

運輸省港湾局、第一から第五までの各港湾建設局、北海道開発局、沖縄総合事務局、および港湾技

術研究所は、２．で述べた港湾および海岸事業の計画・調査・設計・施工のための必要に迫られて、

戦後、我国沿岸の波浪特性の解明に向けて、多くの努力を払ってきた。
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ナウフアスは、１９５０年代の水圧式波高計の開発研究から、その基礎が開始された。その後、今日

に至るまで、一貫して、①波浪観測機器の開発・改良、②波浪観測ネットワークの充実、③波浪観

測データの収集解析システムの高度化、④波浪観測情報のより一層の有効活用のための研究開発、

によって、開発・改良が進められた。本稿の最後に、付録としてナウファスのあゆみを示す。

（３）最近の技術開発成果

ナウファスの歴史の中においても、特に、最近の約５年間の間にはめざましい技術開発がなされ、

波浪観測データの汎用的な活用が飛躍的に進められた。最近の技術開発の内容を以下に示す。

①波浪観測機器（海象計）の開発・改良（海象計の開発：1989.4-1995.3）

②波浪観測統計の信頼性向上と解析結果の統計解析（1993.3ﾒﾝﾃﾅﾝｽﾏﾆｭｱﾙ作成、1996.5同改訂）

③津波・長周期波観測（連続ﾃﾞｰﾀ収集ｼｽﾃﾑの開発）（1993.4-1996.3）

④ｶﾑｲﾝｽﾞ波浪･気象情報情報提供ｼｽﾃﾑの開発（1995.4-1997.3）

以下の各章で、それぞれの技術開発項目について解説する。

４．既存の波浪観測機器の限界と海象計の開発

４．１既存の各種波浪観測機器について

（１）水圧式波高計

わが国における計測機器による波浪の定常観測は、１９５０年代にその基礎が開始されたが、当時は

海底における圧力変動を計測する水圧式波高計が主流であった。

しかし、深海波（波長が水深の１／２以下の比較的周期が短い波）では波による水粒子の運動は海

底まで到達しないため、短周期の波に対するほど水圧式波高計の感度は鈍くなる。このため、水圧式

波高計で記録される波形は、表面波形そのものではなく、表面波形から短周期成分を取り除いたよう

な形状になる問題点を有している。すなわち、水圧式波高計では、直接海面の上下変動を計ることは

できない。ローパスフィルターを通した観測記録を得ることになる。近年、水圧変動から表面波形を

精度よく換算する手法が開発・改良されてはいるが')、超音波による直接水位変動計測に比べれば、

観測データの精度と信頼性は、若干低いものにならざるを得ない。

（２）ブイ式波高計・波向計

ブイに設置された鉛直加速度計によって、水面の上下運動を計測するものである。水平加速度計や

傾斜計を取り付けることによって、波向や方向スペクトルの測定も可能となる長所を有している。デ

ータは陸上観測局へ無線で送られるタイプのものが多くケーブル設置工事の必要がないこと、大水深

における設置も容易であることなどの長所もある。このため、海底設置センサーのメンテナンスが困

難であるとされる水深５０ｍ以深の大水深波浪観測には、ブイ式波高計が採用されることが多くなっ

ている。

しかし、加速度の小さい長周期成分の検出はできない短所を有しており、津波などの長周期波の観

測に適用することはできない。また、風や係留系の影響によってブイの運動と波に伴う水粒子運動が

必ずしも一致しない場合があり、観測波向の信頼性が必ずしも高くない問題点がある。

（３）超音波式波高計（ＵＳＷ）

１９６０年代になって超音波式波高計（ＵＳＷ）が開発された。ＵＳＷは、水圧式波高計に比べて、

波形が歪むことがなく水面の上下変動が得られる点で有利であることから、ナウファスの主力波高計

として、全国各地において用いられるようになった。

ＵＳＷは、海底に設置されるセンサー、センサーと陸上観測局とを結ぶ海底ケーブル、および陸上
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観測局に設置されるアンプ（波高計本体）から構成されている。超音波信号が水中を伝わる速度がほ

ぼ一定であることから、海底に固定設置されたセンサーから鉛直上方に発射した超音波信号を、海面

での反射後に同じ位置で受信するまでの経過時間を測定することによって、刻々の海面の高さを検出

することができ、波の波形を捉えることができる。ＵＷＳによって、波高・周期に限れば、水深５０

ｍ程度の沖波に近い波浪を、海底に設置された単一のセンサーで直接計測することが可能となった。

（４）超音波式流速計型波向計（ＣＷＤ）

ＣＷＤの測定原理は、超音波が水中の２点間を伝搬するとき、水が流れている場合にはその流速成

分に対応して伝搬速度が変化することを応用している。ブイ式とは異なり、表面ではなく海底の水粒

子の運動を捉えるので、観測結果の信頼'性は高い長所がある。

しかし、深海波（波長が水深の１／２以下の比較的周期が短い波）では波による水粒子の運動は海

底まで到達しないため、深海波の波向を計ることはできない。すなわち、屈折や浅水変形を受ける前

の沖波の波向測定はできず､屈折の影響を受けた浅海波の波向しか測定できない問題点を有している。

このため、ＵＳＷによって水深５０ｍ地点の波高・周期を観測することができても、ＣＷＤによる波

向観測は、それより浅い水深３０ｍ程度の地点で行わざるを得ない問題点が残されていた。

（５）波高計アレーによる沖波の波向観測

ＣＷＤには上述のような問題点があったため、精度と信頼'性の高い沖合の方向スペクトルを観測す

るため、いわき沖および新潟沖では３－４台の波高計をアレー配置する観測が実施された。アレー観

測は、各波高計による水位変動記録のクロススペクトルをもとに、方向スペクトルを推定するもので

ある。精度と信頼'性は優れているが、通常の波浪観測に比べて多大な経費がかかるため、多くの観測

地点にアレー方式を導入することはできなかった。

４．２．海象計の開発

（１）海象計開発の経緯

ブイ式波向計は信頼'性が十分とは言えない。ＣＷＤによる観測波向は、屈折の影響を受けた海底地

形に依存する局所的な波向であり、海域を代表する波向とは必ずしも言えない。他方、アレー方式は

経費がかかりすぎる。こうした背景によって、センサーは海底面上に設置されるものの、海底面と水

表面の中間層における水粒子速度を測定できる観測機器の開発が望まれていた。このため、1989年

から1995年にかけて、運輸省港湾技術研究所、（社）海洋調査協会、および（株）カイジヨーは、共

同研究によって、波高・周期・波向を一体的に観測し、なおかつ、屈折の影響を受ける前の沖波（深

海波）の波向（方向スペクトル）の観測を単一のセンサーで行うことができる、海象計を開発した
8)，ＩＩｌＯ)，１１）

｡

（２）海象計の波向計測原理

沖波（深海波）の波向（方向スペクトル）の観測を従来よりも簡易かつ安価に行うため、海底設置

センサーを用いて海底面と水表面の中間層における水粒子速度を測定できる観測機器の開発が望まれ

ていた。海象計は、こうした期待に応えたものである。

図－２に、海象計の概念図を示す。写真－１は、海象計の海中検出部を、４．１で紹介した１９６０

年代に開発された超音波式波高計（ＵＳＷ)、および1970年代に開発された超音波式流速計型波向計

（ＣＷＤ）とともに、示したものである。

海象計は、鉛直上方および斜め３方向の合計４方向に、超音波の発信と受信を繰り返し、海面の上

下変動（波高・周期）と波浪の方向スペクトル（波向）を、同時に観測することができる。多層式流

－８１－



速計の測定層は任意で、陸上部より設定可能となっている。

地点における流向流速の測定が可能となるので、海底面でｚ

関しても、波向や方向スペクトルの測定が可能となる。

っている。このため、海底と水面との間の任意水深

海底面で水粒子の水平運動が観測できない深海波に

蕊蕊!；『録;灘
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図－３海象計によって観測された方向スペクトルの例図－２海象計の測定原理

海象計は、メンテナンス作業の実用的な限界水深とされる最大水深５０ｍまで設置可能な送受波器、

陸上の観測小屋内に設置される増幅器・データ演算収録器、および両者を結ぶ海中ケーブルから構成

される。海中ケーブルは多重伝送方式をとっているため、観測チャンネル数の増加にもかかわらず、

従来のＵＳＷで使用されている４芯ケーブルをそのまま利用することが可能である。

図－３は、海象計によって観測された方向スペクトルの一例を示したものである。
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（３）海象計の展開

海象計は、1995年に実用化されたばかりの新しい観測機器ではあるが、図－１に示したように、

ナウファス５３観測地点中の１３観測地点（1999年末予定）に導入が進み、ナウファスの主たる波浪

観測機器になっている。また、建設省、地方自治体、電力会社等による波浪観測にも、海象計が採用

される事例が多くなっており、ナウファスに加えて、さらに全国１５観測地点で海象計が展開されて

いる。

海象計は、沿岸波浪観測情報の大幅な質の向上をもたらしたため、（財）日本水路協会の平成７年

度水路技術奨励賞を受賞した。

５．波候統計の信頼Ｉ性の向上

（１）波候統計とは

気象の特'性のことを気候と呼ばれるように、波浪の特'性のことは波候という用語で表現される。

沿岸波浪観測データから明らかにされる波浪の出現特'性は、通常、統計解析によって求められる。

ただし、統計解析は、通常、時間的スケールから、短期統計と、中・長期統計とに区分される。ここ

で、短期統計とは、通常、波浪観測の単位である２０分間の間に観測される０．５秒間隔の水位・流速

変動記録の統計解析のことであって、例えば、平均波高・有義波高・最高波高の相互の大きさの比な

どを検討するものとして用いられることが多い。

しかし、通常、波候統計と言う場合は、主として、中．長期間の波浪出現特Ｉ性の統計を意味してお

り、１年以上の期間における波浪観測データをもとに、波高の季節変動・経年変動の検討、あるいは

波高階級別の波浪の出現頻度分布の海域別・季節別の検討などを意味する。より、長期間の統計、例

えば設計などに用いられる５０年確率波高の検討なども、波候統計の中に含めて考えることができる

が、こうした、実際の波浪観測が行われた期間よりも長い期間を対象として外挿によって確率波の波

高や周期を検討しなければならない統計は、特に、極値統計と呼ばれている。

ナウファス波浪観測データの１９７０年以降の蓄積・管理・解析によって、最近になって、ようやく

観測データに基づいた信頼性の高い波候統計の解析が、行われるようになった。この結果、１９９７年１１

月の全国統計連合会総会で、ナウファス波候統計は、海洋調査部門では初めての統計の最高峰である

大内賞を受賞し、正式に統計の１分野として認知されるに至った。

（２）長期波候統計の解析例と今後の課題
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図－４は、日本海側・太平洋側両海域の、各観測地点毎の各年の平均有義波高を累年平均値で除し

て無次元化した値の対数値を示したものである。ここで、各年の平均値のプロットは、当該年におけ

るすべての月で平均データ測得率が50％を超えた場合のみ行っている。

太平洋側で波が高い年は日本海側で低く、太平洋側で低い年は日本海側で高い傾向が、見られるよ

うである。また、北太平洋の船舶からの波浪目視観測解析結果とも一致して、１９８０年代を通じて太

平洋側では年平均波高の増加傾向が見られるが、日本海側についても、やはり同様な平均波高の増加

傾向が見られる。こうした経年変動の要因は必ずしもまだ明らかではないが、平均気温や海水温度等

の気象海象現象との対応の検討など、多くの課題が残されている１２)。

（３）海象観測機器のメンテナンス

我国の沿岸波浪観測は、主として海底設置式の超音波送受波器で行われている。海底設置式の超音

波送受波器は、長期間放置しておけば、海中生物等の付着や腐食の影響によって、異常データの混入

が次第に多くなることは避けられない。このため、機器の定期的なメンテナンスが重要となる。しか

し、従来は、それぞれの波高計・波向計を管理する担当者の個別判断によって、メンテナンスの実施

内容や頻度は、観測地点毎に大きく水準が異なっていたのが実態であった。

このため、それまでのメンテナンス事例をふまえた統一的な基準（メンテナンスマニュアル）をと

りまとめ、1993年以降、ナウファス各観測地点の機器メンテナンスを、計画的に統一基準に基づい

て実施することとなり、観測データの統計的信頼性の向上をめざすこととなった。メンテンナンスを

一括実施する、（社）海洋調査協会では、有識者を集めた審査委員会を組織し、毎年のメンテナンス

の向上と合理化に努めている。メンテナンスマニュアルも、毎年のように、見直し改善が進められて

おり、ナウファス波浪観測データの信頼'性がよりいっそう、確かなものとなっている。

６．切れ目のない連続観測による津波・長周期波の観測

（１）津波波形を捉える

津波は､一瞬のうちに沿岸域に多大な人的物的な被害を幾度となく与え続けてきた｡最近では、１９９３

年北海道南西沖地震津波の被害が、多くの人々の記憶に生々しいところである。しかし、津波の実態

を、その波形記録から明らかにすることができるようになったのは、ごく最近のことであり、１９９３

年北海道南西沖地震津波より前に発生した津波の現地実測データとして活用されてきたのは、遡上痕

跡と検潮記録だけであった。

遡上痕跡と検潮記録は、もちろん津波の実態解明のために重要なものではあるが、十分なものでは

ない。特に、港内の検潮井戸で測定される潮位変動記録は、導水管を経ている水位変動記録であるた

め、１０分程度以下の周期の短い振動成分を正確に把握することは事実上きわめて困難である。この

ため、沖合における津波の波形記録の取得が重要な意味を持つことになる。

図－５は、津波来襲後の沖合波浪計による津波波形記録の典型的な例であり、１９９３年北海道南西

沖地震津波を輪島港沖合で記録したものである。この地震は、７月１２日２２:１７に発生したものであ

るが、日本海を伝播したため、２３:５０から０:１０までの輪島港沖合波浪観測時にちょうど第１波目を

観測することができたことが、港内の検潮記録との比較によって明らかにされている。

横軸に２０分間の観測時間をとり、上から順に、水深５０ｍ地点における超音波式波高計によって測

得された水位変動刀（、)､水深27ｍ地点における流向流速計による水平流れのベクトル表示結果(方

向とスケールは凡例の示す通り)、水平流速の絶対値Ｕ（m／s)、水平流の方向ｅ（度）を表示して

いる。秒速0.3m／ｓ以上の顕著な水平流速が２回、記録中に現れている。はじめのピークは２３:5６

－８４－



頃発生しており、この時の流れの向きはＳ方向であり、津波の進行方向とは逆向きの引き波であった

ことを意味している。２番目の流速の顕著なピークは、０:０４頃発生しているが、この時の流れの向

きはＮ方向となっており、今度は津波が押し波であったことを意味している。引き波と押し波の時間

差の２倍を津波の周期と考えれば、津波の周期は約１６分と推定される'3)。

（２）切れ目のない連続観測による津波波形捕捉

図－５の観測を契機として、沖合波浪計の津波観測への役割が認められた。そして、従来は２時間

毎に２０分間だけ０．５秒間隔でデータをサンプリングすることが一般的であった波浪観測を、切れ目

なく連続的にデータ収集させることが強く望まれ、システムの増強にただちに着手した。この結果、

その後の１９９４年北海道東方沖地震津波、1996年イリアンジヤヤ地震津波来襲時にあたっては、切れ

目のない沖合連続津波観測記録が複数の地点で記録されるようになった。

図－６は、沖合波高計の連続観測による津波波形の特性把握事例を示したものである。図中には、

伊豆大島波浮港沖合波高計と東京湾口に位置する横須賀市久里浜湾（港研：港湾技術研究所）岸壁前

面波高計における、1996年イリアンジヤヤ地震津波の、風波成分（周期３０秒以下）と潮位変動をと

り除いた観測波形記録を、表示しているＨ)。

図中の矢印は津波第１波のピークを示すが、波浮では港研よりも４０分程度津波到達が早かったこ

と、港研では波浮に比べて津波が大きく増幅されたことが、示されている。港研における波形は、は

じめの数波に関して次第に振幅が増加し、ビート形状を示していることから、共振増幅されているこ

とがわかる。これは、久里浜と東京湾対岸の浜金谷との間の反射モードによる固有周期（１５分程度）

と津波周期が比較的近かったためである。こうした沖合波浪計と港内検潮器との一体的な切れ目のな

い連続観測記録は、津波の伝播・増幅過程を明らかにする重要なデータになっている。
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.■00.1000

WＩ ,ＷＶ HllIlh4m1,， ｂ■△曲LAMAM壜Ｌ ,山． ､ＭＭＩ -A、I！ ＤＭⅡ｣｣１月WmLIn

qrhll MMl1lIiP
■可･‘▼・ＦＤ

１Ｎ鯛 mwWLlD‘Ww''１W ＴＩ
丁

7 `叩
000.7

７「

-Ｍ」 ﾑﾉ側
〆RTwﾍﾍ ⅡＩ、

１．ｍ

〆
－Ｖ

ｈ 1-- ハハノ 凧Ｌ＿1

－~凸一一ン打 ソアＮＦ‘／Ｖ
画

v、／Ｖ

十
－Ｊ八 ん人_j型 ＡＡＡ aｎＵ VI-n-」 ■-」ヘム」 1戸4｣山込

▽■Ｆ‐_ Ｖ￣｢。￣ lｖＶｖ
U■

'ＷＷ V戸▽ＶＶ ▽ ＵＵ

甲

△■ 且 1Ａ

↓ Ａ Ｖ[1１ |ＡＡＡ Ａｌ

ｖＶｌ
ＶＶ Ｖ ノ '１Ｖ Ⅲ1１ Ｖｌヘ

vｖＩ Ｖ
▼

Ｖ

■ ’－－ －%１１
「

ノ ﾉﾛﾛＩ
'￣函いず Ｉ

咀 叱嘩.〆 ノ ､
ユュ

浄hｕ ﾉｰﾍﾞ.勺 Ｌ 錫Ｊｏ
Ｔ￣。

七 ‐ノ ７



（３）見えない波（長周期波）

沖合波高計の切れ目のない連続的な観測データによって得られる周期の長い波（長周期波）に関す

る情報は、津波来襲時ばかりではなく常時においても有用であることが期待されている。

最近、従来から用いられている有義波高だけでは、港湾の静穏度が正しく評価できないことが多く

指摘されている。有義波高が低く港湾の中の波は穏やかに見える時であっても、長周期波の影響で、

港湾内の船舶や作業船の動揺が大きく、係留索が切断して荷役ができなかったり、海上工事の中断を

余儀なくせざるを得ない事例が、数多く報告されているためである。長周期波は、たとえ波高が小さ

くても港湾の静穏度を大きく左右する。これは、長周期波は、港湾の地形に伴う湾の固有周期（数分

から数十分のオーダー)、あるいは、船舶の質量と係留索のバネ定数によって生ずる係留系の持つ固

有周期（やはり数分から数十分のオーダー）などと共振現象を引き起こすからである。

ナウファスでは、１９９７年以降、切れ目のない連続的な沖合波浪観測データの収集地点数を順次増

やして、スペクトル解析による長周期波の周波数帯別エネルギー解析による我国沿岸の長周期波の出

現特性統計の検討を開始した'5)。

７．波浪予測

精度と信頼'性の高い波浪予測・実況情報は、港湾をはじめとした海上工事の実施にあたって非常に

重要なものとなる。このため、１９８１年に示された、運輸技術審議会答申第１０号では、運輸省港湾局

と気象庁が相互に協力をして波浪観測網の整備を行い、観測データのリアルタイム活用をめざす沿岸

波浪センター（仮称）を設立することを、目標として掲げていた。

オンラインリアルタイムでのＩ情報提供

気象業務支援センター波浪ポイント予測

繍口旦二
[ヨ

薑一三三 Ｉ三潟 白’
一￣

沿岸開発技術
研究センター

気象庁日本気象協会
港湾技術研究所

波浪実況情報(47地点）
ＮｏＷＰＨＡＳ

･波浪実況情報(１１地点）
･波浪･海上風予測情報
･気象情報

巳二F八三Ｍｻﾞｰ端■､…現在（
図－７カムインズの情報のフロー
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表－１カムインズの情報表示内容

〒ＴＦ墨囿茗T二丁了關蔚Ｔｉ置藏:~嶺７３丁襄宗7i癒丁?1袰宗時舗隔

経時変化図

■

■

ユサーの指定

する朝位

日本全国及ひ

弦、′ノク

日本周Ｌ

日本広域

台風進路

詳細情幸

１時間

（接近時）
北太平洋域

：二ロ

オ目：ニロ

(１９９８．１０現在）

その後、さまざまな軒余曲折はあったが、１９９５年になって、（財）沿岸開発技術研究センターの中

に波浪情報センターが設立された。波浪情報センターでは、全国港湾海洋波浪情報網（ナウファス）

波浪観測データと気象庁による各種気象海象情報を統合し、精度と信頼'性の高い波浪予測・実況情報

を提供する沿岸気象海象情報配信システム（カムインズ：ＣＯＭＥＩＮＳ：Coastally

OceanographicMEteorologicallNfolmationSystem）の開発を行い、１９９７年より運用を開始

した’1)。カムインズとは、気象庁が配信する数値気象情報とナウファスによる沿岸波浪観測実況情

報を統合したシステムであり、波浪実況情報、波浪・海上風予測情報（ポイント予測も可)、地震・
津波を含む各種気象海象情報を、リアルタイム表示するものである。

図－７にカムインズの情報のフローを、表－１にカムインズによる表示情報の内容を示す。カムイ

ンズは１９９７年から本格運用を開始したばかりであるが、１９９９年６月現在、全国３０地点にその端末
が設置されており、我国沿岸の波浪情報ネットワークの充実がはかられている。

謝辞

最後に、ナウファスは、運輸省港湾局、港湾建設局（第一から第五)、北海道開発局、沖縄総合事

務局、港湾技術研究所、（財）沿岸開発技術研究センター、（社）海洋調査協会等の数多くの関係者の
ご努力によって、構築・改良・運用されていることを述べ、謝意を表する。
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気象庁
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気象庁：１１
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該当ブロック

ユーザーの指定

する地点

(最大5地点）

平面分布図

経時変化図

波浪日表
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経時変化図
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付録（ナウファスのあゆみ）

波浪観測機器の開発に関する研究が運輸技術研究所ではじまる

水深20ｍ程度の浅水深で観測する水圧式波高計の開発・改良

港湾技術研究所設立（1962.4）

水深50ｍ程度の沖波の観測が可能な超音波式波高計（ＵＳＷ）の開発・改良

波浪に関する拠点観測がはじまる（全国の港湾建設局等の波浪観測データの集中解析）

高橋智晴（他４名）：波浪に関する拠点観測年報（昭和45年)、港湾技研資料Nql37

以後、毎年拠点観測年報を作成（６観測地点）

水深20ｍ程度の浅水深で観測する超音波式流速計型波向計（ＣＷＤ）の開発・改良

拠点観測年報を沿岸波浪観測年報に表題を改め、集中処理解析を充実

高橋智晴（他３名）：沿岸波浪観測年報（昭和５５年)，港湾技研資料Nq417

以後、毎年沿岸波浪観測年報を作成（32観測地点）

運輸大臣特殊功績表彰（波浪観測機器開発と標準化）

運輸技術審議会答申第１０号１９８０年代における海洋調査の推進方策

・波浪観測網の充実・波向観測の標準化

.津波等の長周期波観測・港湾局気象庁間の情報利用体制整備

などを、目標施策として定めた。

リアルタイムデータ収集システムの開発

永井紀彦海象調査研究室長就任（２月１日）

沿岸波浪観測をナウファス（全国港湾海洋波浪情報網）と改名

永井紀彦（他３名）：全国港湾海洋波浪観測年報（NOWPHAS1991），

港湾技研資料No.745 （42観測地点）

気象庁とのリアルタイム情報交換方式の検討を開始

波浪観測資料出版開始（NOWPHAS1991）（(財)沿岸開発技術研究ｾﾝﾀｰによる情報公開）

北海道南西沖地震津波（７月１２日）：切れ目のない連続観測システムの開発に着手

（社）海洋調査協会波浪観測機器の統一メンテナンス業務開始

土木学会第１回技術功労賞受賞

（設立80周年記念式典：波浪観測の分野で土木工学の発展に貢献）

海象計の開発・実用化完成（単一センサーで沖波の波向観測実現）

（財）沿岸開発技術研究センター波浪情報部設立（４月）

ＣＯＭＥＩＮＳの開発に着手（常陸那珂港などで現地実証実験）

水路技術奨励賞受賞（海象計の開発：（財）日本水路協会）

ナウファス波浪観測データの気象庁へのリアルタイム配信開始

イリアンジヤヤ地震津波（２月１７日）：切れ目のない連続観測ｼｽﾃﾑによる津波波形解析

（東京湾における津波の共振増幅現象を明らかにする）

ＣＯＭＥＩＮＳの運用開始（ナホトカ号重油流出事故対策への貢献）

（沿岸ｾﾝﾀｰ：日本港湾協会技術賞、運輸大臣感謝状、優秀情報処理ｼｽﾃﾑ賞等受賞）

ナウファスの統計としての評価（第４８回全国統計大会：統計の最高峰大内賞受賞）

土木学会技術開発賞（ナウフアスの開発改良）

1950年代

1960年代

1970年

1970年代

1980年

1981年

1990年頃

1991年

1993年

1994年

1995年

1996年

1997年

1998年
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1999年 最新の波浪観測年報刊行

永井紀彦（他３名）：全国港湾海洋波浪観測年報（NOWPHAS1997），

港湾技研資料Nq926 （51観測地点）

世界初の長周期波の出現統計解析

永井紀彦（他４名）：ナウフアスの連続観測化による我国沿岸の長周期波の観測，

港湾技術研究所報告第３８巻第１号

運輸大臣特殊功績表彰（ナウファス：波浪・津波・長周期波の観測・解析技術）

前田工学賞受賞（年間優秀学位論文（ナウファス）：（財)前田記念工学振興財団）

運輸大臣特殊功績表彰（ナウファス：波浪

前田工学賞受賞（年間優秀学位論文（ナウラ

海洋工学パネル（講演：ナウファスについて）
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■午後の部－２討論

●司会（遠藤）はじめにご紹介のありました末永先生の講演では、生物生態の生態系の
モデルなどを使いましてプランクトンの分布あるいは赤潮の予測というような問題への適

用、そしてまた行動特'性などを考慮し、物理モデルとの対応による新しい資源の予測など

のお話があったと思います。また、ただいまの永井先生のお話では、非常に信頼性のある

高度な波浪観測データが取得できるようになって、リアルタイムの情報、長期の予測など、

信頼性の確保ができるというお話をいただいたと思います。それでは早速、討議に入りた

いと思います。お２人の講演に対しまして、どちらの講演でも結構でございますのでご質

問等がありましたらお願いします。挙手をもってお願いいたします。

●斎藤（日本大学）末永先生にお伺いしたいのですが、志度湾というのは比較的狭い湾

ですから、瀬戸内海のいちばん端の生態というのに非常に多くの示唆に富んでいたのです

が、燧灘のようなところは、ああいう部分のシミュレーションは先生のお話にあったかと

思いますが、養殖不可能な地域となっております。といいますのは、ここは工場地帯であ

りまして汚染物質が出てきて、それが合成されるために赤潮が発生しています。そういう

ところでもありますので、この整合Ｉ性についてもう少し詳しく教えていただければと思い

ます。

●末永ご質問ありがとうございます。基本的に手法としましては同じ手法を使いまして

燧灘、紀伊水道まで含めたいろいろな計算で得た結果はかなり一致するのではないかと思

います。精度に関しましてもかなり高い精度で流動場の再現あるいは物質の拡散というも

のの研究成果が残されていまして、今、私としましては瀬戸内海の範囲で、まだ広範囲な

部分としましては最初に申しましたように赤潮のみならず、今非常に深刻な問題になって

いる海砂の採取の問題がありますので、香川県と瀬戸内海全域を一つの川みたいなものに

見立てて、それにこの備讃瀬戸に関する数値モデルを構築しまして先ほどの、流れの場は

ほぼ正確に再現できていることを確認しております。

それに対して何をターゲットにしているかというと今は生物を、海砂に代表されるよう

に反対派の意見あるいは肯定派の意見というものが必ず出てきまして、何かの生物種を対

象にしてそれがいなくなるとか、それのベッドがなくなるというかなり専門的になってい

くわけです。生物的な話で責められるとちょっと開発に対して厳しい部分が出てくるので

すが、私としまして今考えておりますのは、備讃瀬戸における流れの場の再現ができてい

るということで、それに対していちばん問題になっているイカナゴの資源量の変動の予測

を、果たして海砂だけではなくて、あるいは佐渡海峡でも顕著なファクターになっている

風とかそういったものの影響を考慮した場合の備讃瀬戸での資源量の変動みたいなものを

研究の計画を立てて計算をしているところです。それは海域が変わっても、かなり広範囲

になっても可能であります。

●斎藤それは海域を絞ってやったわけですか。

●末永まさにおっしゃるとおりで、今実は備讃瀬戸の海域のモデルに関しましては大領

域と小領域ということを考えておりまして、つまり備讃瀬戸全域の流れの場の再現性を確
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認したのち、例えばここらあたりで海砂をたくさん取り過ぎて海底地形が変わっていると

か、それによって生物がいなくなったようなところを、構造物を置くといった場合でもい

いのですが、そういった場所をターゲットにしまして、大きな領域で求めた流れの場をそ

ういった小領域の、ある部分にターゲットを絞った場合、その小さい領域では各境界に大

領域に求めた流速を境界条件として与えて、より細かいエリアでより細かいメッシュでの

検討を可能にしていくということでやっております。

●斎藤永井さんに質問があります。あの定点の観測データは前々から港湾局のデータを

利用していたのですか。ナウファスのデータを捉えまして、それを裏づけにしたらどうか

と思うのですが、再現性を確認してからでないとわかりませんが、データというのは海域

によっては違ってくるので、２０年報を見ますとこのへんの部分がわかるのでしょうか、

定性｣性としてはどうなのでしょうか。

●永井ご質問ありがとうございます。２０年報を出しましたのが１９９２年で、当時はそこ

までやりきれなかったというのが正直なところですけれど、その後データの蓄積も進みま

してもう一度２０年報を見直そうということで動き始めたところです。具体的な文献とし

ましては、昨年の土木学会で海岸工学講演会というのを１１月にやっておりまして、昨年

の海岸工学論文集のなかに横浜国立大学の合田先生と連名で北太平洋沿岸についてどうい

った分布関数に当てはめたらいいのかというような検討をしております。また今年の宮崎

でやったばかりの海洋開発シンポジウムでもやはり土木学会から、もう少し太平洋の南側

の領域でもどうなっているかという検討を発表しております。

ちょうど当てはめ関数につきまして今年の４月に、実は港湾の施設の技術上の基準の大

幅な改定が行われまして、これも主として横浜国立大の合田先生が音頭を取ってやってこ

られた話ですが、今までの技術基準ではいわゆるペトラスカス・アーガード法という手法

のなかでガンベル分布とワイブル分布のなかから当てはめ関数を決めていきましょうとい

う考え方でやってきたのですが、その後の合田先生のご研究の発展もありまして極値11型

という関数を－つ含めてもいいのではないかという形で、実は今度の技術基準の改定でも

どちらがいいですというところまでは決めきれなかったのですが、両方の手法が可能なよ

うな書きぶりになっております。これは港湾協会からすでに出版されておりますので併せ

て参考にしていただければと思います。

●斎藤どうもありがとうございました。

●乃万（漁港浅海開発コンサルタント）末永先生にお願いします。先ほど最後のあたり

で養殖不適海域ということをいわれましたが、残念ながら今の現状ではそういう言い方を

しないといけない状況になっています。一つは、つい最近養殖に関して法律ができました

が、これとの関係があるかということ。もう一つは、これはこういう形で公に水産の場で

出されたかどうか、それに対して養殖業界の反応はどうだったのか。むしろこのことはと

くに瀬戸内海ということとなりますと、かなり大きな声で「ここはもうだめですよ」とい

うことをいわざるをえない時代ではないかと思うのです。そのあたりをお聞かせいただき

たいと思います。
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●末永乃万先生のおっしゃるとおりでありまして、実はこういうことをやるときにはか

なり行政との調整を図ってものをいわなければいけないということがありまして、あくま

でも今日初めてこういう会議で出しました。ですから当面そういう水産の場においてはま

ったくこういうことはいっておりません。

しかし現実問題としておっしゃるとおり非常に深刻な問題が起きていまして、かなり継

続的な調査を毎年やっているのですが、とくに今年も夏場を中心にやっているのですけれ

ど、臭いの面からいっても明らかにひどくなっています。真っ赤なのがかなり出てきてい

ますし、乃万先生のおっしゃるとおりの現状があります。ただ、こういったことを予防的

なシステムではっきりと漁協なりにだめというからには、言う側の人間がかなりリスクを

負うということは当然わかっていると思いますし、それをどういう形で、おそらく断定的

にいうことはできないかなという感覚はもっているのですが、そういったものも含めて今

後現場のデータとそういった予測手法がそこまでいえるようなレベルになることを理想と

していますので、そういったものを検討していきたいと考えております。

●浅川（KDD海底ケーブルシステム）こういったナウファスの情報とか環境の情報とい

うような重要な情報はなるべく多くの人に共有できるようなシステムができればいいので

はないかと思っています。私も通信会社にいるものですからインターネットに非常に興味

をもっておりまして、パソコンの普及もかなり出てきて１０軒に１軒はたいていやってい

るという世の中ですから、いろいろな情報を発信するのはインターネットで配信したり受

け取ったりするのがいちばんコストが安くていいものが配信できるように思いますので、

こういったようなナウフアスのような情報をインターネットで配信するようなお考えはな

いのでしょうか。

もう一つはまことに技術的なことですが、波高計あるいはクルードフィールドセンサー

を、センサー自体は海の中にありますので、それをどうやって陸まで伝送されているのか

教えていただきたいのです。

●永井たしかにインターネットの時代になったということですけれど、実はカムインズ

のシステムというのはかなり長い歴史がありまして、元をただせば８１年の運輸技術審議

会答申のなかで気象庁と港湾局が協力してやっていこうということで相当あたためている

期間が長くかかりました。９０年代になってから開発に着手した段階でもまだ専用回線方

式ということで相当多くの方が努力をして、ようやく９７年にシステムができたというと

ころです。ところが、システムができたときにはまさに今先生がおっしゃるようにインタ

ーネットの時代になっていたというのが正直なところです。

ただ、これはなかなか難しい話でして、すべてが国費で情報公開できればいいのですが、

港湾整備特別会計のなかで事業の本来のところに使うのはいいのだけれど、一般の方に情

報を提供する部分まで負担できるのかどうかという非常に厄介な問題がありまして、その

ために、これもちょうど午前中の永田先生のご講演とまさに同じで、国がすべてやりきれ

ないから、そういった多様な要望に応えるために財団法人を通じてデータ提供をしていこ

う、ただし財団法人の職員の給料は国が払ってくれるわけではないから、ある程度独立採

算ということも考えなければいけないということで、実は専用回線方式をつくるために相

当投資をして多くの人が努力をしてきたので、それを抜きにしてまた全部インターネット

システムを最初からつくり直しなさいということに今はなかなか踏み込めない状況にある
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というのが正直なお話です。

とはいうものの、検討はスタートしておりますので、時代はもうインターネットの時代

になっておりますから、いつということは今は公言できないのですが、近々今の専用端末
方式に加えてもう少し､具体的にはインターネットということになるのでしょうけれども、

より使いやすい形でよりたくさんの方に情報を提供できるようにするべく努力はしており
ます。

それから海底センサーからの伝送ですけれど、これは情報量がかなり多いので現在は海

底のケーブル方式をとっております。これは海底ケーブル方式がいいのか、それとも一旦

ブイに引き上げて飛ばすのがいいのかというのはなかなか難しい問題ですが、ナウファス

の場合はたしかに海底ケーブルというのは設置にお金がかかりますけれど、相当長期間の

波浪統計をとることを目指してやっているものですので、少々初期投資はかかっても一旦

ケーブルを敷いてしまえばバッテリーの交換とかそういったことは必要ありませんので長

期間の定常観測には海底ケーブル方式を原則として運用しています。

ただし波浪調査の場合、それほど長期間でなくてもいい、２～３カ月間何かのアセスメ

ントとか何かでここのデータがほしいという定常観測とはまた違った形での観測の必要と

いうことも一方であります。そういったときのためにブイに引き上げる方式を、これも今

まではブイを係留するロープにそのまま信号伝送機能をもたせてしまいますと信号伝送の

方の線が切れてしまうというトラブルが多くて、簡単なように見えてなかなかうまくいか

なかったのです。最近ちょっと宣伝になりますけれど、われわれは信号伝送用複合ケーブ

ルというものを開発いたしまして、非常に簡易でしかも安く使える波浪監視計を開発いた

しました。詳しくは港湾技研資料No.860という２年前に出した資料を見ていただきたい

と思います。

それから従来タイプのセンサーでありましても、いちいちダイバーが潜らなければデー

タを引き上げられないというのはまた不便なことですので、水中伝送システムといいまし

て、近くまで船が行けばダイバーが潜らなくてもデータを超音波を使って回収することが

できるといったいシステムも実用化に至りました。これは今印刷中の港湾技研資料No.９３３

が間もなくお手元にお届けできるのではないかと準備しております。こういう状況です。

●為廣（海洋開発技術研究所）永井さんにお尋ねします。実は私は津屋崎の沖にテンシ

ヨンレグで結ばれた波浪観測ブイをつくりまして、そのときに担当の方が波向が非常によ

くわかるようになったといって喜んでいらっしゃったのですが､今日のお話を聞きまして、

非常に進歩した形で新しいシステムができたということに感心しているので、二つほどお

尋ねいたします。

一つは、全国の港湾の７０カ所ぐらいにそういう波高計があれば日本の波の状態につい

ての知識が得られるというように高橋さんもおっしゃっていたのですが、先ほどのお話で

すと海象計を９地点に設けてあるということでしたけれど、最終的にはどのぐらいの数が

考えられているのかということ。２番目は、今日は津波のお話がありましたけれど、地震

時の状態で動水圧の計測がされているかどうかという、その二つについてお聞きいたしま

す。

●永井まず全国７０カ所を目標とするというのは、１９８１年に発表されました運輸技術審

答申で、８０年代における海洋開発の目標ということで運輸省の一つの規格として定めら
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れたなかに「波浪観測ネットワークを充実させよう。全国の７０カ所ぐらいで津波観測を

目指して、しかもこのデータを気象庁と港湾局が共同利用できるような情報伝送システム

を開発しなさいと。また波向観測の標準化も行いなさい｡」という目標が示されまして、

今日お話したナウファスの改良というのは、実はその運輸技術審答申の、それをつくるに

あたっては当然当時の担当であったのが高橋智晴元室長に港湾サイドからはなっていたわ

けです。それがほぼ実現したということです。

今ナウファスのネットワークは５０地点と申しましたが、これと気象庁も全国１１府県に

沿岸波浪計をもっておりまして、今カムインズの画面では、５０地点の港湾局のデータと１１

地点の気象庁のデータとが－つに統合された形で情報提供できるようになっているわけで

す。それでも７０に足りないではないかといえばいえるのですが、リアルタイムで活用で

きるデータがほぼ６０数地点というところには至っています。

ただ、データの質という点でみますと、昔はそんなに深いところで波向を測れなかった

という事情もありまして、目標にかなった海象計が導入されているのがまだ９地点です。

今年度は若干増えまして、今年末には１３地点に増えるということです。波向計というの

は何しろ高いものですから一度にそちらに切り替えるというわけにはいきませんで、更新

のタイミングで徐々にそちらに切り替えていくということです。これは近々運輸技術審答

申に沿った形の予報網が誕生すると思います。

地震時の動水圧の話ですが、まだ実はよくわかっておりません。これは波向計があるポ

イントでまさにそこが地震の震源近くのところで初めてとれるデータでして、実は９３年

の北海道南西沖地震津波の際は水圧センターを兼ね備えた比較的震源地に近かった北海道

瀬棚港のセンサーがあったのですが、たまたまこのときに限ってセンサーがダウンしてい

るということがありまして、水圧センサーでうまく直近のデータがとられておりません。

また９５年１月１７日の阪神淡路大震災のときに神戸港の波高計が非常に弱い津波をとらえ

ているのですが、残念ながら神戸港は当時まだ水圧センサー併用方式になっておりません

で、まだなっていないのですが、超音波の記録として水面の上下変動はとれておりますけ

れども、水圧のデータまでは取得に至っていないということで、現在のところはそういっ

たデータはまだないというのが正直なところです。

●為廣どうもありがとうございました。その水圧を測るという計画はあるのでしょうか。

●永井現在の海象計もそうですし比較的新しい観測地点では、もともとの目的は違いま

すので、もとの目的は泡を巻き込んだときにデータがまったくない、有事波高がわからな

いのでは困るので水圧変動だけでも海底でとっておこうということで入れた水圧センサー

があるわけですが、少なくともその水圧センサーが０．５秒間隔でデータをとり続けている

わけですから、何らかのものはいえるようになるのではないかと思います。正直にいいま

して、地震時の動水圧を測るという目的意識は今まで私自身もあまりもっていなかったの

ですが、結果的にはそういったことが可能となっておりますので、だから地震にきてほし

いということではありませんが、データはとれる体制になっております。

●為廣どうもありがとうございました。

●高山（京都大学防災研究所）末永さんにちょっとお聞きします。マガレイの場合で卵
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とか卵稚仔の場合ですとある面では行動パターンが外力、物理環境だけで左右される可能

'性があるのですが、ある程度成長していったら自分で逃避するとか、そういうことはおそ

らくシミュレーションでは入っていないと思うのですが、そういう行動があるのではない

か、それがかなり効くのではないかという気がするのですが、そのへんはどうでしょうか。

もう一つは永井さんにお尋ねします。ナウファスで観測されているのが全国の沿岸部で

４０地点となっているわけですが、当然それぞれのポイント情報だけが入ってくるという

感じになっています。先ほどの話ではある海域ごとにどの程度の極値分布になるかを検討

されているのですが、そういうことをきちっとやっていただきたいということ。もう一つ

は極値異常波浪の分布だけではなくて、常時波浪の分布形もどのようになっているかをき

ちっと出す必要があるのではないかと考えているのですが、そのへんはどのように考えら

れているかをお聞かせ願います。

●末永基本的に完全に親に近くなってしまうと、どう生き残るかは生物自身に委ねられ

るといいますかそういった段階で、要は卵、仔魚の段階でうまく成育に適した着定場とい

うところにたどり着けるかどうかということです。たどり着ければあとはおのずとほとん

ど、たどり着いたときにさらに高次の敵害生物等の捕食もあるかもわかりませんが、たど

り着けばまず資源には加入できるだろうという仮定のもとにやっておりますので、それ以

降のステージについては今のところシミュレーションには反映しておりません。

●高山先ほどの行動パターンのなかで水深が変わりますね。例えば３０メートルから何

メートルと上がってまた下がっていくという行動パターンをとっています。それはマガレ

イそのものの意思ではなくて、例えばある程度成長したら何らかの餌をとるために単に上

がってくるというだけの話で、意思ではないのですか。

●末永意思も含めてそれが本能的なものかもしれないのですが、あくまであれはまだ親

にはなっていない段階での行動パターンでして、あそこですでに親になっているというこ

とではないのです。実際にあれが正確な行動パターンかどうかというのはわからないので

すが、現場でキャッチされた水深帯に沿ってだいたいこういう分布をしているということ

に基づく、あくまで仮定した行動パターンなのですが、現場で各ステージごとに採取され

た分布を仮定した行動パターンだけをやると、ほぼ予想されている着定場にたどり着いて

いるので、おおむねあれに近いような行動パターンをとっているのではないかと。あくま

で仔魚の段階までですけれども、そういった仮定のもとにやっておりますので、それより

あとのステージについては今回は考慮しておらず、仔魚の段階までを対象として、これは

着定するかどうかまでの検討結果です。

●永井ナウファスの長期統計につきましては、１９７０年から統計におけるデータ収集処

理が始まったというお話をしましたけれども、７０年から９９年までで３０年ということに

なりまして、今まさに長期統計をもう一度まとめ直すタイミングとなっております。その

なかで極値統計の問題も、あるいは常時波浪の出現分布の問題も取り組んでいかなければ

いけないと考えておりますが、ここから先は訂正になりますけれど、どういった形の波浪

情報の発信を行うかということで、われわれ研究室のなかだけではなかなか判断がつきに

くいところもありまして、このために財団法人の沿岸開発技術研究センターさんのなかに
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「海象情報の有効活用に関する研究会」というものを昨年度から設立いたしました。もち

ろん高山先生にも委員になっていただいておりますので、また８月に研究会を開きますけ

れども、そういった場で高山先生をはじめとする大学の先生、あるいは造船関係、いわゆ

るマリコンと呼ばれる建設関係、あるいは海運関係、そういった広い範囲の波浪データに

実際に関わられるユーザーの方々の意見を聞いたうえで極値統計情報はどういった形で出

したらいいのか、あるいは海象計によって方向スペクトルが測れるようになったというこ

とをいいましたけれども、それでは波向とはいったい何なのだろうという根本の問題にな

りまして、なかなか一つの方向からだけ波のエネルギーがやってくるというわけではあり

ませんで、結構二山、三山ということが現実にたくさんあることがわかってきますと、波

向台帳に書く波向は一つだけでいいのだろうか、どんな格好で情報提供をしたらいいのだ

ろうかということも、そういった研究会の場でいろいろな方々のご意見を伺いながらより

よい情報発信に向けて努力をしているところです。

また、こういった海洋工学シンポジウムでナウファスの現状をお話しさせていただいた

ということも一つの大事なステップになるかと思いますので、これを一つの機会にぜひご

出席の皆様からも、こんな波浪情報がほしいのだということがありましたら、私でも結構

ですし、沿岸センターでも結構ですから、ぜひお寄せいただければ大変ありがたいと思っ

ております。よろしいでしょうか。

●司会どうもありがとうございました。ちょっと時間をオーバーしていますけれども、

もうお一方だけご質問をお受け致します。

●高橋（IHI）永井さんと末永さんに一つずつお伺いしたいと思います。まず永井さん

のほうには、先ほど海象計を全体でリアルタイムで測れるものを７０を目標にしていて、

港湾技術研究所が５０で気象庁が１１で合わせて６１という話がございました。必要十分な

配置の数というのはどういうパラメーターで決まるのでしょうか。これは永井さんがお考

えになっていることだけで結構ですから教えていただければ大変ありがたいと思います。

末永さんには、大変面白い環境評価の仕方という意味で、一昔前にはパブリックアクセ

プタンスといっていた項目のなかの一つかと思いますが、非常に面白い研究の方法だと思

います。午前中にありました道田さんのお話と同じように、モデルとデータを一緒にした

バリデーシヨンと申しますか、アシミユレーシヨンの仕方をもっと積み重ねて、皆さんが

こういうふうな環境評価の仕方をアクセプトできるような例をたくさん積み重ねられてい

けたらいいと思っておりますが、これについてお考えがございましたらお知らせください。

この二つです。

●永井ありがとうございます。なかなか波高計ネットワークが全国にいくつあったらい

いのかというのは昔からの課題でして、私自身もよくわかりません。たぶん運輸技術審答

申を１９８１年につくられた際も、ある程度「えいや」で決められた数が７０ではないかと思

っております。これも逆にデータがどういう形で用いられるかという活用次第の問題では

ないかと思います。ただ、わが国の沿岸は非常に海岸線が長いわけです。ある程度の密度

で入っていなければ、１点だけのデータでどこまでその周辺を十分に予測できるのかとい

うと、なかなか難しい問題があるかと思いますので、７０というのは少なくともという目

標ではなかったのかと考えております。
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実は午前中に別の方から、すぐ近くの波高計でありながら常陸那珂港と鹿島港との間の、

常時はそれほど違わないけれども、台風期の波を見るとかなり差があるというご指摘をい

ただきました。やはり地形条件によって波というのはかなりローカルな特'性が強いようで

すので、今のナウフアスのネットワークを見ても隣りあった地点がそれほど同じような波

浪になっているわけではありませんので、私としてはより数が多いほうが望ましいと思っ
ています。

そうはいうものの、何しろ波浪観測というのはお金が非常にかかるものでして、現在の

ところは気象庁さんでも本当は必要性を認めておられるけれども、限られた気象予算のな

かで１１地点をもつのが精一杯で、しかも海象計のような波向観測は全然できないという

のが正直なところですし、港湾サイドといたしましても結構景気のいいときでここにも新

しい港湾をつくりましょう、ここにも新しい港湾をつくりましょうといっていたときは、

それだけの事業量のなかから何パーセントかの調査費でこのぐらいのことができたわけで

すが、今後は逆にどんどん絞られてくるわけです。こんな公共事業はいらないのではない

かと力｡、なんだかんだといわれると、そこの何パーセントでくっついているこういった調

査部門もばっさり切られるのではないか。そこが非常にいちばん心配していることです。

そういったものにどうやって戦っていくかというと、こういう幅広い場で、たしかに港

湾ではそういう状況かもしれないけれども、これほど多様に多くの海洋関係者に波浪観測

情報の必要'性を認知していただいているのだから、ぜひ観測はやっていかなければならな

いと当局に対して強く要望していきたいと思いますので、またその節はよろしくご協力を

お願いいたします。

●末永簡潔に私なりの考えを申します。先ほどの乃万先生のご意見、ご質問にも関連す

るのですが、本当はやめたほうがいいのではないのかという評価から、絶対にだめだとい

えるぐらいまでの責任をもった発言ができるぐらいまでのレベルにしたいというのが正直

な気持ちとしてあります。

今、私も工学部に所属しておりますが、実際の現場のデータ、あるいは生物的な知見と

いうものはやはりそうした専門の先生方、あるいは専門家の方々と一緒にやっていく体制

をとっております。実際に生態系モデルに関しましても、最初はモデルがデータで出始め

た頃は生物分野の方々からは、こういう数式で表せるのかというクレームは当然出ていた

わけです。しかしデータの蓄積が、それも種別などに関しても環境への反応などが、1次

生産の段階に限定させていただければかなり正確にシミュレーションできるようなレベル

にまできていますので、そういったことから私の考えとしましては、生物学的な研究分野

と工学的な研究分野との融合が絶対に不可欠だと思っておりますので、そういった体制を

とりながら、またそういったものがかなり雪解けといいますか工学分野の方面でもこうい

った生物とか環境影響評価というものを取り入れている先生方がかなり増えてきていらっ

しゃいますので、そういった体制のもとにより厳正な環境影響評価ができるようなモデル

の構築を目指していきたいと考えております。

●高橋ぜひ頑張てください。

●末永ありがとうございます。
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●司会よろしいでしょうか。以上をもちまして午後のセッションを終了したいと思いま

す。講師の方、そして熱心にご討議をいただいた方々に感謝の意をもって終わりたいと思

います。どうもありがとうございました。

引き続きまして閉会に移らせていただきます｡閉会の辞を副委員長にお願いいたします。
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会閉 挨拶

日本海洋工学会運営委員会副委員長増田光一

それでは閉会に際しまして一言ご挨拶を申しあげます。私は日本建築学会から運営委員

として参加しております日本大学の増田と申します。今回、梅雨明けの非常に暑さの厳し

いなか、参加者が１１３名という多数の方においでいただきましてどうもありがとうござい

ました。だいたいこういうパネルは１０７人を越えると成功ということですので、今回は今

まで開かれたなかでは大成功だと思います。ひとえに貴重なご講演をいただきました講師

の先生方、それから熱心なご討論をいただきましたフロアーの参加者の皆様にお礼を申し

あげます。

それから日本海洋工学会という形でスタートしたのですが、そういう意味ではあまり変

わっていませんが、今回のパネルから、今まで海洋関連の学会の委員にしか出していませ

んでしたが、これからはオープンな形でやっていきたいと思っています。そういうことで

これからも海洋関係の各学会の連携を図るべ〈運営委員連携を図るべ<運営委員一同努力

していきたいと思います。

最後に事務連絡をして挨拶を終わりたいと思います｡このあとに懇親会がございますが、

先ほども非常に熱心な討論がありましたが、時間の関係でまだいろいろ奥の深いご質問が

あるかと思います。本館の食堂で懇親会を行いますが、まだ席に余裕がありますので、是

非参加していただきたいと思います。学生諸君は勉強にもなりますので、一緒に参加して

懇親を深めていただきたいと思います。

それから次回の予告を少し申しあげたいと思います。２０００年１月２５日（火）に第２１

回の海洋工学パネルを開催いたします。この会場ではなく海上保安庁水路部の会議室で開

催するかもしれません。テーマにつきましては、海洋工学パネルは海洋関係と水産関係、

それから資源開発といった大テーマを順番に交代でやっており、テーマはまだはっきりと

確定しておりませんが、来年の１月２５日にまた多数のご参加をお願いいたします。以上

はなはだ雑駁でございましたけれども、閉会の挨拶に代えさせていただきます。ありがと

うございました。

●司会以上をもちまして第２０回海洋工学パネルを終了させていただきます。どうもあ

りがとうございました。
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